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九州における代かき同時土中点播直播稲作技術の確立
―　研究成果集　―
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　地域先導技術総合研究「九州における代かき同時

土中点播直播稲作技術の確立（略称：直播稲作型）」

は平成９年からスタートした。この研究では当初，

暖地稲作の将来をみ越した直播栽培技術の開発が主

眼であった。これまでの個別型専門的研究と異なる

点は，現場にすぐに定着させることのできる実用性

の高い技術確立が求められたことである。従って，

圃場試験レベルでの研究開発に止まらず，同時並行

的に直播栽培導入の拠点となる現地の農家圃場にお

いて開発技術の実証試験が行われることとなった。

そして，現地試験で発生した問題点を持ち帰り，そ

れを解決するために場内試験が行われ，そこで得ら

れた技術をもう一度現場へ戻して検証するという方

式で研究が実施された。研究期間は当初５年間（平

成９～１３年度まで）とされたが，途中で予算の組み

替えがあり，平成１３年からは稲・麦・大豆の輪作体

系における技術開発としての課題が追加され，平成

１５年まで期間が延長された。末尾に研究実施計画

（資料１）および平成９年度からの研究課題一覧

（資料２）を掲載した。

　技術開発では，技術開発班が個別技術の開発を行

い，それを受けて体系開発班が個別技術を組み合わ

せた現地適応性の高い技術に体系化し，技術体系の

経営・導入条件などの評価は営農体系班が行った。

　具体的には，水田作研究部（旧水田利用部）では，

直播適性の高い良食味品種の選定および育成を稲育

種研究室，作期競合を解消するため収穫時期の早い

秋播型早生小麦品種の育成を麦育種研究室，選定ま

たは育成された品種の播種・栽培・施肥および防除

はそれぞれ機械化研究室，栽培生理研究室，雑草制

御研究室，水田土壌管理研究室が分担した。また，

病害および虫害防除は地域基盤研究部の病害生態制

御研究室および害虫生態制御研究室が分担した。全

体を総合研究チームが統括した。この「直播稲作

型」研究の核になったのが「水稲の打込み式代かき

同時土中点播直播技術」である。

　この点播直播の最も大きな特徴は耐倒伏性が向上

され，倒伏の発生を軽減できることである。九州地

域の稲作においては台風等による気象災害が多く，

倒伏しにくい直播栽培法の技術確立がポイントで

あった。本点播直播は湛水条件下で土中に種子を打

ち込む方式であり，従来の表面散播に比べ耐倒伏性

は大きく改善されている。また点播することにより

生育が進むに従い移植の稲株に近い株形成を行うこ

とで条播よりもさらに倒伏しにくくなる。この方式

は現在沖縄県と北海道を除いてほぼ全国的に導入事

例が増えつつあり，本州の各地域，特に東北・北陸

地域においては普及面積が急増している。この栽培

法では耐倒伏性が高いことと，稲株が移植に近い姿

になることとが農家導入実績向上の大きな理由と

なっている。しかし，九州地域では北日本に比べ水

稲栽培規模が小さくそのため省力化の意義が小さい

こと，また水稲以外の作物栽培が盛んであること，

さらに湛水直播導入に最も阻害的に働くスクミリン

ゴガイによる食害が大きいことなどの理由で普及面

積は伸び悩んでいるのが現状である。

　省力技術としての直播ではこれまで乾田直播が主

流であったが，透水性の大きい圃場では漏水対策や

雑草防除などに問題が多く，導入に当たって圃場条

件が限定されるため，広域的に適用可能な湛水直播

が検討され，酸素発生剤の籾被覆技術，湛水直播用

除草剤の開発などと相まって湛水土中直播技術が開

発され，現在はこの方式が主流となっている。その

中でもここで開発してきた点播直播は「打ち込み方

式」により倒伏に強い直播栽培を実現したばかりで

なく，播種時に降雨に遭遇することが多い九州の気

象条件にも十分対応可能な，いわゆる「全天候対応

型」とも呼べるものである。この水稲用点播機は麦
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地域総合研究「直播稲作型」の位置づけと推進について
　

脇本賢三１）

（２００４年１１月３０日　受理）

九州沖縄農業研究センター水田作研究部長：〒８３３－００４１　福岡県筑後市和泉４９６
１）現，全農福岡肥料農薬事業所



や大豆播種作業への汎用化に対してもほぼ技術が確

立されており，稲・麦・大豆を中心とする北部九州

の水田輪作体系においては特に有効な省力・低コス

ト技術となっている。

　この水稲点播直播技術は実証圃が設定された福岡

県夜須町地域の営農集団で試験開始の翌年から毎年

約１０数 ha 規模で作付けが実施されているほか，佐

賀県上峰町においても数十 ha 規模で導入が進めら

れている。今後はさらに周辺地域への普及・拡大を

期待する。

　技術の確立や現場への導入に当たっては農業試験

研究機関の研究者の他に，福岡県夜須町の実践農家，

また農業改良普及センター，役場，農協などの多く

の関係者，さらには直播研究会委員にご支援を頂い

た。また，播種機メーカー，代かきハローメーカー

の関係者には機械の開発・普及にご協力を頂いた。

ここに感謝の意を表したい。
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資料１

地域農業確立総合研究

研 究 実 施 計 画

「九州における代かき同時点播直播稲作技術の確立」

　１．研究目的

　平成１１年度に制定された「新農業基本法」に基づき，「食料・農業・農村基本計画」が制定され，麦・大

豆・飼料作物等の大幅な自給率の向上，水田の高度利用を柱とした水田農業の確立，実需者ニーズに対応し

た高品質な作物生産技術の開発が急務となっている。また，稲作については，国際化への対応，農業就業者

の高齢化・担い手不足の一段の進行等，省力化・軽作業技術の開発が強く求められ，２１世紀を担うキーテク

ノロジーとして直播技術が位置づけされている。

九州地域は，温暖な気象条件を活かし稲－麦，大豆－麦等の組合せによる１年２作の水田輪作体系が図られ

ているが，一方で，台風，豪雨，干ばつ等の気象災害への遭遇頻度も高い状況にある。そこで，地域の営農

条件，立地・気象条件への適合性を検証しつつ，水稲直播栽培を核とする規模拡大対応技術，複合部門との

作期競合回避技術，輪作機能を活用した低投入型の栽培管理技術を開発し，水田作営農の活性化に資する。

　２．営農試験地

　（１）営農試験地名：福岡県朝倉郡夜須町曽根田地区

　（２）営農試験地の農業概要及び選定理由：

　福岡県朝倉郡夜須町は，県のほぼ中央に位置し，北東部に連なる丘陵地帯と，そこから南流する数条の河

川によって形成される台地や扇状地，さらに南部は筑後川流域平野に続く平坦地からなっている。耕地面積

のうち水田が約９０％（１３００ha）を占め，１農家当たりの平均耕地面積が約２ ha と県下第１位で，米・麦・大

豆を中心にした土地利用型農業が展開されている地域である。

　平成１３～１５年度に実施する本研究では，「食料・農業・農村基本計画」を踏まえ，麦・大豆の自給率の向

上をめざし，水田の高度利用を柱とする水田農業の確立と実需者ニーズに対応した一層高品質な作物生産技

術を組み込んだ高度輪作体系の確立にあるが，同町の曽根田地区においては，平成９年度から実施の「地域

総合研究（直播型稲作）」の現地試験地として，現地農家，機械利用組合，夜須町，地元ＪＡ，福岡県関係

者等の積極的な協力のもとで，開発した「代かき同時土中点播直播技術」が省力営農技術として導入され，

また，町全域で米・麦・大豆作についてのブロックローテーションによる水田営農が展開されていることか

ら，既存の開発技術の高位安定化，新たに開発する麦・大豆等の新技術の導入・検証の場として最適地であ

る。
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　３．研究内容

　（１）中課題名１：高精度・省力・安定直播技術の開発

　　１）代かき同時土中播種機の多機能化技術の開発

　　【既往成果】

（１）水稲直播用代かき同時土中点播機の改良により，作業速度０．５～１．０m／ sでの水稲株の点播形状は，

長径７．２cm，点播株率（長径が１０cm以下の株の割合）は９０％に改善された（平成１１年度九州農業研

究成果情報，第１５号上巻，１－２）。

（２）水稲直播用代かき同時土中点播機の一部の部品交換により麦・大豆の播種作業が実施できた。播種

同時施肥の方法として土壌表面条施肥は問題なく実施できたが，より肥効が高いと予想される播種溝

施肥では発芽障害が発生したため，一部改良の余地がある。

　　【研究目的】

（１）代かき同時点播直播稲作技術を核とした低コスト稲・麦・大豆輪作技術を確立するためには，播種

機の麦・大豆への汎用利用を基本に一層の高能率・省資材技術を開発する必要がある。本研究では，

低コスト，省資材輪作技術の開発に資するため，播種機の稲・麦・大豆への汎用利用と「点播」播種

および施肥技術を組み合わせた作業技術を開発する。

　　２）土中播種における出芽特性の解明及び出芽の安定化技術の開発

　　【既往成果】

（１）休眠覚醒が進み発芽率がほぼ１００％で発芽速度が最も速い時期にある種子や発芽力が低下を始めた

種子では，乾熱処理後に低温浸種を行うと発芽が大きく阻害されることを明らかにした。

（２）収穫・調整後の保管時水分や保管温度が水稲種子の発芽速度・発芽率に及ぼす影響については充分

な検討がなされていない。

（３）灰色低地土を供試した試験において，①落水条件では湛水に比べて速やかに第２葉抽出までを行う

ため苗立ちが安定しやすいこと，②同じ落水条件でも代かき程度によって土壌環境は変化し出芽・苗

立ちに影響を与えること，③落水管理された同一圃場内で出芽・苗立ちにばらつきが生じる要因とし

て，排水性の悪い箇所では土壌環境も異なり稲の生育は遅れることを明らかにした。

（４）灰色低地土以外の土壌では充分な検討がなされていない。

　　【研究目的】

　代かき同時土中点播の安定栽培技術を確立するためには，その出芽・苗立ちの安定化が不可欠である。

本課題では，出芽・苗立ち安定化技術の開発に資するために，酸素発生資材被覆に先立つ種子予措の留

意点を明らかにするとともに，播種直後から落水管理したときの，土壌環境条件と水稲の発芽から出

芽・苗立ちに至る生長過程との関係を明らかにする。

　　３）水稲の代かき同時土中点播栽培における高品質・安定生産技術の開発

　　【既往成果】

（１）良食味水稲品種「ヒノヒカリ」の代かき同時土中点播栽培において，播種量を１０a当たり乾籾で約

３ kg，条間を３０cm，株間を２０cmとし，過酸化石灰被覆種子（乾籾の２倍量被覆種子）を打込み播種

し，播種後約１週間落水管理とすると苗立ち率や初期生育が向上し，安定生産が可能になることが実

証された（平成１０年度九州農業研究成果情報，第１４号，上巻，１－２，１９９９）。

（２）水稲の代かき同時土中点播栽培において，育成系統「西海２３８号」はヒノヒカリに比べ出芽性及び

耐倒伏性に優れ，また遅播きでも出穂期，成熟期ともに早い早生・良食味系統であり，稲・麦体系に

おける作期幅の拡大に適することがわかった（九州農業研究成果情報，第１５号，上巻，３－４，２０００）。
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　　【研究目的】

　稲・麦・大豆輪作体系において代かき同時土中点播栽培を行うには出芽性の良好な短稈・良食味早生

品種が安定栽培上望ましい特性である。「西海２３８号」は出芽性の良い系統であり，短稈で耐倒伏性に優

れ，湛水直播栽培において安定生産を実現できる有力な系統である。そこでこの系統を供試し，播種時

期や地力窒素および窒素施用量の違いが収量・品質に及ぼす影響を検討し，湛水直播栽培において播種

時期や窒素条件に対応した高品質・安定栽培技術を開発する。

　　４）大豆導入によるスクミリンゴガイ密度低減機構の解明と耕種的貝防除技術の開発

　　【既往成果】

（１）予備調査の結果，大豆転作後の圃場では貝密度が低下する傾向が認められたが，データの蓄積が充

分でなく，気候の年次変化もあるため，一般化のためには数年にわたり調査を行う必要がある。

（２）水路からの貝の侵入については，全く異なる結果が得られており（小澤・牧野，１８９８；菖蒲，

１９９６），一般的な傾向は不明である。

　　【研究目的】

　スクミリンゴガイは稲の幼苗を加害する世界的な害虫であり，とくに九州においては湛水直播の阻害

要因として重要である。近年，転作率の上昇にともない，３年あるいは２年に１度の大豆への転作が一

般的になっている。転作を行うと乾燥による死亡などのため貝密度が減少すると予想され，その効果が

充分であれば，転作後に直播を導入することは現実的な貝害回避法になりうる。また，圃場内の貝密度

が減少しても，水路より大量の貝が侵入すれば稲に被害が出る。本課題では，転作による貝密度低減効

果を量的に評価し，水路からの貝の侵入実態を調査して侵入防止策を開発する。

　（２）中課題名２：水稲直播栽培を核とする省力輪作技術体系の開発

　　１）代かき同時土中点播栽培における省力施肥管理技術の開発

　　【既往成果】

（１）暖地における水稲「ヒノヒカリ」の代かき同時土中点播栽培では，シグモイド型１００日タイプの肥

効調節型肥料あるいはシグモイド型とリニア型５０日タイプを２：１に配合したものを全量基肥施肥す

ると，リニア型１００日タイプに比べ，最高分げつ期の茎数は少ないが，有効茎歩合が高く，速効性肥

料の分施に比べても籾数が多いため高収となった（平成１０年度九州農業研究成果情報）。

　　また，シグモイド型肥料の施肥位置は全層，すじ条，点状のいずれでも施肥窒素利用率，窒素吸収

量に差がなく，ほぼ同量の収量が得られた（平成９年度九州農業研究成果情報）。

（２）「ヒノヒカリ」の代かき同時土中点播栽培では，有機物施用により肥沃度が高まった条件で速効性

肥料の分施体系では収量は高まるものの，玄米窒素濃度も高くなるため稲わら連用及び稲わら堆肥連

用では５％減収になるがシグモイドとリニア型の配合型を約５０％減肥の窒素５kg／１０a程度にする必

要があり，麦わら連用では２０％減肥の窒素７kg／１０a以下にする必要があると考えられた（平成１２年

度水田土壌管理研究室研究成績概要）。

（３）輪換畑から水田に戻したときの１年目の水稲に対する窒素施用量は基肥，追肥の全体量の２～３割

減を目安におく（九州地域における転換畑作技術指針，昭和６３年，九州農業試験場）。

（４）大豆－小麦，水稲－小麦，トウモロコシ－小麦体系で２年間作付けし，３年目に水稲を栽培した跡

地土壌の窒素供給量は大豆－小麦体系＞水稲－小麦体系＞トウモロコシ－小麦体系の順に低下し，大

豆作付けによる窒素肥沃度の増強効果が認められた。各作物の窒素吸収量は経過年次と共に減少傾向

が認められたが，刈株を土壌に残すことにより土壌の全炭素と全窒素の減少を抑制する効果が非常に

大きいことが明らかとなった（昭和６３年度九州農業試験場年報：３９－４１）。

（５）大豆・小麦体系では水稲・小麦体系より水稲の初期生育が良好で出穂期の地上部重も多いうえ，穂
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揃期以降の葉色の低下が少なく，子実収量で１０～２０％の増収となり，地力向上効果が認められた。ま

た，シグモイドタイプの肥効調節型肥料 LPSA３０～５０％配合の全量基肥施用で硫安分施とほぼ同等の

収量が確保され，施肥の省力化も達成された（平成９年度水田土壌管理研究室研究成績概要）。

　　水稲直播用代かき同時土中点播機の一部の部品交換により麦・大豆の播種作業が実施できた。播種

同時施肥の方法として土壌表面条施肥は問題なく実施できたが，より肥効が高いと予想される播種溝

施肥では発芽障害が発生したため，一部改良の余地がある。

　　【研究目的】

　九州地域では気象条件から全国平均に比べ耕地利用率が高く，麦・大豆のほとんどが水田で作付けさ

れている。現在，水田における麦・大豆・飼料作物等の自給率向上が大きな課題となっているが，直播

水稲・麦・大豆の１年２作を基幹とする省力・低コスト生産の水田輪作体系を確立することが急務であ

る。その際，マメ科作物である大豆跡では地力窒素が高まり，後作の水稲・麦では施肥窒素量を減ずる

必要があることが知られている。しかし，前作の大豆及び後作の水稲・麦の品種，作期，栽培法や作付

土壌の種類，有機物管理の違いなどにより，その減肥程度は異なると考えられる。そこで，大豆作跡，

稲わら，麦稈処理の違い等による地力変動を解明し，輪作作物の特性に応じた地力活用型の低投入省力

施肥管理技術を開発する。

　　２）代かき同時土中点播栽培における効率的雑草防除技術の開発

　　【既往成果】

（１）播種深度が１０mm程度に確保されれば移植水稲用の土壌処理剤（乳剤）を播種直後に処理しても薬

害は軽微であり，ノビエ等の一年生雑草の初期発生を抑制し，初・中期一発剤の処理時期をイネの４

葉期頃まで拡大することが可能であった（雑草研究４５（別），４４－４５）。

（２）転換１年目の大豆畑の優占雑草はノビエ，アゼガヤなどのイネ科雑草である（日作九支報４８，５５－

５７）。

　　【研究目的】

　稲・麦・大豆輪作体系における雑草の発生は稲・麦輪作と異なると考えられる。また，大豆を輪作体

系に組み込むことによりスクミリンゴガイの密度低減も考えられ，その場合には短期落水管理も可能と

なる。そこで，稲・麦・大豆輪作体系における雑草の発生相を明らかにし，それに応じた効率的雑草防

除技術を開発する。

　　３）水田輪作体系における大豆の省力・安定機械化栽培技術の開発

　　【既往成果】

（１）麦稈施用による窒素吸収低下は窒素肥料の増強で改善されたが，軽度の窒素欠乏の徴候は開花期頃

まで続き，収穫期の茎長は短くなったが，収量への影響は見られなかった（四国農試報，４７，４０－

５３，１９８６）。

（２）麦稈８００kg ／１０a施用条件において基肥及び追肥窒素の効果を検討した結果，追肥窒素N５～１０kg

／１０aでやや増収となった。麦稈施用では初期生育はやや抑制され，短茎化の傾向が認められたが，

窒素追肥技術と組み合わせると収量向上が可能であることがわかった（土肥誌，５８，３３４－３４２）。

（３）開花期窒素追肥量は１８kg ／１０aまで増収効果が認められた。窒素の土壌表層追肥で窒素固定が激し

く阻害された。根粒着生の少ない土壌の真相に施肥することで窒素固定の阻害が軽減される（日作紀，

５３（３），３２９－３３６，１９８７）。

　　【研究目的】

　大豆の省力・安定生産技術を確立するためには，精度の高い機械播種技術及び栽培技術の検討が必要

である。そこで大豆播種が出来るように一部改造した水稲直播用播種機を用い，高精度播種技術を検討
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するとともに，短茎・良質・早生種の新系統を供試して多条播で無中耕・無培土等の省力・安定栽培技

術を開発する。

　　４）稲・麦・大豆の省力二毛作技術体系の確立

　　【既往成果】

（１）良食味水稲品種「ヒノヒカリ」の代かき同時土中点播栽培において，播種量を１０a当たり乾籾で約

３ kg，条間を３０cm，株間を２０cmとし，過酸化石灰被覆種子（乾籾の２倍量被覆種子）を打ち込み播

種し，播種後約１週間落水管理すると苗立ち率や初期生育が向上し，安定生産が可能になることが実

証された（九州農業研究成果情報，第１４号，上巻，１－２，１９９９）。

（２）イワイノダイチは暖地・温暖地に適応する秋播性程度Ⅳの早生で，茎立期が遅いため早播き適応性

があり，短稈で耐倒伏性が強い。多収性で製麺適性が高い（九州農業研究成果情報，第１５号，上巻，

２９－３０，２０００）。

　　【研究目的】

　稲・麦・大豆輪作体系においては水田機能を活用した作物の持続的生産及び大豆栽培跡の地力を活用

した低投入栽培が可能である。そこでここでは稲・麦・大豆輪作体系の中で得られた個別開発技術を総

合化し，省資材型の省力・低コスト・高位輪作技術体系を確立する。

　（３）中課題名３：水稲直播を核とする地域営農体系の策定

　　１）開発技術の経営的評価と営農モデルの策定

　　【既往成果】

（１）地域総合研究「直播稲作型」ではＦＡＰＳを用いて代かき同時土中点播稲作技術を導入した稲麦大

豆および複合経営モデルを策定し，規模拡大効果や収益向上効果等を明らかにしたが，気象変動に伴

う農繁期移動がもたらすリスクや，品質変動，特にビール麦の品質変動による価格低下等の要素は組

み込んでいない。

　　【研究目的】

　筑後川中流水田地域は，稲麦二毛作が広範に展開し，生産調整に対応した大豆作付けも活発であるが，

農業労働力の高齢化や農外就業の増加に伴う担い手の減少が深刻化するとともに，生産調整面積の拡大

により大豆作付割合が上昇しつつある。こうした状況下で，麦類や大豆の自給率向上をめざすには省

力・低コストで，かつ安定的な稲麦大豆輪作体系を確立することが極めて重要である。そこで，気象変

動による農繁期移動や価格変動を考慮した水田作営農モデルを策定し，これに基づいて稲麦大豆輪作体

系を阻害する要因を解明するとともに，代かき同時土中点播稲作技術を核とした稲麦大豆輪作体系技術

を対象に，これら技術の特性を把握し，開発技術導入によるリスク軽減効果や規模拡大効果，収益向上

効果等の経営的評価を行う。

　　２）開発技術の定着条件の解明及び支援方策の策定

　　【既往成果】

（１）地域総合研究「直播稲作型」では，当該地域の水田作営農システムの実態と特徴を，主として生産

の組織化の面から明らかにするとともに，労働力構成の変動を想定した今後の営農システムのあり方

の検討を進めてきた。だが，地域的土地利用調整が抱える課題や今後のあり方の検討は行っていない。

　　【研究目的】

　生産調整面積の拡大や価格条件の変化，労働力構成の脆弱化が進みつつあるなかで，省力・低コスト

で安定的な稲麦大豆輪作体系を確立するためには，これらの条件変化に応じた新たな地域的土地利用調

整方式と生産組織のあり方を検討する必要がある。本課題では，現地実証の対象地域である夜須町曽根
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田集落を中心に，今日の土地利用調整方式及び生産組織の実態と抱える問題点を明らかにするとともに，

開発される輪作体系を想定しながら，生産調整面積の拡大や労働力構成の脆弱化が進むなかでの，今後

の地域的土地利用調整方式と生産組織のあり方を検討する。

　４．達成すべき成果

（１）代かき同時土中点播機の改良による麦，大豆の点播播種技術，播種同時施肥技術を開発する。

（２）作期に対応した点播直播水稲の高品質・安定栽培技術を開発する。

（３）スクミリンゴガイの密度低減に及ぼす大豆作導入効果の解明と耕種的貝防除法を開発する。

（４）水田輪作において時期別及び年次別の地力変動を解明し，省力・低投入型施肥管理技術を開発する。

（５）代かき同時土中点播直播栽培における輪作機能活用の低投入型雑草防除技術を開発する。

（６）早生・良質・短茎大豆の省力・機械化栽培技術を開発する。

（７）上記の個別開発技術に加え，関連技術要素を組み込み，体系化・実証試験を行うとともに，技術マ

ニュアルを策定する。

（８）開発技術を導入した経営モデルを策定し，さらに気象変動リスクの軽減効果，規模拡大効果，生産費

低減効果等の経営的評価を行う。

（９）生産調整の拡大，労働力構成の変化に対応する新たな土地利用調整方式と生産組織のあり方について

提言する。

　５．成果の普及方策

　・公立試験研究機関との連携・協力

　・現地検討会の開催等を通じての情報提供

　・研究成果の学会発表，研究成果情報のとりまとめ，技術マニュアルの策定，HP等を利用した成果の公表

　・技術情報交流会の開催，マスコミの活用

　・交流共同研究，受託研究を介しての農機メーカーとの共同開発

　６．研究実施体制

　（１）九州沖縄農業研究センター
技術開発班
　（リーダー）
　　機械化研究室長
　（参画研究室）
　　機械化研究室
　　栽培生理研究室
　　水田作総合研究チーム
　　害虫生態制御研究室
体系開発班
　（リーダー）
　　水田作総合研究チーム長
　（参画研究室）
　　水田土壌管理研究室
　　雑草制御研究室
　　水田作総合研究チーム
　（その他関係研究室）
営農体系班
　（リーダー）
　　経営管理研究室長
（参画研究室）
　　経営管理研究室
　　農村システム研究室

総合研究推進委員会
委員長：所長

統括委員長：総合研究部長

総括・企画委員会
　総括リーダー：水田作研究部長
　研究班総括：水田作総合研究
　　　　　　　チーム長
研究班リーダー
業務２科長
連絡調整室長
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　（２）評価委員

　　佐賀大学教授　　　　　芝山秀次郎

　　直播研究会専門委員　　岡村　省三

　（３）現地検討会（構成メンバー）

　・福岡県夜須町曽根田生産農家

　・福岡県夜須町曽根田機械利用組合

　・福岡県夜須町曽根田ブロック

　・筑前朝倉農業協同組合

　・福岡県夜須町産業課

　・福岡県農政部（農業振興課、農業技術課、農政課）

　・福岡県朝倉地域農業改良普及センター

　・福岡県農業総合試験場

　・九州農政局

　・九州沖縄農業研究センター

 　７．フローチャート
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資料２

「九州における代かき同時点播直播稲作技術の確立」実施課題一覧

１．中課題名：高精度・省力・安定直播技術の開発
キーテクノロジー：省力性の高い高精度・汎用代かき同時点播機を用いた水稲直播技術

研究内容（右欄は，平成１２年度以前の内容が異なる場合の研究内容）終了時担当当初担当年度担当課題名

開発中の代かき同時播種機を改良して
播種性能の向上を図るとともに，耕種
条件，圃場高低差，土質の違い等に対
応する代かき技術及び隣接作業行程部
へのマーキング機構等について検討し，
圃場条件に適合する高精度・省力・安
定直播作業技術を開発する。

水田作研
究部・水
田総研

総合研究
部・総研
１チーム

９－１２�高精度代かき同時
土中点播技術の開
発

代かき同時点播機に，施肥及
び麦の播種機構を付帯させ，
開発機の多機能化を図る。ま
た，播種と溝切りの同時作業
化についても検討する。

水稲用代かき同時点播機の麦及び大豆
播種への兼用技術，各作物栽培におけ
る同時施肥機構，同時作溝機構等を開
発し，播種機の効率的利用を図る。

水田作研
究部・機
械化研

総合研究
部・総研
１チーム

９－１５�代かき同時播種機
の多機能化技術の
開発

湛水土壌中に播種された水稲種子の発
芽から出芽に至る芽生えの伸長過程と
土壌溶液中酸素濃度等の環境要因との
関係を明らかにし，安定出芽のための
種子予措及び圃場管理技術を開発する。

水田作研
究部・栽
培生理研

水田利用
部・栽培
生理研

９－１３�土中播種における
出芽特性の解明及
び出芽の安定化技
術の開発

点播間隔や点播形状が直播水稲の生育
特性に及ぼす影響を検討し，最適点播
条件を解明してこれに適合する栽培管
理技術及び機械化技術の確立に資する。

水田作研
究部・水
田総研

総 合 研
部・総研
１チー

９－１１�代かき同時土中点
播栽培における安
定的播種様式の開
発

湛水土中直播では，播種深度が深くな
るため高い発芽・出芽力を有する種子
の供用が求められる。そこで供試種子
の収穫・調整方法と発芽・出芽力との
関係を解明し，土中播種に適応する種
子の収穫・調整技術を開発する。

水田作研
究部・機
械化研

水田利用
部・機械
化研

９－１１�湛水直播用水稲種
子の収穫・調整技
術の開発

播種時期，窒素施肥及び播種様式が点
播水稲の収量・品質に及ぼす影響を解
明し，収量の安定化と品質向上のため
の播種時期対応型栽培技術を開発する。

水田作研
究部・水
田総研

水田作研
究部・水
田総研

１３－１５�水稲の代かき同時
点播栽培における
高品質・安定生産
技術の開発

水田輪作体系における大豆作導入時の
耕種的条件とスクミリンゴガイの生息
密度との関係を明らかにし，湛水直播
水稲の苗立ち安定化のための貝密度低
減技術を開発する。

地域基盤
研究部・
害虫生態
制御研

地域基盤
研究部・
害虫生態
制御研

１３－１５�大豆導入によるス
クミリンゴガイ密
度低減機構の解明
と耕種的貝防除技
術の開発

２．中課題名：水稲直播栽培を核とする省力輪作技術体系の開発（水稲直播を核とする超省力稲麦二毛作体
系の開発）
キーテクノロジー：麦後における湛水直播適性品種・系統の選定，省力栽培管理技術，小麦熟期の早進化方

策，代かき同時土中直播を核とする省力技術マニュアルの策定

研究内容（右欄は，変更のあった場合のＨ９年当時の研究内容）現部署当初担当年度担当課題名

麦後の湛水直播栽培に適応する系統，
特に代かき土中播種条件下において高
出芽性を有する系統を選定する。

水田作研
究部・稲
育種研

水田利用
部・稲育
種研

９－１１�麦後における湛水
直播適性水稲系統
の選定

播種期変動に伴う熟期，収量の変動を，
生育の安定性，凍霜害，病害虫発生と
の関連で検討し，早熟・安定・多収栽
培に適応する秋播型早生小麦系統を選
定する。

水田作研
究部・麦
育種研

水田利用
部・麦育
種研

９－１１�暖地向き秋播型早
生小麦系統の選定
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点播水稲の養分吸収特性を解
析し，緩効性窒素肥料の施肥
位置，肥効発現型の異なる肥
料の適切なブレンド方式及び
肥料の施肥効率等について，
麦稈施用条件も組み合わせて
検討し，直播水稲の収量性の
向上及び省力管理のための施
肥技術を開発する。

稲・麦・大豆を基幹とする水田輪作体
系における地力変動を解明し，輪作作
物の特性に応じた地力活用型の低投入
肥培管理技術を開発する。

水田作研
究部・水
田土壌管
理研

水田利用
部・水田
土壌管理
研

９－１５�代かき同時土中点
播栽培における省
力施肥管理技術の
開発

代かき同時土中点播栽培にお
いて，主要雑草発生・生育特
性を播種後の水管理及び点播
水稲の生育との関連で明らか
にし，要防除期間を策定する。
また有効防除技術を選定し，
除草体系を策定する。

水田輪作体系における水田雑草の発生
生態を調査し，草種および雑草発生量
に応じた効率的雑草防除技術を開発す
る。

水田作研
究部・雑
草制御研

水田利用
部・雑草
制御研

９－１５�代かき同時土中点
播栽培における効
率的雑草防除技術
の開発

栽培様式の変化に伴う紋枯病の病勢進
展過程を調査し，被害との関係を明ら
かにし，要防除水準の策定を図る。ま
た，いもち病，もみ枯細菌病等の発生
実態を明らかにする。

地域基盤
研究部・
病害生態
制御研

地域基盤
研究部・
病害生態
制御研

９－１１�点播直播栽培にお
ける水稲病害の発
生様相の解明

稲・麦・大豆の輪作体系において，早
生・短茎・良質で倒伏性の大きい大豆
新品種等を用い，播種機の汎用利用に
よる省力・安定機械化栽培技術を開発
する。

水田作研
究部・水
田総研

水田作究
部・総合
研究チー
ム

１３－１５�水田輪作体系にお
ける大豆の省力・
安定機械化栽培技
術の開発

個別開発技術を順次体系化試験に組み
込んで，各開発要素の適合性を検証す
るとともに，問題点を摘出し，フィー
ドバックさせるなかで稲麦二毛作体系
における省力栽培技術を確立する。

水田作研
究部・水
田総研

総 合 研
部・総研
究１チー
ム

９－１２�稲・麦の省力二毛
作技術の体系化

稲・麦・大豆の輪作体系において，開
発技術を順次体系試験に組み込み，各
開発要素の適合性を検証し，問題点摘
出し，現場適応性の高い省力輪作技術
を確立する。

水田作研
究部・水
田総研

水田作究
部・合研
究チーム

１３－１５�稲・麦・大豆の省
力二毛作技術体系
の確立

３．中課題名：水稲直播を核とする地域営農体系の策定
キーテクノロジー：水田作経営モデルの策定，開発技術の経営的評価，技術定着のための支援法作技術

研究内容（右欄は，変更のあった場合のＨ９年当時の研究内容）現部署当初担当年度担当課題名

九州地域における農家規模別・農業労
働力保有別農家の動向とその農家が
担っている農業生産等の動向を県単位
で解析し，将来動向を推定するととも
に，大規模育成対策や技術革新が農業
生産構造にもたらす変動効果をシミュ
レーションにより明らかにする。

総合研究
部・動向
解析研

総合研究
部・動向
解析研

９－１１�九州地域における
農業経営の動向解
析

対象地域における農業経営を経営内で
の稲作部門の位置づけや土地利用，農
外就業との関連により整理し，農業及
び農業経営の動向を解析するとともに，
地域における水田作の主要な担い手を
明らかにする。

総合研究
部・動向
解析研

総合研究
部・動向
解析研

９－１１�対象地域における
農業経営の動向解
析

技術構造変化を明確化し，主
要な水田作営農類型における
開発技術導入の規模拡大効果，
収益向上効果の把握などの経
営的評価を行う。また，営農
類型ごとに導入後の営農モデ
ルを策定する。

気象変動による農繁期移動や品質変動
による価格変動等を考慮した水田作経
営モデルを策定するとともに，開発技
術導入によるリスク軽減効果，規模拡
大効果等の経営的評価を行う。

総合研究
部・経営
管理研

総合研究
部・経営
管理研

９－１５�開発技術の経営的
評価と営農モデル
の策定

開発される水稲・麦超省力栽
培技術の当該地域への普及・
定着条件を明らかにし，行政，
農業団体等による地域的組織
的支援方策を策定する。

稲・麦・大豆による高度輪作営農体系
を地域として成立させ，稲わら等の地
域資源の有効利用も含めた組織的連携
のあり方等を明らかにし，その実現の
ための地域的支援方策を策定する。

総合研究
部・農村
システム
研

総合研究
部・農村
システム
研

１１－１５�開発技術の定着条
件の解明及び支援
方策の策定



１．研究目的

　水稲の湛水直播栽培の普及を妨げる要因として，

出芽・苗立ちの不安定性と転び型倒伏の発生が挙げ

られる。倒伏が多い理由の一つとして，安定した出

芽・苗立ちのために播種深度が浅く設定されており，

特に寒地，寒冷地及び暖地の早播きでは，近年普及

している酸素発生剤を利用した場合でも播種深度は

１０mm以内が安全と言われる（姫田，１９９５）。

　一方，最近普及が始まった点播直播水稲栽培技術

は散播や条播に比べて耐倒伏性が高いことが実証さ

れつつあり，その理由は点播状に播種された種子が

生長して稲株を形成するためであるとされている。

稲株の形成は過剰分げつを抑制し稈基部の断面積を

増加するとともに株内での根張りを強固にして倒伏

に対する抵抗を増大させるため，稈長や穂重の増加

により地上部モーメントが増加しても耐倒伏性を向

上させると解析される（吉永ら，２００１）。このよう

に，点播状播種は耐倒伏性向上に有効であり，点播

機の点播形状を安定化させることが重要である。

　本研究は，水稲の湛水直播栽培の安定化を目的と

し，水稲の打込み式代かき同時土中点播機（下坪ら，

２００１，冨樫ら，２００１a－ b）の点播形状の改善を中

心に取りまとめた。

２．旧型ディスクケースの問題点の解明

　１）播種機の概要と問題点

　第１図に示す水稲の打込み式代かき同時土中点播

機はトラクタ，代かきロータリ，打込み点播機から

なる機械である。打込み点播機は，第２図に示すよ

うに，種子繰出しロール（以下，繰出しロールと呼

ぶ）を含む種子繰出し部，鋸歯型打込みディスク

（以下，打込みディスクと呼ぶ）とディスクケース

からなる種子加速部，種子ホッパ（第２図では省

略）の３つで構成され，繰出しロールと打込みディ

スクはそれぞれ別のDCモータで駆動される。

　繰出しロールには種子穴（以下，セルと呼ぶ）が

３個あるが，酸素発生剤被覆水稲種子（以下，被覆

種子と呼ぶ）の被覆剤がセルに固着することを防止

するため，セルの底は繰出しロールの回転に伴って

上下動する。セルの底が押出される角度（押出し角

度）は通常は水平から約４５度上である程度調整でき

る。打込みディスクが被覆種子を打撃加速する際の

衝撃をやわらげるため，打込みディスクの周辺部

（鋸歯状の部分）はスポンジゴムを材料としている。

　繰出しロールのセルから繰り出された数粒の種子

（１株当たりの播種量で通常５～９粒程度，以下，

種子群と呼ぶ）はディスクケースの種子供給管を

通って側方から打込みディスクに衝突し，加速され

て土中に点播状に打ち込まれる（第２図 a）。打込

みディスクの回転数は０～１５００rpmの範囲で調節で

きるが，通常は１０００rpm程度で使用し，この場合の

打込みディスクの周速度は約１０m／ sとなり，加速

田坂ら：代かき同時土中点播機の点播形状の改善
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代かき同時土中点播機の点播形状の改善

田坂幸平・吉永悟志１）・松島憲一２）・脇本賢三３）

（２００４年１１月３０日　受理）

九州沖縄農業研究センター水田作研究部機械化研究室：〒８３３－００４１　福岡県筑後市大字和泉４９６
１）現，東北農業研究センター
２）現，信州大学大学院農学研究科
３）現，全農福岡肥料農薬事業所

第１図　打込み式代かき同時土中点播機



された種子の速度もほぼ同じになる。

　本機械（第２図 a）は１９９８年春に市販機の試験販

売が開始された。しかし，点播機の基本性能である

点播形状が不安定で条播状になる場合があること，

打込みディスクケースの種子供給管の出口付近で種

子から剥離した酸素発生剤が固まって種子が詰まる

事例が見られることから，これらの問題を解決する

ため以下の試験を行った。

　なお，点播形状の定義は冨樫ら４）と同様に，楕

円状の広がりを持つ種子群の播種機進行方向の広が

りを長径，進行方向に直角な方向の広がりを短径と

した。また，長径１０cm以下の株の割合を点播株率

と定義した。

　２）点播形状不安定要因の解明

　（１）試験方法

　ａ　ディスクケース内種子運動解析

　ハ イ ス ピ ー ド ビ デ オ カ メ ラ（PHOTORON, 

FASTCAM-Rabbit- ２）を用いて，繰出しロールか

ら落下した種子群がディスクケースの種子供給管を

通過してディスクケース内に入る運動の様子を撮影

し解析した。ビデオカメラのシャッタスピードは１

／８０００sとした。ディスクケースは１９９８年度市販品

（第２図 a）に類似した１９９７年度試作品を用い，種

子加速部から打込みディスクを取外した状態で種子

供給管入口と出口の種子速度及びこの間（約１０cm）

の種子通過時間を測定した。繰出しロールの回転数

は５０rpm及び７５rpmとした。

　ｂ　打込みディスクの形状検討

　歯数及び歯の先端の厚み（歯厚）が異なる打込み

ディスク５種類（第３図 b～ f，スポンジゴム製）

を用い，繰出しロールから落下した種子群がディス

クケースの種子供給管を通過して打込みディスクに

衝突し種子供給管側に跳返される種子群の割合を調

査した。この割合（以下，跳返り率）は，全種子群

の内，打込みディスクによって１粒以上が跳返され

た種子群の割合として計算した。また，同条件で種
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第２図　打込み点播機の構造及び形状

秬改良前 秡改良後



子に被覆した酸素発生剤（カルパー粉粒剤１６）の剥

離率を調査した。剥離率の調査は，ディスクケース

の種子打込み管の下に設置した箱で種子を受取り，

箱内の材料を幅２mmの縦目篩いでふるって剥離し

た酸素発生剤を分離し，質量を測定する方法で行い，

全体の質量に対する篩い下質量から剥離率を算出し

た。なお，箱内にはクッションを敷き，箱内で酸素

発生剤の剥離が生じないようにした。繰出しロール

回転数は５０rpmとし，打込みディスクの材質はスポ

ンジゴム，厚さは２０mm，直径は１９１mmとした。打

込みディスク回転数は７００rpm，１０００rpm，１２００rpm

の３段階とした。

　いずれの試験も，種子は酸素発生剤を乾籾の２倍

量被覆した水稲種子（品種ヒノヒカリ）を用い，酸

素発生剤被覆直後の種子（含水率約２０％）を９７～

９８％の質量まで乾燥して供試した。繰出しロールの

セルサイズは縦１２mm×横１８mm×深さ６mmとし

た。なお，本報告における実験では種子条件及び繰

出しロールのセルサイズは全て上記と同じである。

また，１９９８年度市販品の打込みディスクは第３図 h

と同じ形状である。

　（２）試験結果

　ａ　ディスクケース内種子運動解析

　種子供給管入口と出口の種子通過時間及び種子速

度を第１表に示す。種子通過時間（種子群の最初の

種子が通過してから最後の種子が通過するまでの時

間）は種子供給管入口では５２．５～７１．１ms，種子供

給管出口では７４．８～９７．９ms であり，種子供給管内

部で種子群の広がりが１．４倍程度に増幅していた。

これは，種子が種子供給管の壁に衝突するため，あ

田坂ら：代かき同時土中点播機の点播形状の改善
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第３図　試験に供試した打込みディスクの形状
注）歯厚と溝深さの単位はmm。



るいは，種子供給管内部での種子どうしの衝突に起

因するものと推定された。

　種子供給管入口では，最初の種子の速度が１．３６～

１．３８m／s，最後の種子の速度が１．００～１．１１m／sで，

最後の種子の速度は最初の種子の速度の７４～８０％で

あった。種子供給管出口の種子速度は種子供給管入

口の速度に比べ８７～９８％で，顕著な場合で１割程度

遅くなっていた。この理由も上記の場合と同様と思

われた。

　以上の結果，旧型ディスクケースでは，繰出し

ロールから落下した種子群が種子供給管の壁に一度

衝突して横方向から打込みディスクに到達するため，

種子群の広がりが大きくなるとともに種子速度が遅

くなっていると考えられた。種子群の広がりが大き

くなると点播形状も大きくなるため，点播形状を小

さくするためには，繰出しロールから繰出された種

子が種子供給管に衝突する前に直接打込みディスク

に到達する方が良いと思われた。また，種子供給管

出口付近で，種子が打込みディスクとディスクケー

スに挟まれて，種子から酸素発生剤が剥離する現象

が頻繁に観察され，これがこの部分で種子が詰まる

原因であると思われた。

　ｂ　打込みディスクの形状検討

　第４図（下）に種子供給管内の跳返り率を示す。

跳返り率は打込みディスクの歯数が減少するにつれ

て少なくなったが，打込みディスク回転数との関係

は認められなかった。また，歯厚６mm（c）の場合

の跳返り率は歯厚３mm（b）の場合の１．７～３．１倍程

度もあった。一般に，打込みディスクによって種子

が種子供給管内に跳ね返されると種子群の広がりが

大きくなり点播形状が大きくなると予想されること

から，旧型ディスクケースの点播形状は歯厚など打

込みディスクの形状に影響されると考えられた。

　第４図（上）に，打込みディスクの形状と酸素発

生剤剥離率の関係を示す。酸素発生剤剥離率は，打

込みディスク回転数が１２００rpmの場合，歯数が少な

いほど高かったが，歯数３２の場合は歯厚が薄い方が

剥離率が低かった。打込みディスク回転数が
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第１表　種子通過時間及び種子の速度

繰出しロール回転数（rpm）

７５　　　５０　　　測定地点

５２．５　　　７１．１　　　入口種子通過時間（ms）

７４．８（１４３）９７．９（１３８）出口

１．３８　　　１．３６　　　入口最初の種子の速度（m／s）

１．２５（　９１）１．２２（　９０）出口

１．１１　　　１．００　　　入口最後の種子の速度（m／s）

０．９７（　８７）０．９８（　９８）出口

注）（　）内の数値は入口に対する出口の割合（％）

第４図　打込みディスクの形状と（a）種子供給管内の種子跳返り率および（b）酸素発生剤剥離率の関係

跳
返
り
率

（％）

剥
離
率

（％）



７００rpmの場合は歯数１６（d）で剥離率のピークが見

られた。

　打込みディスク回転数が１２００rpmの場合に，歯数

が少ないほど剥離率が高くなった理由は，歯数が少

ないほどディスクケースと打込みディスクの鋸歯の

間の空間が大きく，種子が適正な位置で打込みディ

スクに打撃される確率が低くなるため，打込みディ

スクケース内の種子滞留時間が長くなったり，種子

が打込み管以外の場所に衝突する割合が増加するた

めであると思われた。

　以上２つの実験の結果，点播形状を改善するため

には，繰出しロールから落下した種子が打込みディ

スクに直接当たるようにディスクケースの種子供給

管の形を変更すること，ディスクの形状は歯数３２で

歯厚を小さくすることが必要であると考えられた。

３．新型ディスクケースの開発

　１）試験方法

　新型のディスクケースとして第２図（b）に示す

形状のディスクケースを試作した。この形状は，旧

型のディスクケースに比較して種子供給管から打込

み管へのラインが直線になっており，繰出しロール

から落下した種子が直接打込みディスクに衝突する。

打込みディスクに衝突した種子は第２図（b）では

右下側に飛散するが，この飛散軌跡は旧型ディスク

ケースに比べて下方に向かっていると思われ，この

部分で点播形状が悪化する可能性がより小さいと考

えられた。

　（１）跳返り率及び酸素発生剤剥離率の調査

　この新型ディスクケース（第２図（b））と旧型

ディスクケース（第２図（a））を供試し，種子供給

管内部の跳返り率，ゴミ排出口からの種子放出率，

酸素発生剤剥離率を調査した。打込みディスクの形

状は歯数３２溝深さ１７mmで，歯厚は０mm，３mm，

６mmの３種類（第３図 a～ c）を用いた。跳返り

率については前項と同様にハイスピードビデオカメ

ラを用いて解析を行い，酸素発生剤剥離率も前項同

様に測定した。

　（２）点播形状調査

　上記２種類のディスクケースを供試し，ゲル状の

寒天（濃度０．６％）を入れた移動槽に種子を打込ん

で点播形状を調査した。移動槽のサイズは縦１８０cm

×横２８cm×深さ８ cm，移動距離は約６m，移動速

度は０．５m／ sとした。打込みディスクの形状は歯

数３２，歯厚３mm及び６mm，溝深さ１７mm及び

８．５mm（第３図の b，c，g，h）とした。打込み管の

先端から寒天表面までの距離は０．２１mとした。１処

理区のサンプル数は３３～３５とした。

　上記試験の共通条件として，繰出しロールの回転

数は５０rpm，打込みディスクの回転数は７００rpm及び

１３００rpmとした。

　２）試験結果

　（１）跳返り率，ゴミ排出口からの種子放出率，

酸素発生剤剥離率

　試験結果を第５図に示す。種子供給管内の跳返り

率は旧型ディスクケースでは１５～４０％で，歯厚が大

きいほど，また，回転数が低いほど高かった。しか

し，新型ディスクケースでは種子供給管内への種子

の跳ね返りはほとんど見られなかった。ゴミ排出口

からの種子放出率は両ケースともディスク回転数が

低い場合に多かったものの，その割合は最高でも

０．５％程度のため実用上問題ないと判断された。酸

素発生剤剥離率は打込みディスク回転数が高いほど，

また，歯厚が増加するほど増大した。この値は，

ディスクケースが異なっても大きく変化しなかった

が，低速回転域では新型ディスクケースの方がやや

小さいと思われた。

　以上の結果，新型ディスクケースでは種子供給管

内の跳返り率の低下による点播形状の向上と酸素発

生剤剥離率の低下が示唆されるとともに，打込み

ディスクの歯厚に関係なく良好な点播形状が維持で

きる可能性が示された。

　（２）点播形状

　点播形状の調査結果を第２表に，点播形状の分布

を図示した例を第６図（a）及び（b）に示す。点播

形状の長径は，旧型ディスクケースでは平均９．７cm，

新型ディスクケースでは平均７．６cmとなった。短径

は５．２～５．４cmで大差なかった。点播株率は旧型

ディスクケースで平均５５．２％，新型ディスクケース

では平均８４．２％となった。点播株率は，旧型ディス

クケースでは，ディスクの歯厚，溝深さ，回転数に

よって３９．４～７１．４％の範囲で大きな変動が見られた

が，新型ディスクケースでは７３．５～９４．１％と変動が

少なく安定して高かった。

　以上の結果，新型ディスクケースの点播形状は旧
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型ディスクケースより良好であることが確認できた。

また，種子供給管の形状から，剥離した酸素発生剤

が種子供給管出口にたまりにくく，この部分での種

子の詰まりが少ないと考えられた。

４．第２ブラシの追加による点播精度の向上

　１）試験方法

　点播形状の長径を小さくするためには，上で示し

たように，打込みディスクで種子を加速する時に種

子群の広がりを大きくしないようにすることが重要

であるが，繰出しロールから落下する種子群の広が

りをより小さくすることができれば更に長径が小さ

くなると考えられる。そこで，播種機のブラシを利

用して繰出しロールから落下する種子群の広がりを

小さくすることを試みた。

　（１）種子群の定点通過時間及び最初と最後の種

子の基準時刻からの偏差の検討

　ハイスピードビデオカメラを用い，繰出しロール

から落下する種子群の最初と最後の種子が種子供給

管入口（以後，定点と呼ぶ）を通過する時刻を調査

し，その時刻から種子群の定点通過時間を測定した。

　定点通過時間は種子群の広がりを意味するが，こ

の値を評価する場合，最初の種子がセルから出るタ

イミングが早すぎるのか，最後の種子がセルから出

るタイミングが遅すぎるのかはこの値だけでは解析
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第５図　種子運動解析結果および酸素発生剤剥離率

第２表　打込みディスクの形状・回転数と点播形状

新型ディスクケース旧型ディスクケース打込みディスク
回転数　　　　

（rpm）

溝深さ

（mm）

歯厚

（mm）
No． 点播株率

（％）
短径
（cm）

長径
（cm）

点播株率
（％）

短径
（cm）

長径
（cm）

７３．５５．１８．４５５．９４．９９．９７００８．５３１

８２．９５．６７．８５４．５５．７９．３１３００２

７９．４４．８７．９５２．９５．０９．９７００１７３３

８２．９６．４８．０７１．４５．９８．５１３００４

８７．９４．２７．７５１．４４．６９．７７００８．５６５

８７．９４．９７．１３９．４５．９１１．２１３００６

８５．３４．８７．２６０．０４．９９．４７００１７６７

９４．１５．７７．１５５．９６．２９．５１３００８

８４．２５．２７．６５５．２５．４９．７　平均

注）寒天槽速度は０．５m／ s，繰出しロール回転数は５０rpm，１処理区のサンプル数は３３～３５株。



できない。そこで，繰出しロールが一定の角速度で

回転していると仮定し，セルから落下する各種子群

が一定の間隔で定点を通過する時刻をその種子群の

基準時刻とした。

　基準時刻とは（第７図），ビデオ撮影された連続

する十数組の種子群の中から計測開始時及び計測終

了時付近にある種子通過時間（Δ T１～ Tm）が比

較的短かい２つの種子群（第７図ではAとB）を選

び，種子群Aの先頭の種子が通過してから種子群B

の先頭の種子が通過するまでの時間（Tms-T １ s）

を，その間の種子群数＋１（種子群A，Bを除く）

で割った値を種子繰出しのインターバルとして，各

種子群の基準時刻を算出した。次に，基準時刻と最

初の種子の定点通過時刻との差（Tnk-Tns）を最初

の種子の基準時刻からの偏差，基準時刻と最後の種

子の定点通過時刻との差（Tne-Tnk）を最後の種子

の基準時刻からの偏差とした。

　繰出しロールの回転数は５０rpm，７５rpm，１００rpm

とした。セル底の強制押出し角度は４５度及び９０度

（第２図（a）参照）とした。

　（２）第２ブラシの追加による定点通過時間の検

討

　上記試験の結果，種子群の最初の種子の定点通過

時刻のばらつきは，セル底の強制押出しが行われる

前にセルから種子が飛散することによるものである

と思われた。そこで，第１ブラシの（紙面に向かっ

て）右側に厚さ１７mm（５列）及び１０mm（３列，５

列から下側の２列を除去）の第２ブラシを取り付け

（第２図（b）），再度種子通過時間を測定した。

　（３）第２ブラシの追加による点播形状の検討
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第６図　点播形状の分布の例

第７図　基準時刻と種子通過時間

短
径

（cm）

短
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　第２ブラシ追加による点播形状改善効果を新型

ディスクケースを用いて調査した。調査方法はⅢ－

１－（２）項に準じた。

　２）結果の概要

　（１）押出し角度の影響

　第３表のNo．１～６にセル底の押出し角度の検討

結果を示す。また，第８図（a）と（b）に第３表の

No．１とNo．４のデータを図示する。種子通過時間

は繰出しロール回転数が増加するほど減少したが，

これには主に１セルあたりの繰出し粒数の減少が関

与していると考えられた。種子通過時間は押出し角

度が４５度より９０度の方が長くなったが，これは最後
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第３表　押出し角度，ロール回転数，第２ブラシの有無と種子通過時間

基準時刻からの偏差通過時間

（ms）

１株粒数

（粒）

第２ブラシ
厚さ　　　

（mm）

繰出しロール
回転数　　　

（rpm）

押出し角度

（deg）
No． 最後の種子

（ms）
最初の種子
（ms）

４２．３４４．５８６．８８．２－５０４５１

４６．８１３．１５９．９７．０－７５４５２

３９．７９．２４８．９５．９－１００４５３

８３．２３２．４１１５．６８．３－５０９０４

６３．７６．４７０．１６．６－７５９０５

４７．５９．８５７．２５．９－１００９０６

５６．８１．９５８．７７．９１７５０４５７

５３．０　６．５５９．４８．０１７５０２０８

３６．１３．１３９．２７．７１０５０４５９

４１．１０．２４１．３５．９１０１００４５１０

第８図　基準時刻からの偏差
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の種子の基準時刻からの偏差の違いによるものであ

ると考えられた。

　基準時刻からの偏差は，繰出しロール回転数が

５０rpmの場合，押出し角度４５度，９０度ともに最初の

種子でばらつきが大きかった。これは，最初の種子

が強制押出しによる力を受ける前にセルから放出さ

れているのが理由であると思われた。また，押出し

角度４５度の場合は９０度に比べて最後の種子の基準時

刻からの偏差が小さかった。この理由は，強制押出

しによる力を受けて放出された最後の種子の飛散方

向が押出し角度４５度と９０度では異なり，９０度の場合

の方が種子が上に向かって放出されるためであると

推察された。

　一般的に，最初の種子の落下時刻のばらつきは，

第１ブラシを通過したセルの中の種子が強制押出し

力を受ける前にセルから飛び出すためであると考え

られ，第２ブラシを第１ブラシの前方約４５度の位置，

つまりセルの底が上昇する直前の位置に取付ければ

最初の種子の基準時刻からの偏差が小さくなると考

えられた。

　（２）第２ブラシの有無と厚さの影響

　第３表のNo．７～１０に第２ブラシを取付けた場合

の種子通過時間を示す。また，第８図 cと dに第３

表のNo．７とNo．９のデータを図示する。厚さ

１７mmの第２ブラシを取付けた結果（第３表のNo．

７の条件），最初の種子の基準時刻からの偏差は少

なくなったものの，最後の種子の基準時刻からの偏

差にややばらつきが見られた。このばらつきは，強

制押出しが終了する直前にセルから飛び出た種子が

ブラシに引っかかり遅れて落下するためであると見

られ，No．８では押出し角度を２０度に下げたが，か

えって最初の種子の基準時刻からの偏差が大きく

なった。そこで，１７mmあるブラシの厚みを１０mm

にして試験を行った結果（第３表のNo．９～１０），

種子通過時間を２／３程度に短縮することができた。

　厚さ１０mmの第２ブラシを取付けた場合の，繰出

しロール回転数５０rpm，１００rpmでの種子通過時間は，

従来までの第１ブラシのみの場合に比較して，それ

ぞれ，４５％，８４％となった。

　（３）第２ブラシ及び新型ディスクケースを採用

した場合の点播形状

　第４表及び第６図（c）に第２ブラシ及び新型

ディスクケースを採用した場合の点播形状を示す。

繰出しロール回転数５０rpm，寒天槽速度０．５m／ sの

条件では，長径５．６cm，点播株率１００％となった。

この形状は，第２ブラシを利用しない場合の長径

７．６cm，点播株率８４％に比較して，長径で２６％短く

なり，点播株率で１６ポイント高くなっていること，

寒天槽速度を１．０m／ sまで上昇しても高い点播精

度が維持されていることから，第２ブラシの設置に

より点播形状は改善されていると考えられた。

　以上の結果，繰出しロール回転数１００rpm，寒天

槽速度１．０m／ sの条件下で十分な点播形状が得ら

れたことから，圃場においても作業速度１．０m／ s

の条件でほぼ同様の点播形状が期待できると思われ

た。

５．圃場における点播形状調査

　１）試験方法

　上記研究結果を基に，第２ブラシと新型ディスク

ケースを採用して１９９９年に市販化された打込み点播

機を供試し，福岡県筑後市の九州沖縄農業研究セン

ター（当時は九州農業試験場）内及び福岡県朝倉郡

夜須町の現地圃場にて播種試験を行い，出芽苗立ち

後に点播形状を調査した。作業速度は０．５～１．０m／

s，繰出しロール回転数は４７～６７rpm（株間２０～

３０cm），打込みディスク回転数は１２００～１３００rpm，

田坂ら：代かき同時土中点播機の点播形状の改善
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第４表　新型ディスクケース及び第２ブラシを採用した場合の点播形状

点播株率
（％）

    短径
   （cm）

     長径
   （cm）

寒天槽速度
（m／ s）

繰出しロール回転数
（rpm）

No

１００　４．５５．６０．５　５０１

８５．３４．７６．８０．７５７５２

９０．６４．０６．７１．０　１００３

９２．０４．４６．４平均

注）１）打込みディスク形状は第３図（h）（歯数３２，歯厚６mm，溝深さ８．５mm）
　　２）１処理区のサンプル数は３３～３５株，第２ブラシ厚さ１０mm



播種量は株当たり９粒程度とした。種子は酸素発生

剤を乾籾の２倍量被覆した水稲種子（品種ヒノヒカ

リ）を用いた。

　２）試験結果

　試験結果を第５表に示す。場内圃場では播種後の

気温が低く推移したため，苗立率は４０％程度であっ

た。そこで，１株５本以上苗立ちしている株につい

て点播形状を調査した結果，作業速度０．５～０．７５m

／ sでの長径は５．５～６．１cm，短径は４．３～４．９cm，

点播株率は９４～９８％であった。

　夜須現地圃場における作業速度０．７m／ sでの点

播形状は，長径が６．７～６．８cm，短径が４．４～４．８cm，

点播株率が９０％であった。作業速度１．０m／ sでの

点播形状は，播種時の代かき水量がやや多めであっ

たことから，長径が８．５～９．６cm，点播株率は６８～

７３％となった。

　以上の結果，新型播種機の点播形状は，作業速度

０．７m／ s程度では長径７ cm以下，点播株率９０％以

上となった。また，播種時の水量が多く，作業速度

が１．０m／ s程度の高速播種作業では，代かきロー

タリの直後に濁流が発生することから点播形状がや

や乱れるものの長径は１０cm以下であり，点播形状

の改善に関する本研究の目的は達成できたと判断さ

れた。

６．考　察

　第２ブラシと新型ディスクケースを採用して１９９９

年に市販化された打込み式代かき同時土中点播機

（８条用，作業幅２．４m）は，夜須現地試験圃場で２

年間にわたり延べ約２０ha の面積で使用された。こ

の間，播種機本体及び種子加速装置に種子が詰まる

トラブルは発生しなかった。しかしながら，降雨中

の場内試験では種子ホッパのストッパーから播種機

内部に滲入した雨水により繰出しロールのセル及び

第１ブラシと第２ブラシの間に種子が詰まるトラブ

ルが生じた。このような試験結果から，第２ブラシ

の採用は雨濡れ時のトラブルの発生を助長するが，

通常の使用状態では問題ないことが証明されたと考

えられる。

　なお，前節でも触れたが，代かき水量が多く代か

きロータリの後方に濁流が生じている状態では点播

形状が悪化しやすく，また適正な播種深度が得られ

にくく出芽・苗立ちが劣ると考えられる。本方式に

おける播種深度は土壌硬度や打込み速度によって変

化すると考えられるが，その影響の程度については

十分に解明されていない。これらは今後の課題であ

る。

７．要　約

　水稲の打込み式代かき同時土中点播機における播

種精度の一つである点播形状を改善するため，鋸歯

型打込みディスクとディスクケースの形状及び種子

繰出しロールの第２ブラシの有無等について検討し

た。点播形状の長径を短くするためには，種子繰出

しロールから落下する種子群の広がりを小さくする

こと，種子繰出しロールから落下した種子が打込み

ディスクに跳ね返されずに下方に加速されることが

重要であり，この２点の改良の結果，長径は９．７cm

から６．４cmに短縮されるとともに，点播株率（長径

１０cm以下の株の割合）は５５％から９２％に向上した。

　キーワード：水稲，直播，点播機，点播形状，打

込み播種。
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第５表　圃場における点播形状

備　　　考
点播株率

（％）

短径

（cm）

長径

（cm）

繰出しロール
回転数　　　
（rpm）

作業
速度

（m／ s）
播種日

試験
場所

５本／株以上の苗立ちで調査９８　４．３　５．５　５０　０．５　４／１所内

　　〃９４　４．９　６．１　７０　０．７５

代かき水量多９０　４．４　６．８　４７　０．７　６／８夜須

　　〃９０　４．８　６．７　７０　０．７　

　　〃７３　４．６　８．５　６７　１．０　

代かき水量かなり多６８　５．９　９．６　６７　１．０　

注）試験は１９９９年に実施した。
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１．研究目的

　近年，良食味米の省力・低コスト生産技術確立へ

の要請から開発された「水稲の打込み式代かき同時

土中点播栽培技術」１，２，３）は，水稲の適期播種が可

能で雑草防除上有利な湛水直播技術と耐倒伏性の高

い点播技術を組み合わせた栽培技術で，２００３年度の

普及面積は約２，０００haと推定される。本技術は，第

１図に示すように，トラクタ，代かきハロー，点播

播種機が合体した代かき同時土中点播機を基幹作業

機とし，代かき直後の土壌に酸素発生剤を被覆した

水稲種子数粒を１０m／ sの速度で株状に土中に打込

み，１０mm程度の播種深度を得るという特長がある。

　本技術の安定した出芽は種子表面に被覆されてい

る酸素発生剤によるところが大きいが，播種直後に

行う自然落水は出芽環境を良好にして安定した出芽

率を得るための助けとなる。特に，西南暖地ではス

クミリンゴガイ（以下，貝と呼ぶ）による食害が水

稲直播栽培の普及のネックとなっているが，貝は水

が無ければ移動が妨げられるので稲を食害すること

ができず被害は少ない。そこで，出芽環境の改善と

貝による食害回避という観点から播種後の落水を促

進するため作溝を行うことを試みた。

　播種数日後の作業であれば代かき後の土壌も硬く

なり作溝も容易であるが，九州北部の麦後の水稲直

播は早ければ播種後４日目頃に出芽が始まる。この

時点で圃場に水が溜まっていると貝の食害に遭うた

め，これ以前に落水を行うとすると，播種翌日から

２～３日中に作溝作業を行う必要があり，忙しい播

種作業の合間を縫って再度圃場に入る必要のある作

溝作業は事実上困難となる。そこで，本研究では播

種と同時に作溝を行う技術を開発することとした。

２．代かきロータリを利用した作溝同時点播技術の

開発

　１）試験方法

　本技術における播種同時作溝は，言い換えれば代

かき同時作溝であり，トラクタ車輪の轍を消して播

種床を整地・均平にする代かき作業と正反対の作溝

作業を同時に行うことになる。

　そこで，作溝方法としては，代かきロータリの均

平板に作溝器を取付けてこれを土壌に押付けて作溝

することとし，作溝器の大きさを変えて溝深さを調

査することとした。また，本方式では播種当日の代

かき（播種同時の代かきではなく，播種前に行う荒

代かき）を推奨しているが，この方法では深い溝が

期待できないため，播種前日までに代かきを行い，

ある程度土が固まった状態で播種を行う処理区を試

験に加えた。

　作溝器は第２図に示す船形の器具で，取付け位置

は車輪後部（第３図（a），以下，試験機T－Sと呼

ぶ）及びロータリ両端（第３図（b），以下試験機

T-Rと呼ぶ）とした。試験条件は第１表に示した。
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代かき作溝同時土中点播技術の開発

田坂幸平・吉永悟志１）・松島憲一２）・脇本賢三３）

（２００４年１１月３０日　受理）

九州沖縄農業研究センター水田作研究部機械化研究室：〒８３３－００４１　福岡県筑後市大字和泉４９６
１）現，東北農業研究センター
２）現，信州大学大学院農学研究科
３）現，全農福岡肥料農薬事業所

第１図　打込み式代かき同時土中点播機



　２）試験結果

　試験機T-Sの播種作業風景を第４図に，試験機T-

Rの播種作業風景を第５図に，試験機 T-Sの溝深さ

と苗立率を第６図，第７図に示す。

　試験機T-Sを用いた作溝同時播種作業では，圃場

中央の溝と枕地の溝が連結しないこと，代かきから

播種までの日数（以下，代かき後日数と呼ぶ）が１

日の場合は作溝位置に隣接する条の苗立率が低下す

る場合があることが問題であった。

　試験機T-Rを用いた作溝同時播種作業では，作溝

部分がロータリの両端にあるため，作溝部分の外側

に雑草発生の原因となる土の盛り上がりが見られる
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第２図　代かきロータリの均平板に取り付けた作溝器

第３図　代かきロータリを利用した作溝装置の作溝位置と播種位置



こと，トラクタの車輪の轍跡が残る場合があり，そ

の部分が溝となったり土壌硬度が硬いため種子が露

出したりする場合があること等が問題点として挙げ

られた。

　代かき時期と溝深さ及び苗立率の関係では，代か

き後日数が長いほど溝深さは大きくなったが苗立率

は低下した。これは，代かき後日数が長いほど播種

床の土壌が硬く，播種深度が浅くなり鳥害を受けや

すくなったのが理由の一つであると思われた。また，

作溝器が大きいほど溝は深くなった。

　両機とも，作溝器大では作溝器による抵抗が大き

くロータリの均平板の持ち上がりが見られる場合が

あった。また，作溝器小では明瞭な溝は付きにく

かった。均平板の位置を固定する方法も試みたが，

土を下に押付け過ぎて播種後に周囲の土壌がロータ

リの中央に寄り，その結果条間が乱れたりすること

があった。なお，代かき当日に播種する場合は問題

ないことであるが，代かき後日数が１日以上の場合

は播種時の水の量（適正な湛水深）を経験的に知る

必要があった。

　以上の結果，代かきロータリを利用した作溝同時

播種については，ロータリの均平板を固定せず，作

溝器小程度の大きさの器具で小さい溝を作ることが

発芽，苗立ち等への影響が少ないと思われた。

田坂ら：代かき作溝同時土中点播技術の開発

―　25　―

第１表　試験条件

作溝器
サイズ

試験機
代かき後
日数（日）

試験日
試験
番号

１）代かきロータリー利用
大T－ S０

１９９９．５．１３１
大T－ R０
大T－ S１
大T－ R１
大T－ S０

１９９９．７．１５２
小T－ S０
大T－ S１
小T－ S１
大T－ S０

２０００．５．１８３
大T－ S１
小T－ S０

２０００．６．２１４
小T－ S２

１）乗用管理機利用
J－２０

２０００．６．２１５
J－２２
J－２０

２０００．８．３６
J－２２
J－２０

２００１．５．２８７
J－２２

第４図　試験機Ｔ－Ｓの播種作業風景

第５図　試験機Ｔ－Ｒの播種作業風景

第６図　試験機Ｔ－Ｓの溝深さ

第７図　試験機Ｔ－Ｓの苗立率



３．乗用管理機を利用した作溝同時点播技術の開発

　１）１号機の試作

　（１）試験方法

　代かき同時作溝を行う場合，トラクタ利用を前提

とすると車輪の轍を消すために代かきハローを使用

して１０cm程度の深さで代かきをする必要がある。

　しかし，乗用管理機を利用して車輪の轍跡に作溝

することを考えると，車輪の幅が小さいので轍を消

す必要はなく，車輪の両側に盛り上がった土を平ら

にして播種床を整地すれば良いので耕深も５ cm程

度で十分であると考えられる。

　そこで，乗用管理機に作業幅１．８mのカゴ形の簡

易代かきロータリと６条の打込み点播機を装着した

作溝同時点播機１号機（以後，試験機 J－１と呼

ぶ）を試作した。作溝方法は，試作ロータリの均平

板に幅１０cmの船形の作溝器を取り付けて轍跡を作

溝する方法とした。

　（２）試験結果

　試作した試験機 J －１を第８図に，主要諸元を第

２表に示す。この播種機では，トラクタに比べて乗

用管理機の質量が小さいため重量バランスが後方の

作業機側に偏りすぎること，ロータリの均平板と作

溝器による作溝方法は均平板を土壌に押しつけて作

業を行う必要があるため，管理機のピッチング（機

体前後の上下運動）により溝が付いたり付かなかっ

たりする場合があること，また６条用では溝の間の

条数が２条と４条になり見栄えが良くないこと等が

問題であった。そこで，これらの問題を解決するた

め新たに２号機を試作した。

　２）２号機の試作

　（１）試験方法

　乗用管理機を利用した作溝同時点播機２号機（以

後，試験機 J －２と呼ぶ）は，第９図に示すような

九州沖縄農業研究センター研究資料　第９１号（２００５）
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第８図　試験機Ｊ－１の外観

第２表　乗用管理機を利用した作溝同時点播機の諸
元

Ｊ－２Ｊ－１試験機

簡易ロータリ

８８０７５２　全高（mm）

６００７４０　全長（mm）

２５００１８４５　全幅（mm）

２４００１７８１　作業幅（cm）

２００２７０　ローター径（mm）

２２１２２１　ローター回転数＊（rpm）

作溝装置

ディスク形舟形　形状

直径４００×
中心部幅１６０×
周辺部幅８０

幅１００×
溝深さ１００

　寸法（mm）

播種機

８６　条数（条）

３０３０　平均条間（cm）

注）＊ PTO低，エンジン定格回転時。

第９図　作溝ディスク付きカゴ形ロータリ



作業幅２．４mの作溝ディスク付きカゴ形ロータリと

８条用の播種機を装備した機械とした。主要諸元は

第２表に示した。機械の重量バランスを考慮してカ

ゴ形ロータリと播種機を可能な限り乗用管理機本体

側に近接して設置した。

　この試験機 J －２（第１０図）を用いて，代かき時

期を変えて第１表のように作溝同時点播試験を行い，

溝深さ，苗立率，収量等の調査を行った。代かき後

日数１～２日の場合は荒代かき後湛水状態とし，播

種時の水深が２～３ cmになるように水位を調節し

た。試験機 J －２は重量バランスも良く，圃場への

出入りも問題なかった。

　（２）試験結果

　播種後の圃場の状態は第１１図のように，２工程作

業の枕地に４本の溝が付き，圃場の長辺方向に４条

毎に溝が付く状態であった。長辺方向の溝と枕地の

溝は直接連結しないが，溝の部分にはっきりと水溜

まりができ，作溝の効果があると見ることができた。

　第１２図に水稲の生育状況を，第１３図に代かき後日

数と溝深さ，苗立率の関係を示す。代かき後日数が

０～１日の場合，播種時に形成される溝は浅く落水

促進効果は期待できなかった。しかし，代かき後日

数２～３日目に播種を行うと播種時に形成される溝

は深くなり排水性や苗立率の向上と貝被害回避効果

が期待できた。

　市販の代かき同時土中点播機との栽培比較試験で

は，第３表に示すように収量，品質，耐倒伏性に差

田坂ら：代かき作溝同時土中点播技術の開発
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第１０図　試験機Ｊ－２の外観 第１２図　試験機Ｊ－２で播種した稲の生育状況

第１１図　試験機Ｊ－２による水稲播種後の圃場

第１３図　代かき後日数が溝深さ，出芽に及ぼす影響
○：試験５データ，×：試験６データ，▲：試験７データ
注）播種後の落水期間は約７日間。
　　調査時期は播種後約１４日目。播種機 J－２を使用。

溝
深
さ
（
㎝
）

苗
立
率
（
％
）

出
芽
深
度
（
㎜
）



がなかった。

４．考　察

　前述したように，代かき同時作溝技術は播種床を

整地・均平にする代かき作業と正反対の作溝作業を

同時に行おうとする矛盾を内包している技術である。

この技術は代かき後に土壌が硬化する「いつき」現

象を利用しており，したがって，この技術を成功さ

せるためには，代かき後から土壌が硬化するまでの

日数などの圃場の土壌特性を熟知している必要があ

る。

　なお，作溝後の溝の深さを決定する要因として土

壌硬度は重要な指標であるが，代かき直後の土壌は

軟らかすぎて既存の土壌硬度計では測定できなかっ

た。これについては今後の課題であると考えている。

　また，本研究で使用した乗用管理機には作業機の

左右の水平を保持する機構や耕深を一定に保つ機構

が付与されていなかったが，これらの機構があれば，

更に耕深を浅くして土壌表面だけを代かき撹拌する

ことにより，適正な播種深度と排水のための十分な

大きさの溝を作ることができると思われる。

　近年，夏場に大豆等の畑作物を栽培する水田では

スクミリンゴガイの生息密度が著しく減少する傾向

があることがわかってきた。このような耕種的な防

除法とともにここで示したような排水技術を併用す

れば本技術における発芽・苗立ちの安定感やスクミ

リンゴガイに対する防除効果は更に向上すると考え

られる。

５．要　約

　水稲の代かき同時土中点播直播栽培における発

芽・苗立の促進，スクミリンゴガイによる食害低減

を図るため，代かき・播種と同時に作溝を行う技術

の開発を試みた。代かきロータリを利用して作溝を

行う場合，作溝器を代かきロータリの均平板（トラ

クタ車輪後部）に取り付けて小さな溝を作ることが

問題が少ないと考えられた。乗用管理機を利用した

場合，作溝ディスク付きカゴ形ロータリで代かき後

２～３日経過した土壌表面を浅く撹拌しながら作溝

同時播種を行うことで作溝の効果がみられ，苗立率

が改善された。

　キーワード：水稲，湛水直播，点播，代かき，作

溝，乗用管理機。
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第３表　収量，品質及び耐倒状性関連形質

倒伏
程度

（０－４）

押し倒し
抵抗値
（g/稈）

稈長

（cm）

玄米
窒素
（％）

登熟
歩合
（％）

総
籾数

（×千 /m２）

精
玄米重
（g/m２）

代かき
後日数
（日）

試験機

a０．０a１２４a８７．０a１．２１a９２．４a３２．５a６７４０対照区
a０．０a１１６b８４．６a１．２６a９１．４a３４．３a７０６１J－２
a０．０a１２５b８４．４a１．２１a８９．９a３３．９a６７９３J－２

注）＊品種：ヒノヒカリ。代かき日：２００１年５月２８日。打込み速度：１２００rpmで播種。同一記号のついた値間には LSD法で
５％水準の有意差がないことを示す。対照区は市販の代かき同時土中点播機（作溝器なし）の試験区。



１．研究目的

　水稲湛水直播栽培は水稲栽培の省力化，低コスト

化を可能とするものとして期待が持たれているが，

より省力化を進めるためには病害虫防除作業の軽労

化，省力化についても検討する必要がある。現在，

湛水直播栽培においては出芽・苗立の向上のために

種子に酸素発生剤（商品名：カルパー粉粒剤１６）を

被覆することが一般化しているが，被覆時に薬剤を

混和被覆することにより省力的な病害虫防除が可能

となる。

　九州地域の水稲栽培における重大害虫であるツマ

グロヨコバイ，ウンカ類防除に有効とされるイミダ

クロプリド剤の使用について移植栽培では水和剤や

粒剤の本田散布が行われてきたが，近年，省力的な

苗箱施用のための薬剤が開発され一般化している。

これに対し，水稲直播栽培においては，本田散布の

他，イミダクロプリド剤（商品名：アドマイヤー水

和剤）を酸素発生剤と同時に混和被覆した種子を使

用することが有効であるとされ，使用法として農薬

登録されるとともに，省力的な混和被覆について防

除効果や出芽に対する影響についていくつかの報告

がなされている。世古らはイミダクロプリド剤の混

和被覆が出芽へ及ぼす影響については，混和被覆に

よる出芽障害は見られないと報告しており（世古ら

１９９１），福井県農試においても同様の報告（注：平

成１１年北陸農業研究成果情報。）が見られる。また，

苗立枯病に効果のあるヒドロキシイソキサゾール剤

については移植栽培の育苗時に床土に混和すること

が一般的であるが，直播水稲においては酸素発生剤

への混和被覆が効果的であり，また，これによる出

芽・苗立ちの向上について報告がある（小川・太田

１９７３a，竹川・森脇１９７９，作井・梅原１９８４，和田ら

１９８６）。しかしながら，これら薬剤の混和被覆方法

や貯蔵条件などの違いによる影響については報告が

少ない。

　また，混和被覆された被覆剤は酸素発生剤に異物

質が混和されていることとなり，酸素発生剤を単体

で被覆したときに比べ被覆剤の剥離強度が低下して

いることも予想される。九州農業試験場（現九州沖

縄農業研究センター）で開発された「打込み式代か

き同時土中点播機（以下，打込み式播種機と略）」

（下坪・富樫１９９６a，b）を用いた直播栽培は耐倒伏性

の向上に有効な（下坪・富樫１９９６b，吉永２００１），安

定的湛水直播として栽培面積が増加しているが，本

栽培法は代かき直後の軟らかい土壌に打込みディス

クで加速された種子を打ち込む方式の播種方法を

とっており，被覆剤の強度が低下していた場合に被

覆剤が剥離し，播種後の生育，防除の効果に影響す

ることが予想される。しかしながら，混和被覆した

種子の播種時の被覆剤の剥離程度についての検討例

は少ない。

　そこで，本研究では水稲湛水直播栽培における省

力的な病害虫防除手法確立に向けてイミダクロプリ

ド剤およびヒドロキシイソキサゾール剤を酸素発生

剤に混和被覆した種子について，保存条件等の違い

が被覆種子の出芽や，播種時の剥離程度に及ぼす影

響について調査した。

２．研究方法

　１）薬剤を混和被覆した種子の出芽試験

松島ら：水稲種子の薬剤混和被覆が出芽に与える影響
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水稲種子の酸素発生剤と薬剤との混和被覆が出芽に与える影響
　

松島憲一１）・田坂幸平２）・吉永悟志３）・脇本賢三４）

（２００４年１１月３０日　受理）
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１）現，信州大学大学院農学研究科
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３）現，東北農業研究センター
４）現，全農福岡肥料農薬事業所



　ハト胸状に催芽した水稲種子（ヒノヒカリ）に酸

素発生剤を基準量（乾籾重の２倍量）被覆する際に，

イミダクロプリド剤を２００g／種子３ kg（１０aあたり

２００g散布に相当）の割合で，ヒドロキシイソキサ

ゾール剤を９０g／種子３ kg（１０aあたり１００g散布に

相当）の割合で混和した。被覆する酸素発生剤を３

等分し，最初に酸素発生剤のみ，次に酸素発生剤と

薬剤を混合したもの，最後に再度酸素発生剤のみを

被覆した。

　以上の混和方法で薬剤を混和被覆した種子を，３

段階の乾燥条件（無乾燥：被覆後直ちにビニール袋

に密封，標準乾燥：被覆直後の重量の９７％になるま

で陰干し，過乾燥：被覆直後の重量の９２％になるま

で陰干し）および２段階の種子貯蔵期間（被覆後３

日間および１０日間，１０℃の冷蔵庫に貯蔵）の処理を

施し，各条件下での出芽を調べた。対照として酸素

発生剤のみを被覆（標準被覆）した種子を用いた。

　角形ポットに湿潤土（細粒灰色低地土）５ kg と

水道水２５００ml を入れて撹拌，落水して床土とし，

その上に被覆種子を５０粒３反復播種した。播種深度

１０mmとなるように湿潤土１kgと水道水３５０mlを撹

拌した混濁液を種子上に流し込み，自然落水・２０℃

恒温条件下で出芽させた。播種後１４日間の出芽状況

を調べた。

　２）薬剤を混和被覆した種子の播種時の剥離程度

　前項出芽試験に用いた種子と同じ方法で混和被覆

し，３条件で乾燥した種子を打込み式播種機（下

坪・富樫１９９６a，b）を用い播種を行った。このとき，

打込み播種された被覆種子を柔らかい布で受け，播

種後の被覆種子と播種時に剥離した被覆剤を幅２

mmの縦目篩で篩って剥離した被覆剤を分け，その

質量割合を剥離率とした。なお，播種時の打込み

ディスクの回転数は１０００rpmおよび１５００rpmとした。

各回転数による種子の初速度は１０m／ sおよび１５m

／ s である。

３．結果および考察

　１）薬剤を混和被覆した種子の出芽率

　過乾燥条件では薬剤混和被覆種子と対照とした酸

素発生剤のみを被覆した種子で出芽に差は見られな

かった。また，標準乾燥条件では若干ヒドロキシイ

ソキサゾール剤混和被覆種子で出芽率が良くなった

ものの大きな差は見られなかった。一方，無乾燥条

件の場合はイミダクロプリド剤を被覆した種子で著

しく出芽率が低下した（第１図）。イミダクロプリ

ド剤を混和被覆した場合に無乾燥条件で保存した種

子では，これまでの筆者らの研究でも出芽率の低下
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第１図　薬剤混和被覆水稲種子の出芽率
■：ヒドロキシイソキサゾール剤混和被覆，▲：イミダクロプリド剤混和被覆，◇：酸素発生剤のみ被覆



が確認されており（松島ら２００２），被覆剤中の水分

量が多い場合，被覆在中の薬剤成分の作用が開始さ

れるため，種子の被覆剤水分の吸水に伴い影響が現

れたものと考えられた。

　さらに，筆者らのこれまでの研究（松島ら２００２）

により，その混和被覆方法でも差が見られることも

分かっている。第１表に被覆方法による最終出芽率

の違いを示した。ここでは異なる三つの混和方法，

「簡易混和」，「標準混和」，「全層混和」による被覆

を施した種子を用いた。「簡易混和」とは被覆する

酸素発生剤を２等分し，最初に酸素発生剤のみ，次

にイミダクロプリド剤のみ，最後に再度酸素発生剤

のみを被覆するもので，「標準混和」とは，被覆す

る酸素発生剤を３等分し，最初に酸素発生剤のみ，

次に酸素発生剤と薬剤を混合したもの，最後に再度

酸素発生剤のみを被覆するものとし，「全層混和」

とは被覆する酸素発生剤全量と薬剤を混和したもの

を被覆することを指す（第２図）。本報第１図で示

した出芽試験ではこのうち標準混和による被覆を

行った種子のみを用いている。

　被覆３日後に播種した場合の最終出芽率をみると，

過乾燥および標準乾燥条件の場合では薬剤の有無・

混和方法による有意な差は見られなかったが，標準

乾燥ではイミダクロプリド剤を混和被覆した種子の

出芽率が８２．０～７９．３％であったのに対して，対照と

した酸素発生剤のみ被覆の種子の出芽率は８６．０％で

あり，有意差は無いものの，イミダクロプリド剤の

混和被覆により出芽率が低下する傾向となった。無

乾燥条件の場合でも薬剤無混和種子の出芽率に比べ，

イミダクロプリド剤混和被覆種子の出芽率が低い傾

向にあり，そのなかでも簡易混和種子の出芽率が

５４．０％と低くなった。次に被覆１０日後播種の場合を

見ると，被覆３日後播種の場合と同様に，過乾燥お

よび標準乾燥条件の種子では薬剤の有無，混和方法

による有意な差はみられなかった。また，過乾燥条

件では貯蔵による出芽への影響も見られなかった。

一方，標準乾燥および無乾燥種子では貯蔵による出

芽率の低下が見られ，中でも無乾燥条件ではイミダ

クロプリド剤を混和被覆した種子の出芽率は５３．０～

５８．０％と一律に低くなった。このように，酸素発生

剤とイミダクロプリド剤を水稲種子に混和被覆した

場合，簡易混和被覆種子において，標準混和および

全層混和被覆の場合よりも出芽率が低い傾向にあっ

た（第１表）。簡易混和被覆の場合，薬剤が被覆剤

内に一層に集中して存在することとなる（第２図）。

このため，局所的に存在する高濃度の薬剤成分に発
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第１表　イミダクロプリド剤混和被覆種子の最終出芽率（松島ら２００２）

被覆後１０日播種被覆後３日播種

過乾燥標準乾燥無乾燥過乾燥標準乾燥無乾燥

８０．７a８０．０a７８．０a８５．３a８６．０a７４．７a対 照 区

８１．３a７７．３a５８．０b８０．７a８１．３a６４．７ab全層混和被覆区

８４．７a７８．７a５３．０b８５．３a８２．０a６０．７ab標準混和被覆区

８２．０a７２．７a５４．７b７９．３a７９．３a５４．０b簡易混和被覆区

注）a） 対照区：酸素発生剤のみ被覆。
　　b） 各乾燥処理区内の同一文字間において LSD法で５％水準で有意差無し。

第２図　薬剤と酸素発生剤の混和被覆方法（模式図）



芽後の幼芽が接触し，出芽に悪影響を及ぼしたもの

と推察された。なお，イミダクロプリド剤を酸素発

生剤に混和被覆しても出芽に影響はないと報告した

世古ら（１９９１）の試験でも，諸条件は若干異なるも

のの全層混和被覆で行っており，この結果と一致す

るものと考えられる。

　次にヒドロキシイソキサゾール剤を混和被覆した

場合では無乾燥条件で３日間貯蔵した種子では酸素

発生剤のみを被覆した種子より出芽率が高く，同じ

く無乾燥条件で１０日間貯蔵した種子では酸素発生剤

のみ被覆した種子と大きな差は見られなかった。さ

らに，標準被覆種子の場合においても有意差はない

ものの出芽率が高くなる傾向にあった（第１図）。

ヒドロキシイソキサゾールの混和被覆による出芽率

の向上についてはこれまでも報告（小川・太田

１９７３a，竹川・森脇１９７９，作井・梅原１９８４，和田ら

１９８６）があり，本研究でもこれら結果と一致した。

これはヒドロキシイソキサゾール剤が生長を促進す

る作用があることや（小川・太田１９７３b），殺菌剤で

ある同剤が播種後に種子近傍の土壌の微生物を殺す

ことによりその酸素消費を抑え土壌を酸化状態にし

たことが出芽の向上に影響したと推察された。

　２）薬剤を混和被覆した種子の播種時の剥離程度

　被覆剤の剥離率を見るとイミダクロプリド剤を混

和被覆した場合にヒドロキシイソキサゾール剤を混

和被覆した場合より剥離率が高くなった（第３図）。

これは混和した薬剤の量がイミダクロプリド剤で

２００g／種子３ kg，ヒドロキシイソキサゾール剤で

９０g／種子３kgとヒドロキシイソキサゾール剤の混

和量が少なかったことが影響していると考えられた。

また，乾燥条件による剥離率の差をみると，いずれ

の処理区も無乾燥種子の剥離が最も少なく，ついで

標準乾燥が少なく，過乾燥条件の種子では最も剥離

が大きくなった（第３図）。乾燥程度が増すに従い

種子の被覆剤の剥離率が高くなるのは，これまでの

報告（松島ら２００２，田坂ら２００１）と一致しており，

乾燥するに従い被覆剤がもろくなる傾向にあること

がわかった。

　さらに，薬剤の混和方法による剥離率の差につい

ては筆者らのこれまでの報告（松島ら２００２）で明ら

かになっている。第２表にイミダクロプリド剤を前

述の三方法で混和被覆した種子の播種時の被覆剤の

剥離率を示した。これによると剥離率は打込み速度，

乾燥程度を問わず，全層混和で大きく，次いで標準

混和，簡易混和の順で小さくなる傾向にあった。こ

れは全層混和条件では被覆剤の全層に薬剤が混和さ

れているために，酸素発生剤に含まれる固着成分

（焼石膏）の固着力が弱まったためと思われる。一

方，簡易混和，標準混和の場合は酸素発生剤のみで

被覆されている部分があるために（第２図），全層

混和種子よりも固着力が維持され，剥離率が大きく

ならなかったものと思われる。

　以上の結果，出芽率および剥離率の双方でヒドロ

キシイソキサゾール剤を混和被覆した場合では酸素

発生剤のみを被覆した場合と大きな差はみられず，

特に問題なく使用できることが明らかとなった。

　一方，イミダクロプリド剤を混和被覆した場合に

おいては，混和薬剤の影響を受けず出芽の良かった

全層混和・過乾燥条件では打込み播種時の剥離が多

くなり，逆に剥離が少なかった簡易混和・無乾燥条

件の種子で出芽が悪くなった。このことから，現時

点では，標準混和被覆種子を標準乾燥条件で処理し

播種することが，薬剤の混和被覆による水稲種子の

出芽阻害および被覆剤の剥離という双方の悪影響が

少ないことから，出芽と薬効の両方に適した条件と

思われる。

　また，本研究の結果，被覆後は充分に乾燥させる
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第３図　被覆剤（酸素発生剤および薬剤）の剥離率
（％）

無乾燥

無乾燥

標準乾燥 過乾燥

標準乾燥 過乾燥



必要があることも明らかになったが，実際の農家圃

場において，ある程度大規模な圃場に播種するため

の種子に被覆作業を行う場合は被覆する種子の量も

多くなり，作業時間も長くなる傾向にある。このた

め，作業時間短縮を理由として被覆後の乾燥時間を

短くする傾向があるように見受けられる。本研究の

結果により，被覆後１０日間貯蔵した場合，被覆後無

乾燥条件としたイミダクロプリド剤混和被覆種子は

出芽率の低下が見られたことから，出芽の安定化の

ためには，イミダクロプリド剤を混和被覆する場合，

被覆後の陰干し乾燥を怠らないことが重要であるこ

とと考えられた。

５．要　約

　水稲直播栽培におけるツマグロヨコバイ，ウンカ

類の防除法の一つとして，イミダクロプリド剤（ア

ドマイヤー水和剤）を酸素発生剤（カルパー粉粒剤

１６）と混和被覆した種子を使用すること，また，苗

立枯病対策として殺菌剤であるヒドロキシイソキサ

ゾール剤を混和被覆した種子を使用することが有効

であり，使用法として農薬登録されている。本報で

はこれら薬剤を混和被覆した種子の貯蔵条件等が出

芽へ及ぼす影響や打込み式点播播種機での播種時に

おける被覆剤の剥離程度について調査した。被覆種

子の過乾燥，標準乾燥条件では薬剤による大きな差

は見られなかった。無乾燥条件では薬剤無混和種子

およびヒドロキシイソキサゾール剤混和被覆種子に

比べイミダクロプリド剤混和種子の出芽率が低かっ

た。また，被覆１０日後播種の場合では被覆３日後播

種の場合よりも出芽が悪く，特に無乾燥種子では低

下した。一方，被覆剤の剥離率は，イミダクロプリ

ド剤混和被覆種子で大きく，ヒドロキシイソキサ

ゾール剤混和被覆種子と酸素発生剤のみ被覆種子の

差は大きくなかった。また，過乾燥条件の種子で剥

離が大きかった。以上の結果，酸素発生剤とヒドロ

キシイソキサゾール剤を混和被覆する場合は大きな

問題はないが，酸素発生剤とイミダクロプリド剤を

水稲種子に混合被覆する場合において，１週間以上

の貯蔵を要する際は被覆後にある程度乾燥させるこ

とにより障害を防止することができることが分かっ

た。また，これまでの結果により，出芽の良かった

全層混和・過乾燥条件で剥離が多くなったことから，

現時点では乾燥程度，被覆方法による剥離や出芽障

害の影響の比較的少ない標準混和被覆種子を標準乾

燥条件で使用することが良いと考えられた。

　キーワード：イミダクロプリド剤，ヒドロキシイ

ソキサゾール剤，酸素発生剤，出芽，水稲，湛水直

播，薬害，混和被覆，剥離。
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第２表　被覆剤　（酸素発生剤およびイミダクロプリド剤）の播種時の剥離率（松島ら２００２）

打込み速度１５m／ s打込み速度１０m／ s

過乾燥標準乾燥無乾燥過乾燥標準乾燥無乾燥
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注）a） 対照区：酸素発生剤のみ被覆。
　　b） 剥離率＝（剥離した被覆剤重量／被覆種子全重量）×１００，単位：％。
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１．研究目的

　近年，稲作の低コスト化・省力化が求められてお

り，水稲直播栽培はこれらの課題に対応し得る栽培

法である。しかしながら，九州などの暖地では，出

芽直後の幼弱な苗を食害するスクミリンゴガイ

（Pomacea canaliculata（LAMARCK））の被害が多く

見られ，同地域における湛水直播栽培導入の障壁と

なっている。

　スクミリンゴガイの防除または食害回避法につい

てはいくつかの報告がある。この中で播種後の落水

管理は湛水状態でのみ活動するスクミリンゴガイに

対して有効であり，さらに効果的な水管理方法につ

いても報告されている（福島ら１９９８，和田ら１９９９，

和田２０００，Wada etal. １９９９）。しかしながら，実際は

本田において完全な落水管理は難しいことや，雑草

防除・漏水防止のために播種後７～１０日で再入水す

る必要があることから，落水処理のみによる食害回

避は充分ではない。また，ロータリ耕うんによる殺

貝法（高橋ら１９９９，２０００，２００１，２００２，２００２a，b）

も効果的な防除法ではあるが，小さな貝については

殺貝能力が劣るとされている。薬剤による防除とし

ては石灰窒素の散布による防除が効果的ではあるが

（宮原ら１９８７），移植苗への薬害や直播水稲への発芽

障害があることから，湛水直播の場合は散布後約１０

日おいてからの播種が必要と報告されている（佐賀

県農業試験研究センター）。しかし，スクミリンゴ

ガイの被害地域の一つである九州北部地域での稲麦

の二毛作体系では，麦収穫から水稲播種までの間に

長期間あけることはできないため，この方法は実用

的と言えない。

　以上のことから，本研究では，効果的な薬剤防除

法である石灰窒素によるスクミリンゴガイ防除を組

み入れた湛水直播栽培法を確立に向けて，その薬害

回避栽培法について検討した。

　なお，本研究において供試した粒状石灰窒素複合

肥料については電気化学工業株式会社（当時）の弓

掛弘達氏より分譲頂いた。ここに記して感謝を申し

上げる。

２．研究方法

　１）石灰窒素溶液中で出芽させた水稲種子の幼芽

長に及ぼす酸素発生剤の影響

　供試品種は北部九州地域での湛水直播栽培に最も

多く用いられているヒノヒカリとした。ハト胸状に

催芽した種子（以下，無被覆種子と表記）とこれに

酸素発生剤（カルパー粉粒剤１６）を乾籾重の２倍相

当量を被覆した種子（以下，被覆種子と表記）を用

いた。なお，被覆作業は播種３日前に行い，被覆後，

被覆直後種子の９６％の重量になるまで陰干しし，播

種まではビニール袋に密封して１０℃の低温条件下で

保管した。石灰窒素は粒状石灰窒素複合肥料（全窒

素含量１０．６％，うちシアナミド態窒素９．２％含有，

以下，石灰窒素と表記）を供試した。第３項のポッ

トによる出芽試験における石灰窒素濃度条件に近づ

けるために，第３項の出芽試験で使用する水量およ

び石灰窒素量と同様の比率（窒素量５ g／ m２相当

の水溶液の場合，蒸留水２５００ml に対して石灰窒素

の量を３ gの比率（０．１２％））で懸濁液を作成し，
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その上澄みを石灰窒素水溶液とした。対照として石

灰窒素を加えない０ g／ｌ（０％）区も設定した。

石灰窒素は乳鉢で粉砕し，蒸留水に入れてよく攪拌

し，常温で４８時間静置したものの上澄みを供試水溶

液とした。さらに酸素発生剤が石灰窒素による障害

発現に与える影響を調査するために被覆種子５０粒分

に相当する酸素発生剤２．２５gを種子に被覆せずにそ

のまま各シャーレの石灰窒素溶液に投入し，約３０秒

間振盪させた後に静置した試験区も設けた。

　被覆種子を５０粒入れたシャーレと無被覆種子を５０

粒入れたシャーレに，それぞれ６０ml の石灰窒素溶

液を加え，２０℃恒温，照明（蛍光灯）下で，透明の

ふたをして１５日間静置し，その２mm以上の幼芽が

出芽した種子数とその幼芽長を計測した。

　２）酸素発生剤が石灰窒素溶液中のカルシウムシ

アナミド濃度に及ぼす影響

　酸素発生剤が石灰窒素溶液中のカルシウムシアナ

ミド濃度に及ぼす影響を調べるため，濃度の経時変

化を調査した。

　前項の出芽試験において使用した石灰窒素溶液，

酸素発生剤及び被覆種子の量を基に，蒸留水５００ml

に対して粉状石灰窒素（全窒素含量２０％，うちシア

ナミド態窒素１９％含有）を０．２５g（次項の出芽試験に

おける窒素量５ g／ m２区に相当），被覆種子４００粒

分に相当する酸素発生剤１８g（３６g／ l）の比率で混

合後，１時間振盪し，２０℃恒温条件下で２４時間静置

した上澄みの水溶液について，カルシウムシアナミ

ド濃度を測定した。これに加え，酸素発生剤量を

３６g（７２g／ l），９０g（１８０g／ l），１０００g（２０００g／ l）

混合した試験区を設けた。酸素発生剤量１０００g区は，

種子に被覆された酸素発生剤の状態を再現するため

の酸素発生剤高濃度区である。これらに加え酸素発

生剤を加えない石灰窒素溶液区も設定した。

　石灰窒素溶液は０．２μmメンブランフィルターで

ろ過し，５倍容量の２％酢酸で３０分間振盪抽出し，

濃度測定試料とした。石灰窒素の主成分であるカル

シウムシアナミドの溶液中の濃度は次の手順で測定

した。０．５ml の試料を比色管（２５ml）に採取し蒸留

水を加えて１５ml とし，pH１０．４炭酸塩緩衝液を１０ml

添加した後，ペンタシアノアンミン鉄（Ⅱ）酸ナト

リウム二水和物４％水溶液を１ml 添加し発色させ，

５３０nmの吸光度を分光光度計（島津製作所UV－

１２００）を用いて測定し，標準溶液の検量線から濃度

を求めた。

　３）石灰窒素散布土壌に播種した水稲種子の出芽

　供試品種はヒノヒカリとし，第１項のシャーレで

の出芽試験と同様の種子処理を行い無被覆種子およ

び被覆種子とした。さらに酸素発生剤を乾籾重の１

倍相当量を被覆した種子も用いた。出芽試験には内

寸縦１９０mm，横３３５mm，深さ１５５mmの角形ポット

に排水用のパイプを二本底面に通したものを使用し

た。土壌は福岡県筑後市の九州農業試験場（現九州

沖縄農業研究センター）内の細粒灰色低地土を使用

し，石灰窒素のみの施用とし，この他の肥料は施用

しなかった。石灰窒素の散布量を面積当たりで換算

し，窒素成分量で０ g／ m２，２．５g／ m２，５g／

m２，７．５g／ m２および１０g／ m２の５段階とした。

　石灰窒素の散布と播種は以下の手順で行った（第

１図）。湿潤土壌を５ kg 詰めた角形ポットに水道水

２５００ml を加え，手で軽く撹拌し，８時間静置した。

静置後，澄んだ表面水に石灰窒素を散布した。澄ん

だ表面水に石灰窒素を散布するのは，石灰窒素が土

壌粒子との接触によって分解されることを極力抑え

るためである。散布後４８時間静置した後に撹拌（代
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第１図　ポット試験の土壌処理・石灰窒素散布
および播種手順



かき）し，ポット底面土壌中に通したパイプによっ

て２～３時間で落水させたが，落水が不良である場

合は表面水をスポイトで汲み出した。石灰窒素散布

後に４８時間静置したのは，石灰窒素から溶出するシ

アナミドの濃度が散布後４８時間前後で最大になるこ

とと，この静置期間にスクミリンゴガイがほぼ死滅

することが予備試験により判明していることに基づ

くものである。以上の処理を行った後，種子を土壌

表面から１０mmの深さに細い棒で押し込んで播種し，

播種後は２０℃の恒温室（蛍光灯照明下）に設置し落

水条件で出芽させた。１処理区につき５０粒播種し３

反復とした。播種後１５日間に土壌表面より幼芽先端

が出てきたものを出芽として計測し，これにより算

出した出芽率の経時変化を調べた。

３．結　果

　１）酸素発生剤が石灰窒素溶液中で出芽させた水

稲種子の幼芽長に及ぼす影響

　本試験はハト胸催芽種子を用いた試験であること

から，試験開始１５日後において，２mm以上の幼芽

がみられた種子数の全種子数に対する割合が，９４．７

～９８．０％といずれの試験区においても多く，差がみ

られなかったため，試験開始１５日後の幼芽長により

評価を行う（第１表）。蒸留水で出芽させた場合，

いずれの区においても幼芽は５３mm～６３mmの伸長

を見せた。一方，石灰窒素溶液中で出芽させた場合

は，酸素発生剤被覆種子区で幼芽長が５４．１mmとな

り，蒸留水で出芽させた場合と同様の幼芽伸長を示

したが酸素発生剤を種子に被覆せずに石灰窒素溶液

中に投入した試験区の幼芽長は２３．１mm，酸素発生

剤無被覆種子区は１６．０mmと被覆種子区と比べて有

意に短くなった。

　２）酸素発生剤が石灰窒素溶液中のカルシウムシ

アナミド濃度に及ぼす影響

　粉状石灰窒素と酸素発生剤の混合溶液中のカルシ

ウムシアナミド濃度は酸素発生剤の量が多くなるに

従い減少し，カルシウムシアナミドが酸素発生剤に

より分解されることが判明した。特に大量の酸素発

生剤を混合し，種子に被覆された酸素発生剤の状態

を再現した試験区では，混合直後に約３００g／ ml で

あったカルシウムシアナミド濃度が２４時間後に

１９．８g／ ml まで大きく減少した（第２図）。

　３）石灰窒素散布土壌に播種した水稲種子の出芽

　第３図に播種後１５日間の出芽率を示した。石灰窒

素無散布区では無被覆種子と被覆種子の間で出芽に

差は見られなかった。これに対して窒素成分量で

２．５g／m２および５g／m２の石灰窒素を散布した試

験区の無被覆種子の場合では石灰窒素量が多くなる

に従い出芽が遅れる傾向にあり，さらに７．５／m２を

越えると最終的な出芽率も石灰窒素量に従い低く

なった。しかし，被覆種子の場合，出芽には石灰窒

素散布の影響は見られず，むしろ散布量増加により

出芽率が若干高くなる傾向にあった。また，被覆さ

れた酸素発生剤の量による出芽率についてみると大
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第１表　石灰窒素溶液中で出芽させた水稲種子の幼
芽長（mm）

無被覆種子被覆種子

 〔 〕溶液中に酸素
発生剤を添加

６２．９a６１．９a５３．０a石灰窒素：０g／ L

１６．０b２３．１b５４．１a石灰窒素：１．２g／ L

注）a） 試験開始１５日後。
　　b） 同一文字間において LSD５％水準で有意差無し。

第２図　酸素発生剤を添加した石灰窒素溶液中の
カルシウムシアナミド濃度

注）蒸留水に石灰窒素を添加，攪拌し２４時間静置後に測定。



きな差はみられず，１０g／ m２区以外の試験区では

１倍量被覆種子が２倍量被覆種子より若干出芽が早

まる傾向にあった。

　以上のように，無被覆種子を直播した場合に石灰

窒素による出芽の遅れや出芽率低下といった薬害が

現れることが明らかになった。一方，被覆種子の場

合は被覆量にかかわらず，石灰窒素散布量の増加に

よる出芽障害はみられなかった。

　スクミリンゴガイ防除のために石灰窒素を散布す

る場合は窒素量４～６ g／ m２で効果があるとされ

ており（宮原ら１９８７，牧野・小澤１９８７，林ら１９８８，

矢野ら１９９０，山下１９９３，菖蒲１９９６，平ら１９９７，和田
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第３図　石灰窒素散布土壌に播種した異なる酸素発生剤被覆条件による水稲種子の出芽率（％）
◆：乾籾重２倍量酸素発生剤被覆，■：乾籾重１倍量酸素発生剤被覆，△：無被覆



１９９７），今回の調査によりこれを超える量の石灰窒

素を散布した場合でも被覆種子の場合は出芽障害が

見られなかった。

　なお，石灰窒素散布区について播種後２０日頃まで

の幼苗の状態を観察したところ，散布量にかかわら

ず褐変，黄化，枯死等の障害も見られなかった。

４．考　察

　本研究の結果，湛水直播栽培において，石灰窒素

による出芽障害を回避するために酸素発生剤を被覆

した種子を用いることが有効であることが明らかに

なった。これは主に下記の二つの要因が関与してい

ると考えられた。

　第一に石灰窒素溶液中での出芽試験で，酸素発生

剤被覆種子を用いた場合と被覆相当量の酸素発生剤

を種子に被覆しないで水溶液中に添加した場合では，

後者の幼芽伸長に障害が見られ，酸素発生剤を添加

しない石灰窒素溶液で無被覆種子を出芽させた場合

と同程度の結果となった（第１表）。このことによ

り，まず，酸素発生剤の被覆により直接的に石灰窒

素溶液が種子に触れないという物理的な効果が被覆

種子の障害回避に寄与していると推察された。

　第二に，今回実施した出芽試験・出芽試験におい

て被覆種子は石灰窒素による出芽障害がみられなっ

たこと（第１表，第２図），さらに，大量の酸素発

生剤を石灰窒素溶液と混合した場合に石灰窒素の主

成分であり薬害の原因となるカルシウムシアナミド

濃度が著しく低くなったことから（第３図），種子

に被覆された酸素発生剤の層を石灰窒素が浸透して

いく過程でカルシウムシアナミドが分解され，種子

に到達する時点では無毒化されていることが推察さ

れ，このことが障害回避の理由であると考えられた。

　カルシウムシアナミドはアルカリ条件下で不安定

となる（McAdam and Schafer　１９５１）ことが知られ

ており，アルカリ性を呈する酸素発生剤がカルシウ

ムシアナミドの分解を進めたためと考えられた。ま

た，酸素発生剤は過酸化カルシウムと鉱物質微粉お

よび細粒からなる粉粒剤であることから，土壌粒子

との接触によってもカルシウムシアナミドが分解さ

れ（奥田１９６１），これら酸素発生剤の構成成分との

接触により土壌の場合と同じように分解したものと

も推察された。

　なお，ポットによる出芽試験の結果により，酸素

発生剤の被覆量は，現在，基準の被覆量として定め

られている乾籾重量である２倍量に相当する量より

も少ない１倍量で十分効果があった。これは無散布

区で無被覆種子と被覆種子の差がみられなかったこ

とからも，本実験がポットを用いた落水条件下とい

う出芽には好条件で行われたためと考えられたが，

酸素発生剤の被覆量を減量することは湛水直播の生

産コストを下げることにつながるので，引き続き，

被覆量と出芽の関係については調査が必要と考えら

れた。

　この酸素発生剤の種子被覆による石灰窒素の薬害

回避以外にも，播種前の代かきも薬害回避に効果が

あることが筆者らのこれまでの研究により判明して

いる（松島ら２００３）。第２表はポットによる出芽試

験の結果であるが，石灰窒素散布後，播種前に代か

きを行った試験区と代かきを行わなかった試験区を
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第２表　石灰窒素散布土壌の播種前の代かきが水稲種子の最終出芽率に及ぼす影響
（松島ら２００３）

最終出芽率（％）
代かきの有無種子被覆の有無

N１０g／m２N５g／m２N０g／m２

２２．７７０．７９５．３無代かき区被覆

９４．７９２．０－代かき区

０．０５０．０８６．０無代かき区無被覆

５６．０８３．３－代かき区

１４．４１０．２９．８種子被覆の有無（Ａ）LSD　５％

１４．４１０．２－代かきの有無（Ｂ）LSD　５％

＊＊－Ａ×Ｂ

注）播種後１５日後。　＊：５％水準で有意。



設け，湛水状態で出芽させたものであり，播種１５日

後の最終出芽率を示している。被覆種子の場合，石

灰窒素の散布量に関わらず，代かき区で９０％以上の

高い最終出芽率が見られ，対照区とした無代かき・

無散布区との差はみられなかった，無代かき区では

窒素量５ g／ m２散布の場合で７０．７％と低くなり，

さらに窒素量１０g／ m２散布の場合では著しく低く

なった。次に無被覆種子の場合では，窒素量N５ g

／ m２散布土壌に播種した場合，代かき区で最終出

芽率が８０％を超え，対照とした無代かき・無散布区

との差は見られなかったが，無代かき区では最終出

芽率が５０％と低くなり石灰窒素による出芽障害の影

響が見られた。窒素量１０g／ m２散布土壌の場合で

は，代かき区では５６％の出芽率しか見られず，さら

に無代かき区では出芽が全く見られなかった。

　以上の結果，石灰窒素散布後，播種前に代かきを

することにより石灰窒素の出芽阻害作用が軽減され

ることが明らかになった。また，この実験でも酸素

発生剤の被覆により出芽阻害が軽減されており，さ

らに代かきによる効果との相乗作用もみられ，酸素

発生剤を被覆した種子を代かき後に播種することに

より，石灰窒素による出芽障害がほとんど生じない

ことが示された。

　第４図は石灰窒素を散布した土壌表面水中のカル

シウムシアナミド濃度の経時変化を示したものであ

るが（松島ら２００３），石灰窒素散布２日後に代かき

を行った場合では，代かき翌日にはカルシウムシア

ナミド濃度が著しく低下することを示している。カ

ルシウムシアナミドは土壌との接触作用により分解

することが知られており（奥田１９６１），第４図にお

いてもそれを実証する結果となっている。

　以上の結果，実際の湛水直播栽培時に石灰窒素に

よるスクミリンゴガイ防除を行う場合に，石灰窒素

による出芽障害を防ぐために，酸素発生剤を被覆し

た種子を用い，播種前に代かきを行うことが石灰窒

素の薬害回避のために必要であると考えられた。た

だし，この播種前の代かきにより石灰窒素は無毒化

されるため，その後の入水時には水路等外部からの

スクミリンゴガイの侵入には十分注意する必要があ

る。

　これまでの報告によれば，実際の圃場条件で防除

効果を得るためには概ね窒素量で４ g／ m２程度以

上の散布量が必要とされている（宮原ら１９８７，牧

野・小澤１９８７，矢野ら１９９０，和田１９９７）。一方，湛

水直播栽培においては，その初期生育が旺盛である

ため基肥を多くすると過繁茂になりやすく，基肥は

なるべく減らして，後期重点施肥を行うか緩効性肥

料を利用するなどの施肥体系が必要とされている

（姫田１９９５，西田２０００，脇本２０００，吉永２００２）。さら

に暖地における点播直播栽培で速効性肥料を窒素量

換算で１m２あたり９g分施する場合，基肥は３gが

目安とされている（注：打込み式代かき同時土中点

播（ショットガン）直播マニュアル。九州沖縄農業

研究センター）。ただし，石灰窒素の場合一般の速

効性肥料より穏やかに肥効が現れることから若干の

増量も可能であると考えられる。これらを総合する

と，酸素発生剤被覆種子を用いた湛水直播栽培の場

合，出芽障害を受けずに，スクミリンゴガイを防除

するためには，概ね窒素量で４ g／ m２程度の石灰

窒素の散布が適当と結論づけられた。

　ただし，石灰窒素は土壌との接触で容易に分解す

ることから，水田表面水への石灰窒素散布後は土壌

との攪拌がおこらないようにし，防除効果が現れる

まで（４８時間程度）放置することが必要と考えられ

た。

　今後は，これら条件での圃場試験により，さらに

必要な追肥量などの施肥体系についての調査を行い，

石灰窒素によるスクミリンゴガイ防除体系を取り入

れた湛水直播栽培技術の確立を行う必要がある。
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第４図　石灰窒素散布後の代かきがカルシウムシア
ナミド濃度に及ぼす影響（松島ら２００３）



５．要　約

　省力，低コスト稲作技術としての水稲湛水直播栽

培法の確立に向けて，湛水直播栽培における石灰窒

素によるスクミリンゴガイ防除時の薬害回避法につ

いて検討した。

　石灰窒素溶液を用いて水稲種子の出芽試験を行い，

出芽後の幼芽伸長への影響を調べたところ。酸素発

生剤無被覆種子では石灰窒素濃度が高くなると幼芽

伸長が抑制されることがわかった。しかしながら酸

素発生剤を被覆せずに溶液中に加えて出芽試験を

行った場合では無被覆の場合と同じく幼芽伸長が抑

制された。石灰窒素溶液に酸素発生剤を混合し，石

灰窒素の主成分であるカルシウムシアナミドの濃度

を測定したところ，酸素発生剤を加えた場合にカル

シウムシアナミド濃度が減少していることから，石

灰窒素は種子に被覆された酸素発生剤層を浸透する

過程で分解・無毒化したために，被覆種子の幼芽伸

長が阻害されなかったと推察された。石灰窒素散布

土壌を用いたポット試験により水稲種子の土中出芽

性を調査した。この結果，酸素発生剤被覆種子の場

合，散布する石灰窒素量が増えても出芽障害や幼芽

伸長阻害は見られなかった。これは酸素発生剤の被

覆量が乾籾重の１倍量・２倍量のいずれの場合でも

同様であった。一方，無被覆種子では石灰窒素量が

増えると出芽障害が見られた。以上の結果，石灰窒

素による水稲種子の出芽障害は酸素発生剤の被覆に

より軽減されることが判明した。また，これまでの

調査で播種前に石灰窒素散布土壌を代かきすること

によりカルシウムシアナミド濃度が減少し石灰窒素

による出芽障害を軽減することが判明していること

から，酸素発生剤の種子被覆と播種前の代かきによ

り石灰窒素の出芽阻害は回避できることがわかった。

　キーワード：カルシウムシアナミド，酸素発生剤，

代かき，水稲湛水直播，スクミリンゴガイ，石灰窒

素，被覆，薬害。
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１．研究目的

　「打込み式代かき同時土中点播直播栽培（以下，

土中点播と記載する）」は耐倒伏性に優れる安定的

な水稲直播栽培として東北，北陸地方を中心に栽培

面積を伸ばしている。一方，機械移植栽培では施肥

や農薬散布を田植え作業と同時に行う省力技術が開

発されていることから，直播栽培においても播種と

施肥・農薬散布などを同時に行う作業技術体系の開

発が望まれてきた（福岡県農総試他：２００２）。土中

点播においては，覆尿素肥料を用い，その６０％を

１００日溶出型として，打込みディスクから種籾と共

に打込む施肥法が試みられ，代かき土壌表層に施肥

された速効性窒素の流亡により，収量では全層施肥

に劣るとする結果が得られている（吉永他：１９９７）。

土中点播の特性を活用した播種同時打込み施肥を実

用的な技術とするため，直播栽培用に開発された肥

効調節型肥料および稲・麦・大豆の水田輪作体系に

有効な，直播適性が高く生育期間の短い早生品種を

用いた場合の播種同時打込み施肥の適用性を明らか

にする。

２．研究方法

　福岡県筑後市和泉の九州沖縄農業研究センター水

田作研究部圃場（細粒灰色低地土）において，水稲

「ふくいずみ（西海２３８号：２００１年～２００３年，早生の

晩）」および比較として「ヒノヒカリ（２００１年，中

生の中）」と「どんとこい（２００２年，２００３年，早生

の早）」を打込み式代かき同時土中点播播種機によ

り播種・栽培した。

　施肥法の試験区として，播種同時打込み施肥区

（以下，打込み施肥）と対照区として全層施肥区を

設け，２００１年には LP５０と LPSS１００を３：７に配合

して用い，P２O５，K２Oは両区とも化成肥料の全層施

肥とした。２００２，２００３年には LPコート入り複合肥

料（N-P２O５-K２O　２０－１２－１２％，窒素全量２０．０％の

内アンモニア性窒素２．０％）を用い，P２O５と K２Oは

複合肥料でのNとの差に相当する量を化成肥料で代

かき時に全層施肥，または省略した。施肥N量は，

２００１年と２００３年には７．５kg ／１０a，２００２年には６．５kg

／１０aとした。打込み施肥は，種籾と肥料を別々に

収納できるように内部を２区分したホッパーを用い

て行った。

　種籾には浸漬・催芽後に乾籾重量の２倍量の

CaO２粉剤を被覆した。麦跡での早生品種の晩播を

想定して播種日を６月下旬に設定した。すなわち，

２００１年には６月２０日（一部２１日），２００２年には６月

２５日（２００２年－２），２００３年には６月２４日とした。

打込み施肥の効果の播種期による変動を確認するた

めに，２００２年には通常の播種期に相当する６月１１日

播種（２００２年－１）を加えた。土中点播機による播

種では，播種速度を０．５～０．７m／ S，条間を３０cm，

株間を２０cmとし，乾籾２．５kg ／１０aの播種量を目標

とした。

　打込み施肥の効果に及ぼす麦稈施用の影響を検討

するために，１筆の圃場を２区分し，前作の小麦麦

稈を裁断して６００kg ／１０aを施用した区（麦稈施用

区）と無施用区を設けた。

　雑草防除には，除草剤イマゾスルフロン・エトベ

ンザニド・ダイムロン（商品名：キックバイ）１キ

ロ粒剤（２００１，２００２年），またはピラゾスルフロン

エチル・シハロホップブチル・メフェナセット（商

品名：リボルバー）１キロ粒剤（２００３年）の製品量

１kg／１０aを，再入水直後に処理した。病害虫防除

は水田作研究部圃場での慣行に従って実施した。
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代かき同時土中点播直播における播種同時打込み施肥技術

森田弘彦１）・吉永悟志２）・古畑昌巳・山下　浩

（２００４年１１月３０日　受理）

九州沖縄農業研究センター水田作研究部水田作総合研究チーム：〒８３３－００４１　福岡県筑後市大字和泉４９６
１）現，中央農業総合研究センター北陸研究センター
２）現，東北農業研究センター



　１試験区は２４～４８m２とし，２～３反復とした。１

試験区につき連続した１０株を２反復として生育調査

を行い，１株につき上位２枚の展開葉の葉色を葉色

計（ミノルタ社製 SPAD５０２）で測定した。耐倒伏

性は，出穂３週間後に落水し，デジタルフォース

ゲージ（日本電産シンポ社製）を取り付けた押倒し

抵抗測定器（冨樫他：１９９７）を用いて１試験区につ

き連続した１０株を２反復で測定し，押倒し抵抗値か

ら求めた倒伏指数［（稈長×地上部重）／（押倒し

抵抗値×１５）］（冨樫他：１９９７）で表した。玄米収量

は，粒厚１．７０mm以上，水分１５％換算で求めた。玄

米窒素濃度は乾式燃焼法（エレメンタール社製

repid N）で測定し，対乾物重比で示した。

３．結　果

　１）打込み施肥の精度

　LPコート入り複合肥料を用いた場合（写真１～

３），２００３年の試験での打込み施肥による肥料投下

量は設定値の１０２～１０４％であり，精度上の問題は認

められなかった。

　２）苗立ち数に及ぼす打込み施肥の影響

　「ふくいずみ」の３年間４事例での打込み施肥に

おける苗立数は，全層施肥より１０％程度少ないもの

の，統計的な有意差は認められなかった（第１図）。

また，麦稈施用の有無は苗立数にほとんど影響せず，

１年間のみの結果ではあるが，P２O５，K２Oの補給の

有無も影響しなかった。これらの傾向は「ヒノヒカ

リ」，「どんとこい」でもほぼ同様であった。

　２００２年播種の「ふくいずみ」と「どんとこい」に

ついて，播種２週間後におけるイネ苗の白化茎長と

地上部・根部の生育を麦稈無施用区で調べた。打込

み施肥での白化茎長や地上部・根部の生育は，６月

２５日播種の場合には全層施肥と同等であり，６月１１

日播種では根長が若干抑制されるものの，草丈と葉

齢がやや優る傾向にあった（第１表）。６月１１日播

種では，播種後に降雨で冠水したため，LPコート入

り複合肥料に含まれる速効性窒素が溶出したことが

根長を抑制した要因と考えられた。麦稈施用区での

イネ苗地下部の状態は未検討であるが，麦稈無施用

区との間にその後の生育の顕著な差異が認められな

かったことから，無施用区と同様と推察された。

　３）生育相に及ぼす影響

　２００２年の「ふくいずみ」では以下のような特徴が

認められた。打込み同時施肥では，播種２１日，２６日

後での草丈は全層施肥よりやや高いが，４３日，３５日

後には同等か，あるいは逆転した（第２図）。麦稈

施用区と無施用区を込みにした場合，茎数は，ほぼ
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写真３　播種同時打込み施肥の打込み直後の土壌表
面

写真１　ホッパーを２分してＬＰコート入り複合肥
料（右）と被覆籾（左）を充填した点播播
種機

写真２　播種同時打込み施肥に用いたＬＰコート入
り複合肥料の形状



最高分げつ期に相当する播種４３日，３５日後では打込

み同時施肥で全層施肥よりやや多くなったが，その

後はほぼ同等か，生育終期ではやや低下した（第３

図）。最高分げつ期と穂揃期の葉色値は，６月２５日

播種の場合，最高分げつ期では大きな差異はないも

のの，穂揃期では打込み同時施肥が全層施肥より高

かった。６月１１日播種では麦稈施用の影響が認めら

れたものの両施肥法の差異は判然としなかった（第

２表）。播種５週間程度まで，打込み同時施肥での

生育が全層施肥より優る傾向は，２００２年の「どんと

こい」および２００３年の試験でも認められたことから，

上記の傾向は，LPコート入り複合肥料（N-P２O５-K２

O　２０－１２－１２％）に含まれる速効性窒素成分が地表

面近くに施用される本施肥法での生育の特徴である

と考えられた。

　４）耐倒伏性に及ぼす影響

　２００２，２００３年の３事例について押倒し抵抗値から

求めた倒伏指数は，「どんとこい」では「ふくいず

み」よりやや大きいものの，両品種とも打込み施肥

で増加することはなく，また，麦稈施用による変動

もみられなかった（第４図）。倒伏指数は倒伏の危

険性が顕著に高まるとされる０．８０（吉永：２００２）以

下であったことから，打込み同時施肥は倒伏を助長

しないことが認められた。

　５）収量構成要素，収量と玄米窒素濃度に及ぼす

打込み施肥の影響
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第１図　播種同時打込み施肥における「ふくいずみ」の苗立ち数の，施肥法，
P２O５・K２O補給および麦稈施用の有無による変動

第１表　麦稈無施用区における土中点播水稲の播種２週間後の地上部と根の生育（上欄：６月２５
日，下欄：６月１１日播種　２００２年）

白化茎長
（mm）

根数
最長根長
（mm）

葉齢草丈（cm）調査個体数施肥法品種・系統

１３．２a１８．４a８５a３．６a２３．６a１８打込
ふくいずみ

１０．３a１７．１a９７a３．５a２１．８a２２全層

１２．９a１７．５a８５a４．０a２６．２a１７打込
どんとこい

１０．９a１６．５a１０６b３．８a２５．４a２１全層

平均根長
（mm）

総根数
総根長
（mm）

葉齢草丈（cm）調査個体数施肥法品 種

３２a１１．３a３５２a３．１a１７．５a２０打込
ふくいずみ

３９b１１．０a４２１b３．０b１６．０b２０全層

注）同一英文字は平均値間に t 検定の５％水準で有意差のないことを示す。

苗
立
数
（
本
／　

）
ｍ２

注）２００２年－１：６月１１日播種，２００２年－２：６月２５日播種



　「ふくいずみ」の３年間４事例および「どんとこ

い」の２年間３事例の平均値について，打込み施肥

でのm２当たり穂数は，全層施肥と同等で，麦稈施

用の影響も２００３年の「どんとこい」以外では認めら

れなかった（第３表）。「ふくいずみ」より生育期間

の短い「どんとこい」での，麦稈施用条件下での穂

数の変動についてはさらに検討を要する。

　玄米収量については，２００２年には品種間でやや変

動したものの，２００１年と２００３年では，打込み施肥と

全層施肥で有意な差は認められなかった（第４表）。

すなわち，麦稈施用の有無を込みにした場合の打込

み施肥での精玄米重は，全層施肥に対して「ふくい

ずみ（４データ）」で９６％，「どんとこい（３デー

タ）」で１００％，「ヒノヒカリ（１データ）」で１００％

で，ほぼ全層施肥と同等であった。

　玄米窒素濃度は，２００３年の「どんとこい」で全層

施肥より低かった以外は施肥法によって変動しな

かった。すなわち，早生の晩に属する直播適性の高

い「ふくいずみ」を対象にした場合，打込み同時施

肥は全層施肥に比べて収量・品質の低下をもたらさ

ないことが認められた。

４．考　察

　水稲直播栽培については，移植作業の省略以外に

も作業全般にわたって移植栽培より省力化されるこ

とが望まれている。移植栽培での省力技術としては，

施肥，農薬の散布など移植と同時に行うことのでき

る技術が開発されている。肥効調節型被覆尿素肥料

の普及により，直播栽培においてもこれの全量基肥
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第２図　播種同時打込み施肥における「ふくいず
み」の草丈の推移

注）上：６月１１日播種（２００２年－１），下：６月２５日播種
（２００２年－２）。

第３図　播種同時打込み施肥における「ふくいず
み」の茎数の推移

注）１）上：６月１１日播種（２００２年－１），下：６月２５日
播種（２００２年－２）。

　　２）麦稈施用区，無施用区の平均値。

㎡
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り
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）
数
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（
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草　

丈
（
㎝
）

第４図　播種同時打込み施肥における点播水稲の倒
伏指数の変動

注）１）２００２，２００３年の３事例の平均値と SE。
　　２）倒伏指数＝稈長×地上部重／（押倒し抵抗値×１５）。

押
倒
し
抵
抗
値
に
よ
る
倒
伏
指
数

施肥法と麦稈施用の有無（P２O５，K２O補給あり）
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第２表　打込み同時施肥と全層施肥における最高分げつ期と穂揃期の葉色（SPAD値）
（２００２年，「ふくいずみ」）

６月２５日播種６月１１日播種処理区

穂揃期
９月５日

最高分げつ期
７月３０日

穂揃期
８月２９日

最高分げつ期
７月２４日

麦稈施用施肥法

３４．６a３９．７a３６．０a３５．０a有
打込

３４．１a３８．７ab３６．６a３７．１b無

３２．２b３７．４b３６．３a３７．８b有
全層

３２．３b３９．４ab３５．２b３６．４a無

４０１２８０２４測定株数

注）最上展開葉の測定値の平均値，同一英文字は t 検定の５％水準で有意差のないことを示す。

第３表　打込み施肥と施肥条件が点播水稲の穂数に及ぼす影響

穂数麦稈施用
S

PK補給
P

施肥法
F ２００３年２００２年－２２００２年－１２００１年

全平均ふくいずみ

３４０．０有無補給打込み

３５８．９無

３６９．９a３２５．６３５９．０３５５．０４４０．０有補給

３６３．５a３６１．１３２８．０３４６．０４１９．０無

３９６．１有無補給全層

３８９．４無

３８１．９a３６４．４３４６．０３８２．０４３５．０有補給

３９４．１a４３３．３３６３．０３７２．０４０８．０無

n. sn. sF

主効果 n. sP

n. sn. sS

穂数麦稈施用
S

PK補給
P

施肥法
F ２００３年２００２年－２２００２年－１２００１年

全平均どんとこいヒノヒカリ

３４０．０有無補給打込み

４１８．３無

３７５．２a３７６．７３７２．０３７７．０４５１．０有補給

３９１．６a３８２．８３６６．０４２６．０４１８．０無

４１８．３有無補給全層

４０６．１無

４０６．４a３９６．１４３６．０３８７．０４６５．０有補給

４４２．４a４７３．３４５９．０３９５．０４０４．０無

n. sn. sF

主効果 n. sP

＊n. sS

注）１）「全平均」の同一英字は，事例平均値の t 検定で有意差のないことを示す。
　　２）「主効果」は分散分析結果，＊は５％レベルでの有意差を示す。
　　３）２００２年－１：６月１１日播種，２００２年－２：６月２５日播種。



での省力施肥法が検討されてきたが（佐藤他：

１９９３），多くの場合，移植栽培での田植え同時作業

は直播栽培に直接適用できないことから，九州地域

での直播栽培の普及にあたっても「施肥作業の省力

化のため播種同時施肥での検討が必要」と指摘され

てきた（福岡県農総試他：２００２）。

　仕上げ代かきと同時に播種する土中点播栽培では，

他の播種様式の湛水直播栽培に比べて播種同時施肥

がやや困難であった。しかし，土中点播栽培におい

て，肥効調節型被覆尿素肥料を使用した場合には，

土壌表面への施肥でも全層施肥と同等の収量が得ら

れ，玄米の窒素濃度も変動しないことが認められた

（西田他：１９９７，１９９９）。そこで，肥効調節型被覆尿

素肥料を播種と同時に打込む方式が開発され，「ヒ

ノヒカリ」で検討された結果，「生育途中から乾物

生産が低下し，やや減収」したことから，「施肥法

改良などでこの低下を回避する必要がある」とされ

た（吉永他：１９９７）。本研究では，上記の知見に基

づいて粒状の P２O５と K２Oを含んだ肥効調節型被覆

尿素肥料（LPコート入り複合肥料：第２図）を用

い，「ヒノヒカリ」より出穂期が３日程度早い早生

で，直播適性の高い「ふくいずみ」を基準として播

種同時打込み施肥の効果を検討した。同施肥法は，

初期の生育が促進されることがあるものの，全体と

して収量および品質（玄米窒素濃度）において全層

施肥とほぼ同等であることが確認された。早晩性を

異にする水稲品種に対する土壌条件別の最適施肥量

の設定，苗立ち数の変動や気象変動による生育相の

変化に対応した生育診断・調節技術などについては，

今後さらに検討する必要がある。また，本結果は晩

播での「ふくいずみ」を対象に得られたものである

ため，他の品種や播種期で打込み施肥を行う場合に

は，施肥量などについては「ヒノヒカリ」や「どん

とこい」でのデータを参考に調整する必要がある。

５．要　約

代かき同時土中点播直播栽培の省力施肥法として，

粒状の P２O５と K２Oを含んだ LPコート入り複合肥

料と直播適性の高い水稲「ふくいずみ（西海２３８

号）」の活用を主にした，播種同時打込み施肥での

点播水稲の生育，収量および玄米窒素濃度の特性を

全層施肥を対照に検討した。

１）打込み施肥の量はほぼ設定値通りであった。

２）打込み同時施肥での苗立数は，「ふくいずみ」

では全層施肥より１０％程度少なかったが，統計的に

は有意とならず，「どんとこい」では同等であった。

打込み施肥での出芽深度（白化茎長）や播種２週間
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第４表　打込み施肥と麦稈施用が点播水稲の収量と玄米窒素濃度に及ぼす影響（２００１年～２００３年）

玄米窒素濃度（％）精玄米収量（g／ m２）麦稈施用
S

施肥法
F ２００３年２００２年－２２００２年－１２００１年２００３年２００２年－２２００２年－１２００１年

平均値ふくいずみ平均値ふくいずみ

１．２７１．３６１．２２１．２６１．２３５８５．３５２０．２５６６．０５７８．０６７７．０　　有打込み

１．３０１．４３１．２０１．３２１．２３５９０．６５５９．３５５３．０５７８．０６７２．０　　無

１．３１１．４４１．２２１．３０１．２８６１３．８５９０．０５３６．０６４５．０６８４．０　　有全層

１．３２１．５２１．２４１．２８１．２３６０５．３５６６．０５６６．０６０８．０６８１．０　　無

n. sn. sn. sn. sF分散分析

＊＊n. sn. sn. sS主効果

玄米窒素濃度（％）精玄米収量（g／㎡）麦稈施用
S

施肥法
F ２００３年２００２年－２２００２年－１２００１年２００３年２００２年－２２００２年－１２００１年

平均値どんとこいヒノヒカリ平均値どんとこいヒノヒカリ

１．４２１．４３１．３３１．５０１．１４５５５．６５１９．７５８６．０５６１．０６４１．０　　有打込み

１．４１１．５０１．２９１．４３１．２１５９２．２６０７．７５６３．０６０６．０６４８．０　　無

１．３８１．５３１．２６１．３６１．１９５６４．８５５３．３５９９．０５４２．０６２９．０　　有全層

１．５０１．６３１．４７１．３９１．１８５８６．４６０８．３５８１．０５７０．０６５５．０　　無

＊n. sn. sn. sF分散分析

＊＊n. sn. sn. sS主効果

注）１）分散分析：＊・５％，＊＊・１％水準で有意，n. s・有意差なし。
　　２）２００２年－１：６月１１日播種，２００２年－２：６月２５日播種。



後の「ふくいずみ」の地上部・根部の生育は全層施

肥と同等であったが，地上部の生育が促進され，根

部の生育が抑制される場合も見られた。

３）打込み同時施肥では全層施肥に比べて初期の草

丈や最高分げつ期の茎数が増加する傾向が認められ

たが，播種５週間程度で全層施肥と同等となった。

４）押倒し抵抗値から求めた倒伏指数は打込み施肥

で増加することはなく，全体として倒伏指数は０．８０

以下であり，打込み同時施肥は倒伏を助長しなかっ

た。

５）打込み施肥でのm２当たり穂数は，「ふくいず

み」，「どんとこい」とも全層施肥と同等で，精玄米

重については，全層施肥に対して「ふくいずみ（４

データ）」で９６％，「どんとこい（３データ）」で

１００％，「ヒノヒカリ（１データ）」で１００％で，ほぼ

全層施肥と同等であった。玄米窒素濃度は，２００３年

の「どんとこい」で全層施肥より低かった以外は施

肥法によって変動しなかった。すなわち，播種同時

打込み施肥の土中点播水稲は，全体として収量およ

び品質（玄米窒素濃度）において全層施肥とほぼ同

等であることが認められた。

６．引用文献

１）福岡県農業総合試験場・大分県農業技術セン

ター・熊本県農業研究センター・鹿児島県農業

試験場（２００２）地域基幹農業技術体系化促進研

究　水稲点播直播を基幹とした暖地水田高度輪

作体系．九州地域基幹研究成果　５：１－１３．

２）西田瑞彦・田中福代・吉永悟志・脇本賢三

（１９９７）湛水土中点播水稲の生育収量に及ぼす

施肥位置の影響．九農研　５９：５３．

３）西田瑞彦・土屋一成・田中福代・脇本賢三

（１９９９）湛水土中点播水稲栽培におけるシグモ

イド型被覆尿素肥料の施肥位置の影響．日本土

壌肥料学会講演要旨集　４５：４５３．

４）佐藤徳雄・渋谷暁一・三枝正彦・阿部篤郎

（１９９３）肥効調節型被覆尿素を用いた水稲の全

量基肥不耕起直播栽培．日作紀　６２（３）：４０８

－４１３．

５）冨樫辰志・吉永悟志・下坪訓次（１９９７）土中点

播水稲の押倒し抵抗簡易測定法．日作九州支部

会報　６３：７－９．

６）吉永悟志（２００２）打込み式代かき同時土中点播

機を用いた水稲の湛水直播栽培における生産性

の向上および安定化に関する研究．九州沖縄農

研報告　４１：５３－１１６．

７）吉永悟志・西田瑞彦・冨樫辰志・下坪訓次

（１９９７）代かき同時土中点播栽培における播種

同時打込み施肥が水稲の生育に及ぼす影響．日

作九州支部会報　６３：３－６．

７．研究課題名：担当小課題名

　代かき同時土中点播栽培における高品質・安定生

産技術の開発
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１．研究目的

　スクミリンゴガイは特に生育初期の水稲苗を食害

し，水田における深刻な害虫となっている４）。この

貝は幼若な苗を特によく食害し，湛水直播を行う場

合はこの貝の密度を０．５頭／m２（要防除密度）以下

に低下させなければならない。ナメクジ用のメタア

ルデヒドを主成分とした薬剤は，湛水直播栽培にお

ける本貝の制御に有効であることが実験的に確かめ

られている６，９）。しかし，本薬剤は水田での使用に

現時点で登録がなく，湛水直播栽培でこの貝を防除

するための登録された有効な薬剤がない。和田ら８）

は，播種後３週間の落水管理による貝被害の低減方

法を提唱している。しかし，九州での播種時期は梅

雨と重なり，特に集中豪雨時には完全な落水が困難

となり，湛水直播での貝防除には有効な手段がない

のが現状である。

　この貝は水田における越冬中の死亡率が高く３，４），

また長期にわたる乾燥には十分な耐性がない１）。こ

れらのことから，大豆などの畑作物による転作を１

期行うことにより貝の死亡率を高め，薬剤を用いる

ことなく直播栽培を行える程度に貝密度を減少させ

られると期待される。しかし，大豆作による貝密度

低減効果を明らかにした研究はない。そこで我々は，

地形の異なる２地区において水稲連作水田および大

豆作後の水田において貝密度を６月に調査し，大豆

作導入による貝密度低減の効果を明らかにすること

を試みた。また同じ水田において８月下旬に貝密度

を調査し，貝個体群の夏季における変動を，前作の

体系および地区間で比較し，大豆導入効果の持続性

を評価した。

　本調査にあたり，熊本県秋津地区の農家および福

岡県夜須町の農家の方々に多大なご協力をお願いし

た。また，九州沖縄農業研究センター水田作研究部

関係者との議論は，有意義であった。この場を借り

て，御礼申し上げる。

２．研究方法

　調査地区

　調査は，２００１年に水稲連作水田および大豆作導入

後の水田を熊本県熊本市秋津地区で（５，８筆），

福岡県夜須町地区（７，８筆）で任意に選んだ。秋

津地区は低地帯に位置しており，梅雨時には水田が

全面冠水することがある。夜須地区は，山際の扇状

地に位置するため，梅雨時でも広域に渡る冠水はな

いと思われる。各水田で２００１年６月下旬および８月

下旬に貝密度推定のための調査を行い，大豆作導入

による貝密度低減効果を，両作付体系の水田間で比

較することにより評価した。また，地区間でもその

効果を比較することにより，地形による大豆作導入

効果への影響を評価した。

　貝密度推定法

　貝密度推定には，コードラート法を用いた２）。い

ずれの水田においても，１辺１mの正方形　コード

ラート（面積１m２）を水口の両側に８面ずつ設置

し，その中の全貝数を計数し，その平均値をその水

田における貝密度の推定値（頭／m２）とした。

コードラートは，水口より１m離れたところから

畦に沿って両側に１mおきに設置した。コード

ラートの１辺は，畦に完全に接するようにした。こ

れにより，調査場所は水口の両側にそれぞれ最大

１６mにまで達した。８月の調査において当年生の小

貝が非常に多くなり，コードラート内全ての貝を計

数することが困難であった。そこで，殻が５mm以

下の貝については，各コードラート内に５０cm四方
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直播水稲栽培のための大豆作導入による 
スクミリンゴガイ密度低減

市瀬克也１）・和田節・遊佐陽一２）

（２００４年１１月３０日　受理）
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１）現，国際農林水産業研究センター
２）現，奈良女子大学



のコードラートを設置し，その中で計数することに

より，これらの貝の密度を推定した。これより大き

い貝の密度については，６月と同様の方法により推

定した。水田内では，水口に近いほど，また畦に近

いほど貝密度が高い２）。従って，この調査における

推定密度は過大評価されている可能性が高い。これ

は，大豆導入効果の評価に安全率を大きく取るよう

にしたためである。

　貝サイズ差

　各水田において設定したコードラートより，１枚

おきに合計８枚のコードラートで５mm以下の全貝

を採集し，その殻の大きさを計測した。貝は，大き

さにより５－１０mmおよび　

１０－１５mm，１５－２０mm，＞２０mmの４階級に分けた。

この各階級における貝数の頻度分布を，栽培体系間，

地形間で比較することにより，これらの要因による

貝個体群構成への影響を評価した。

３．結　果

大豆作導入の貝密度への影響

　水稲栽培開始直後の６月における水田の貝密度は，

秋津および夜須の両地区ともに，全ての大豆導入後

水田において，湛水直播における要防除密度０．５頭

／m２以下となっていた（第１表）。一方，水稲連作

水田では，要防除密度以下の水田が１筆もなかった。

しかし，８月の平均貝密度は，両地区のいずれの栽

培体系の水田でも６月の平均密度より上昇し，１００

頭／m２を超える水田が存在した。大豆導入後の水

田での貝密度は，水稲連作水田よりも低かったが，

平均貝密度は１０頭／m２近くに達し，貝個体群の回

復が行われていたことを示している。

　水稲連作水田および大豆後水田で貝密度が非常に

異なったため，各体系内で地区および調査地区間で

貝密度の比較を行った。なお，本調査は，６，８月

とも全く同じ水田で行っているので，分析には反復

測定分散分析法を用いた。水稲連作水田では，貝密

度は地区間および調査月間で異なり，これら２要因

の相互作用も有意であり（第１表），水稲連作水田

の貝個体群の変動は地区により特有であったことを

示している。一方，大豆作後水田では，月間のみ有

意であった。この結果は，大豆作による貝密度低減

効果は地区によらず同程度であり，水稲開始後の貝

個体群増加も地区間で同程度であった，ということ

を示している。

　大豆作導入による貝のサイズ構成への影響

　各地区の各栽培体系水田における貝個体群の大き

さの組成は，両地区間で明瞭な差は見られなかった
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第１表　水田におけるスクミリンゴガイの推定密度および密度，貝サイズの分散分析結果

８月貝密度（頭／m２）６月貝密度（頭／m２）水田数
（筆）

栽培体系地区
最小最大平均± SEM最小最大平均± SEM

０．９４４６６．１３２５２．２１±５０．５７０．９４２３．１９８．８６±４．０３５水稲後秋津

０．００３８．２５８．７３±４．４６０．０００．１２０．０２±０．０１８大豆後秋津

１．６２１３３．３８４０．５４±１６．５０１．３１１３．１９６．０６±３．９９７水稲後夜須

１．６９１７．６９９．２３±１．７２０．０００．１２０．０４±０．０４８大豆後夜須

貝密度反復測定分散分析表

大豆後水田水稲後水田
効　　果

確率 PF値（df ＝１，１４）確率 PF値（df ＝１，１０）

０．１５９２．２１８０．０１７８．２３８地区

＜０．００１３９．８４６＜０．００１３０．０２２時期

０．１７１２．０８００．０１８９．０１９地区×時期

貝サイズ構成多変量分散分析表

８月調査６月調査
効　　果

確率 PF値（df ＝１，２４）確率 PF値（df ＝１，２４）

０．００２１２．６４５０．１６３２．０７２地区

０．９６１０．００３＜０．００１８２．６５５栽培体系

０．１６２２．０７７０．０９１３．１０４地区×栽培



（第１図）。大豆後水田で両地区に共通した特徴は，

１５㎜以上の貝の比率が水稲連作水田に比較して高く

なっていた点である。また，８月には大豆後水田で

も小貝の比率が高まり，６月の結果と比較すると，

栽培体系間で貝の大きさの構成に差が小さくなる傾

向にあった。このことは，大豆導入後水田の貝個体

群は，大きさの構成においても回復していたことを

示している。

　地区と栽培体系が各サイズ階級の貝数にどのよう

に影響を及ぼしたか，６，８月の各月におけるサイ

ズ構成について多変量分散分析を行うことで評価し

た（第１表）。６月では，地区要因は有意でなかっ

たが，栽培体系が有意であった。また，この２要因

による相互作用は有意でなかった。８月では，地区

が有意となったが，栽培体系は有意でなかった。こ

れらの結果は，大豆作導入により，水稲開始時の貝

のサイズ組成は地区に寄らず同様な変化が生じたが，

夏季には個体群が前年の作付体系には関係なく地区

特有の構成変化をしたことを示している。

４．考　察

　調査した両地区で，６月における大豆作後の水田

中の最大貝密度は０．１頭／m２であり，直播水稲を行

うための要防除密度（０．５頭／m２）以下となってい

た。これら両地区は地形がまったく異なるにもかか

わらず，大豆作による貝密度低減効果に地形の影響

は検出されなかった。従って，様々な地域で，転作

作物として大豆を導入することにより直播水稲栽培

が可能になる貝密度に低減できると考えられる。し

かし，水田における貝の越冬成功率は少なく見積

もっても６％を超える３，４）。これを本調査結果に当

てはめると，大豆作導入後の水田で水稲を連作した

場合，８月には平均密度が１０頭／m２近くになってい

たことから，２作目の６月の貝密度は，要防除密度

を超えている可能性が高い（１０×０．０６＝０．６頭／

m２）。従って，大豆作導入後の水田での無防除での

直播水稲はその年に限定され，２年目では貝の上昇

を確認する必要がでてくる。さらに吉田ら１０）は，

水路において越冬する貝の生存率が１０％以上となる

可能性を指摘しており，それらの貝が入水時に水田

へ侵入することにより，大豆作直後であっても貝密

度が要防除密度以上になってしまう恐れがある。侵

入貝を防止する現時点での最良の対策は，入水口に

網を設置し，そこで水とともに入ってくる貝を捕獲

する方法である。この網は，すでに九州沖縄農業研

究センター害虫生態制御研究室のホームページ，

　http://konarc.naro.affrc.go.jp/kiban/g_seitai/

　applesnail/bousiami.html

で公開されている。

　スクミリンゴガイ属の貝は，数か月以内であれば

水がなくとも生存し続けるがそれ以上では殆ど生存

できない１）。一方水中での本貝は，１０℃程度であ

れば生存し続けられる５）。従って，九州では，水路

での冬季の死亡率は低く，また水田中でも個体群が

壊滅するほどの死亡は本貝には起こらない１０）。この

ような水田で越冬する貝は，水稲作が終わる秋以降

の耕耘により傷害を受ける，土中の貝が地表付近に

曝され冬季の寒さの影響を受けやすくなる，等によ

り死亡率が上昇することが報告されている７）。これ

らの報告は，大豆作導入による１年以上の無水条件

および耕耘回数の増加により，貝の死亡率が増加す

ることにより，大豆作後の貝密度が低減されたこと

を示唆している。

　しかしながら，転作中の夏季が多雨条件となった

場合，または常に湿潤な土壌で大豆作導入を行った

場合では，十分な乾燥条件とならず，貝の死亡率が

十分に上がらない結果，転作後の貝密度が要防除密

度以下にならない可能性がある。転作中の特に土中

湿度条件による貝死亡率への影響に関しては，今後

の課題である。
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図１　水稲連作水田および大豆導入後水田における
階級ごとにおける貝の比率（下）

注）殻長１０mm以下は黒塗り，１０－１５mmは斜線，１５－２０mm
は点，２０mm以上は白抜きで示す。比率図における各帯
上の数値は，測定した総貝数を示す。

比　

率



５．要　約

　スクミリンゴガイに対する登録された有効な薬剤

は現在なく，本貝は直播水稲普及に対する大きな阻

害要因となっている。しかし，水田転作作物として

大豆を導入し長期間水田を乾燥させることにより貝

の死亡率を高め，貝密度を直播栽培が可能な要防除

密度水準（０．５頭／m２）以下にできるか検討した。

転作作物として前年に大豆作が導入された水田と水

稲連作が行われた２地区の水田において，貝密度の

調査を６月および８月に行い，密度の比較により大

豆作導入による貝密度低減効果を明らかにした。両

地区とも，６月の大豆作後の水田では貝の最高密度

は０．５頭／m２以下，水稲連作水田での最低密度はそ

れ以上であった。この結果より，大豆作導入により

貝密度は低減され，直播栽培を行うことが可能にな

ると判断される。また，８月の平均貝密度は水田連

作水田では４０／m２以上，大豆作後で約１０頭／m２と

なり，大豆作後の水田の貝個体群は夏季に回復され

ていたことが示された。越冬成功率を６％と低く見

積もっても，２年目での大豆後水田の平均貝密度は

要防除水準を上回る０．６頭／m２となると推定され，

大豆作後の水田で２期にわたる直播水稲栽培は，２

期目に何らかの貝防除を行なう必要が生じる。
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１．研究目的

　省力化を目的とする直播栽培では，施肥作業も極

力省略されるべきである。すなわち，１度の施肥作

業で１作の施肥を完了するのが望ましい。そのため

には肥効調節型肥料の利用が必要となるが，代かき

同時土中点播栽培に適する肥効調節型肥料は明らか

ではない。また，近年湛水直播では，出芽苗立ちを

安定させる目的で，播種後に落水管理を行う落水出

芽法が広く導入されるようになってきた。播種直後

の落水管理は従来にはなかった土壌管理手法である。

落水管理によって土壌中の硝酸態窒素濃度が上昇す

ることは報告されているが１），施肥窒素の動態につ

いては不明な点が多く，その収支に関する報告はな

い。また，肥効調節型肥料は根に直接接触させて施

肥することが可能で，それにより肥料の利用率を高

めることが期待できる２～４）。点播直播栽培において

も，肥効調節型肥料の施肥位置により利用率が異な

る可能性があるが，その検討例は無い。以上の背景

から，本直播栽培に適した省力的施肥技術を開発す

る目的で，（１）点播直播に適する溶出タイプの選

定，（２）落水管理が施肥窒素の動態に及ぼす影響，

（３）肥効調節型肥料の施肥位置が水稲生育・収量

に及ぼす影響について検討した。

２．研究方法

　１）暖地における点播直播に適する肥効調節型肥

料の溶出タイプの選定

　北部九州における直播水稲栽培期間中の気温条件

から，１００日タイプが適当であると考えられたため，

溶出の異なる１００日タイプの肥料を供試して栽培試

験を行った。栽培試験は１９９６～１９９８年の３ヵ年行っ

た。供試した肥料はチッソ旭肥料（株）製の LP１００，

LPS１００，LPSS１００および LP５０と LPSS１００の１：２

の配合品の４種類である。窒素量は慣行移植栽培と

同量の９ g　m－２，P２O５と K２Oについては PK化成を

用いて９g　m－２を基肥として施用した。硫安分施区

も設け，１９９６年は３―３―３―３（各 gN　m－２），

１９９７及び１９９８年は２．２５－２．２５－２．２５－２．２５（各 gN　

m－２，３葉期―分げつ盛期―穂肥１―穂肥２）を表

面施用した。品種はヒノヒカリで，栽植密度は１６．７

株m－２，試験規模は１９９６年は２４m２で１反復，１９９７

および１９９８年は３０m２で３反復とした。土壌は細粒

灰色低地土（九州沖縄農業研究センター圃場）で６

月初～中旬に播種，１０月中～下旬に収穫を行った。

２）落水管理が施肥窒素の動態に及ぼす影響

　九州沖縄農業研究センター内のガラス室において，

細粒灰色低地土をポット（０．０２m２）に充填し，

２０００年６月１２日に，速効性窒素肥料として硫安，肥

効調節型肥料として LP１００，LPSS１００（チッソ旭肥

料㈱製）のいずれも重窒素標識された肥料を施用し，

蒸留水で湛水して代かきを行い，直後に播種した

（ポット当たり６粒，出芽後３個体とした）。その後

２４時間静置した後，傾斜法によって表面水を採取，

以後８日間落水状態にし，その後は蒸留水で湛水し

て管理した。対照区として落水管理をせずに湛水状

態のみのポットも設けた。施肥量は窒素として０．２g　

pot－１としたが，LP１００及び LPSS１００は全量基肥施用

とし，硫安は０．０６－０．０７－０．０７の分施とした。硫安

の追肥は播種後１５日目と３７日目に行った。水稲試料

のみの採取を播種後１６日目，２９日目，４５日目に３反

復で行い，土壌と水稲試料の採取を播種後６０日目に

３反復で行った。

　３）肥効調節型肥料の施肥位置が水稲の生育・収

量に及ぼす影響
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代かき同時土中点播栽培における肥効調節型肥料の適性と 
その利用法

西田瑞彦１）・土屋一成

（２００４年１１月３０日　受理）

九州沖縄農業研究センター水田作研究部水田土壌管理研究室：〒８３３－００４１　福岡県筑後市和泉４９６
１）現，東北農業研究センター



　LPSS１００を供試し，施肥位置を全面全層，すじ状

（点播種子に沿ったすじ状），点状（点播種子と同位

置）の３種類として栽培試験を行った。窒素施用量

は７gN　m－２，P２O５とK２OはPK化成を用いて各７g　

m－２を全面全層施用した。栽植密度は２２．２株m－２

で１株３粒播きの手播きにより直播した。試験年次

は１９９５～１９９７年で６月１０～１２日に播種し，１０月１６～

２１日に収穫した。試験圃場は九州沖縄農業研究セン

ター内圃場で，土壌は細粒灰色低地土，品種はヒノ

ヒカリである。

３．結果および考察

　１）暖地における点播直播に適する肥効調節型肥

料の溶出タイプの選定

　最高分げつ期までの生育はリニア型の LP１００区で

旺盛であるが，それ以降の凋落の程度が大きく，有

効茎歩合は低かった（第１表）。シグモイド型単独

（LPS１００，LPSS１００）区では初期生育はリニア型よ

りも劣るが，有効茎歩合は高かった。LPSS１００と

LP５０を配合すると LPSS１００単独施用よりも初期生

育は旺盛となった。

　穂数はリニア型（LP１００）とシグモイド型で大き

な相違はなかったが，籾数はシグモイド型で多く，

その結果，多収となった（第２表）。LPSS１００と

LP５０を配合すると，LPSS１００単独よりも有効茎歩合

は低下したが，穂数は多く同等の収量が得られた。

玄米窒素含有率，検査等級等の食味，品質面につい

ては，溶出タイプによる大きな違いは認められな

かった。

　分げつ期の窒素含有率はリニア型（LP１００）で高

かったが，それ以降の低下が大きかった（第３表）。

シグモイド型単独（LPS１００及び LPSS１００）および

LPSS１００と LP５０の配合では，分げつ期～穂揃い期

まで硫安分施と同等以上の窒素含有率を維持した。

分げつ期に窒素含有率が低く，幼穂形成期に高いと

籾数が多く，多収となった。

　以上のことからリニア型単独（LP１００）よりもシ

グモイド型単独（LPS１００，LPSS１００）及びシグモイ

ド型とリニア型の配合（LPSS１００と LP５０）の方が

収量でまさり，その要因は溶出パターンが示すよう

に生育中～後期の窒素供給力であった。LPS１００，

LPSS１００，LPSS１００と LP５０の配合品とを比較すると，

LPSS１００では明らかに初期生育が劣り，穂数は少な

かった。しかし，幼穂形成期以降の窒素供給により

有効茎歩合が高く，１穂籾数が最多となり，収量は

最も高かった。暖地での本直播栽培においては，生

育初期の生育が旺盛で，生育中後期に窒素不足とな
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第１表　水稲の草丈，茎数の推移および有効茎歩合に及ぼす肥効調節型肥料の影響

有効茎歩合 a）

（％）
茎数 a）（本　m－２）草丈 a）（cm）

肥料の種類
幼穂形成期最高分げつ期幼穂形成期最高分げつ期

６１．０４９６６５１８４．１５５．１LP１００
６８．９５２７６３３８３．５５１．０LPS１００
７７．４４４７５１１７９．８４８．３LPSS１００
６７．０４９２６２０８３．３５３．５LP５０＋ LPSS１００
６８．１４３５５１５７５．４４８．３硫安分施

注）a）１９９６～１９９８年の平均値。

第２表　水稲の収量および収量構成要素に及ぼす肥効調節型肥料の影響

検査等級b）玄米窒素含
有率 a）（％）

収量指数 a）玄米重 a）

（g m －２）
千粒重 a）

（g）
登熟歩合 a）

（％）
総籾数 a）

（１０３×粒 m －２）
穂数 a）

（本 m －２）
肥料の種類

１等下１．２０１０５５９８　bcc）２１．９８９．５３０．５４１７LP１００
１等下１．２４１１０６２７　ab２１．９８７．５３２．７４２５LPS１００
１等下１．２９１１４６４７　a２２．０８６．４３４．０４０６LPSS１００
１等下１．２６１１２６３６　ab２２．０８６．８３３．３４１４LP５０＋ LPSS１００
１等中１．２４１００５６９　c２３．１９１．４２６．９３５２硫安分施

注）a）１９９６～１９９８年の平均値。
　　b）１９９８年産の結果。
　　c）同符号間では５％水準で有意差なし（Tukey 法）。



りやすい５）。LPSS１００（単独施用）は初期生育を抑

え気味にできるうえ，幼穂形成期以降に窒素を供給

できるため，本直播栽培によく適合した肥料といえ

る。落水出芽法により出芽苗立ちを安定させること

ができるようになったので，本直播に最も適した肥

効パターンはLPSS１００単独施用に相当するものであ

ると考えられる。しかし，排水不良田等落水出芽法

の効果が得られにくい圃場においては，LPS１００を単

独で用いるか，あるいはLPSS１００とリニアタイプま

たは速効性肥料を併用して初期生育を確保する必要

があると考えられる。ただし，後述するように速効

性肥料は落水管理を前提とする直播栽培の基肥には

適さない。

　２）落水管理が施肥窒素の動態に及ぼす影響

　基肥の硫安は落水管理によって消失する割合が増

大し，水稲による利用率は初期から著しく低下した

が，湛水してから施用された追肥の硫安はそれ以前

の落水管理の影響は受けなかった（第４表，第１

図）。肥効調節型肥料についてはリニア型（LP１００）

およびシグモイド型（LPSS１００）ともにその溶出，
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第３表　水稲の窒素含有率の推移及び時期別窒素含有率と総籾数，玄米重との相関

成熟期 a）（％）穂揃期 a）

（％）
幼穂形成期 a）

（％）
分げつ期 a）

（％）
肥料の種類

穂わら
１．０５０．５７０．９８１．５９３．５７LP１００
１．１１０．６９１．１２１．９１３．４０LPS１００
１．１５０．６９１．１６１．８７３．２８LPSS１００
１．０４０．６２１．０８１．７４３．４３LP５０＋ LPSS１００
１．０７０．５７１．０７１．４７３．３１硫安分施

０．２３４０．６７１＊b）－０．５１１総籾数との相関係数
０．０７２０．４８７－０．７８４＊＊玄米重との相関係数

注）a）１９９６～１９９８年の平均値。
　　b）＊，＊＊符号はそれぞれ５％，１％水準で相関あり。

第４表　施肥窒素の収支（代かき播種後６０日目）

未溶出率
（％）

消失率（％）土壌残率
（％）

水稲利用率
（％）

水管理肥料の種類
揮散 a）表面流去合計
３９３９b２８a３３b ｂ）湛水硫安基肥
５６１８７４a１９bcd　７c落水
３７３７b２４ab３９b湛水硫安追肥１
３５３５b２６a３９b落水
２２２２c１４e６４a湛水硫安追肥２
２０２０c１７cde６３a落水

２４１８１８cd１９cd３９b湛水LP１００
２５１８１１９cd２０bc３６b落水
１８１０１０d１６cde５６a湛水LPSS１００
２１１００１０d１４de５５a落水

注）a）揮散＝１００－水稲利用率－土壌残存率－表面流去－未溶出率。
　　b）同一記号は５％水準で有意差なし（Tukey 法）。

第１図　水稲による基肥窒素の利用率の推移

窒
素
利
用
率
（
％
）

播種後日数



水稲による利用率，土壌への残存率及び消失率のい

ずれについても落水管理の影響を受けなかった。窒

素吸収量は肥効調節型肥料ではいずれも落水管理の

影響を受けなかったが，硫安では落水管理により低

下した。

　以上のことから，落水管理は基肥として施用した

速効性窒素の消失を著しく増大させ，水稲による利

用率を低下させる。一方，肥効調節型肥料はリニア

型，シグモイド型ともに落水管理の影響は受けない

ことが明らかとなった。したがって，代かき同時土

中点播水稲栽培のように落水管理を前提とした湛水

直播においては，基肥として速効性窒素を用いるの

は望ましくなく，肥効調節型肥料を用いることが有

効であると考えられた。

　３）肥効調節型肥料の施肥位置が水稲生育・収量

に及ぼす影響

　すじ状，点状施用において全面全層よりも茎数は

やや多く推移したが，草丈，稈長は同等であった

（第５表）。穂数はすじ状，点状施用において全面全

層施用よりもやや多かったが，玄米収量はいずれの

施肥位置でも同等であった（第６表）。窒素吸収量，

施肥窒素の利用率も施肥位置にかかわらず同等で

あった（第７表）。

　以上のことから，暖地の湛水土中点播直播栽培に

おいてはLPSS１００については全面全層施用，すじ状

施用，点状施用のいずれも施肥窒素の利用率，収量

九州沖縄農業研究センター研究資料　第９１号（２００５）
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第５表　水稲の茎数と草丈の推移および稈長に及ぼす施肥位置の影響

稈長（cm）
草丈（cm）茎数（本m－２）

施肥位置試験年次
最高分げつ期分げつ期最高分げつ期分げつ期

７８．５４４．７２５．９３８０１４０　全面全層
７８．７４６．９２７．７４３５２０２すじ状１９９５年
８０．４４６．７２７．５４２４１６２点状
８３．３５５．５３２．４４４８２４９全面全層
８０．４５３．０３１．３４６０２５１すじ状１９９６年
８１．２５３．６３１．５４６８２４２点状
７４．８４６．７４０．８４８７１５３全面全層
７８．３４７．４４４．６５２７１７８すじ状１９９７年
７６．２４５．５４３．４５５６１７１点状
７８．９４９．０３３．０４３８１８１全面全層
７９．１４９．１３４．５４７４２１０すじ状平均
７９．３４８．６３４．１４８３１９２点状

第６表　水稲の収量および収量構成要素に及ぼす施肥位置の影響

収量指数
玄米重
（g　m－２）

千粒重
（ｇ）

登熟歩合
（％）

１穂籾数
（粒）

穂数
（本　m－２）

施肥位置試験年次

（１００）５８７２１．６８７．４８０．３３８７全面全層
　９９５８０２１．７８６．５７９．８３８７すじ状１９９５年
　９９５８３２１．６８３．３７９．５４０８点状
（１００）６２４２２．６８６．９８３．１３８３全面全層
１０４６４７２２．６８６．９８２．３４０１すじ状１９９６年
１０４６４９２２．６８７．４８３．３３９５点状
（１００）５６４２１．６８５．５７６．６３９９全面全層
１０３５８０２１．８８４．７７５．８４１４すじ状１９９７年
１０１５６８２１．３８３．５７４．９４２６点状
（１００）５９２２１．９８６．６８０．０３９０全面全層
１０２６０２２２．０８６．０７９．３４０１すじ状平均
１０１６００２１．８８４．７７９．２４１０点状



には変化がなく，施肥位置について特段の配慮（側

状施用等）の必要がないことが明らかとなった。

４．要　約

　１）代かき同時土中点播水稲栽培においては，肥

効調節型肥料の利用が有効であり，速効性窒素肥料

の基肥施用は適さない。

　２）本試験が行われた北部九州においては，落水

管理の効果が得られやすく出芽苗立ちが安定してい

る圃場ではLPSS１００単独施用が適し，落水管理の効

果が得られにくい圃場では LPS１００の単独施用また

は LPSS１００とリニア型の併用が適する。

　３）LPSS１００単独施用では全面全層，すじ状，点

状（種子と同位置）のいずれの施肥位置でも効果は

変わらないので，窒素供給の観点からは施肥位置に

ついて特段の配慮（側状施用等）の必要はない。

５．引用文献

１）吉永ほか（２０００）湛水直播栽培における播種後

の落水管理が施肥窒素の動態および水稲の生

育・収量に及ぼす影響，日作紀　６９：４８１－４８６．

２）金田吉弘（１９９５）肥効調節型肥料による施肥技

術の新展開，２．不耕起移植栽培の育苗箱全量

施肥技術，土肥誌　６６：１７６－１８１．

３）Gandiza et al. （１９９１）Simulation of crop response 

to polyolefin-coated urea. I. Field dissolution. Soil 

Sci. Soc. Am. J．　５５：１４６２－１４６７．

４）Shoji et al. （１９９１） Simulation of crop response to 

polyolefin-coated urea. II. Nitrogen uptake by corn. 

 Soil Sci. Soc. Am. J.　５５：１４６８－１４７３．
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ける土中点播水稲の生育特性－後期重点施肥に

よる生育特性の変化と収量性の向上－，日作紀　
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術の開発
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第７表　水稲の窒素吸収量及び施肥窒素の利用率に
及ぼす施肥位置の影響

施肥窒素利
用率（％）

窒素吸収量
（g　m－２）

施肥位置　試験年次　

５６１２．０全面全層
５１１１．３すじ状１９９５年
５３１１．６点状
５１１１．８全面全層
５７１０．３すじ状１９９６年
５５１１．４点状
N. D.a）１０．８全面全層
N. D.１１．５すじ状１９９７年
N. D.１１．９点状
５４１１．５全面全層
５４１１．０すじ状平均
５４１１．６点状

注）a）No data



１．研究目的

　著者ら１）は暖地の水稲「ヒノヒカリ」の移植栽

培において，収量および食味に関連する玄米窒素含

有率を１．３％以下２，３）にするための減肥率を次のよ

うに提案した。すなわち，地力の低い有機物無施用

の細粒灰色低地土水田土壌の場合，化学肥料慣行投

入量（９ kg ／１０a）を基準としたとき，４５日抑制５５

日溶出のシグモイド型被覆尿素肥料（LPSS１００）と

速効性窒素肥料を５０％ずつ含有する肥料を基肥で用

いることにより２０％減肥（７ kg ／１０a）を，さらに，

移植後に初期生育抑制がある４）麦わら０．６t ／１０a連

用土壌でも同じく２０％減肥（７ kg ／１０a程度）を，

稲わら１ t ／１０a連用土壌では４５％～２０％減肥（５

～７kg／１０a程度）を，稲わら堆肥２t／１０a連用土

壌では４５％減肥（５kg／１０a程度）をそれぞれ達成

できるとしている。

　さらに，細粒灰色低地土で水稲の代かき同時土中

点播栽培における出穂前１０日頃の２回目の穂肥（以

下，穂肥Ⅱとする）を施用する場合の被覆尿素の減

肥率について検討し，１）地力の低い有機物無施用

圃場の場合，慣行施肥栽培（窒素９ kg ／１０a）とほ

ぼ同等の収量を得るためには，LP５０＋ LPSS１００

（１：２）タイプの被覆尿素肥料を２０％減肥の窒素

７ kg ／１０aにできること，２）地力中程度の麦わら

連用圃場では２０％減肥の窒素７kg／１０aで収量はほ

とんど変わらないが，玄米窒素含有率が高いため，

窒素５ kg ／１０a程度にする必要があること，３）地

力の高い稲わら連用および稲わら堆肥連用圃場では，

収量面からは被覆尿素肥料を約５０％減肥の窒素５

kg ／１０a程度にできるが，食味の面からは窒素５～

３ kg ／１０a程度が適していると判断した５）～６）。

　一方，大分県農業技術センター化学部７）でも穂

肥Ⅱを施用する場合を細粒黄色土水田で検討してお

り，平坦地における６月上旬播種の水稲「ヒノヒカ

リ」の代かき同時点播直播・全量基肥栽培において

は，速効性窒素肥料と被覆尿素肥料（LPSS１００）の

配合割合は３：７程度が良く，慣行施肥栽培とほぼ

同等の収量を得るためには，地力中庸水田では慣行

に比べ１割減肥，高地力水田では２割程度減肥でき

るとしている。

　最近，暖地の水稲「ヒノヒカリ」の施肥基準が見

直され，食味を重視する観点から従来行ってきた穂

肥Ⅱを省略することが推奨されている８）。さらに，

肥効調節型肥料の１回全量施肥による湛水直播栽培

の施肥基準では，移植栽培の基準窒素施肥量を１０％

減肥する８）となっている。しかし，暖地細粒灰色

低地土水田において，地力窒素の異なる圃場におけ

る代かき同時土中点播水稲に対する肥効調節型肥料

の減肥率は明らかでない。そこで，本稿では，地力

窒素発現量が異なる有機物長期連用水田をモデルと

して，速効性窒素を用い穂肥Ⅱを省略した場合の慣

行施肥栽培に対する，肥効調節型肥料の１つである

被覆尿素を用いたときの適切な減肥率を，収量性・

品質面から明らかにするため２００１年～２００３年の３ヵ

年にわたる栽培試験を実施したので報告する。

２．研究方法

　九州沖縄農業研究センター内（福岡県筑後市）の

細粒灰色低地土で小麦跡に水稲「ヒノヒカリ」を栽

植密度１６．７株／m２（条間３０cm×株間２０cm）として，

代かき同時土中点播直播機で２００１年６月１３日，２００２

年６月１２日，２００３年６月１０日にそれぞれ播種し，い

ずれも１０月１５日に収穫した。１区面積を３０．８m２と

して，２反復で試験を行った。

　慣行区では速効性窒素肥料（４８化成）を，被覆尿

素区は代かき同時土中点播栽培に適するリニア型溶

土屋ら：水稲に対する被覆尿素肥料の施用技術
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暖地細粒灰色低地土の代かき同時土中点播水稲栽培における 
地力窒素を考慮した被覆尿素肥料の施用技術

土屋一成・原　嘉隆・草　佳那子

（２００４年１１月３０日　受理）
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出の被覆尿素肥料 LP５０（２５℃水中下，５０日で８０％

溶出）とシグモイド型溶出被覆尿素肥料 LPSS１００

（２５℃水中下，４５日抑制その後５５日で８０％溶出）を

１：２に配合したもの９）を用いた。リン酸および

加里は PK化成，追肥は硫安を用いた。なお，表面

施肥の追肥以外は全量基肥施用した。

　対照となる慣行施肥は基肥（２００１年６月１２日，

２００２年６月１１日，２００３年６月１０日）＋中間追肥

（２００１年７月２３日，２００２年７月２２日，２００３年７月２２

日）＋穂肥（２００１年８月８日，２００２年８月８日，

２００３年８月１０日）の体系である。

　試験区は第１表に示すように，地力の異なる４圃

場にそれぞれ４処理区を設定した。すなわち，１９６３

年より有機物無施用，稲わら１ t ／１０a連用，稲わ

ら堆肥２ t ／１０a連用，１９８５年より麦わら０．６t ／１０a

連用条件の４圃場に１）無窒素区，２）慣行施肥区

（N７ kg ／１０a：基肥３ kg ／１０a，中間追肥２ kg ／

１０a，穂肥２ kg ／１０a），３）有機物無施用および麦

わら連用圃場は LP５０＋ LPSS１００（１：２）をN７

kg／１０aと約３０％減肥のN５kg／１０a，４）稲わら連

用および稲わら堆肥連用圃場は地力を勘案し，LP５０

＋LPSS１００（１：２）をN５kg／１０aと約６０％減肥

のN３kg／１０aに設定した。なお，いずれの処理区

も P２O５およびK２Oは９ kg ／１０a施用した。

　２００２年５月２４日と２００３年５月２７日に表層１０cmの

作土を採取し，風乾土の理化学性を分析した。地力

窒素の指標として，培養窒素（生土を３０℃，４週間

の湛水培養法）および熱水抽出性窒素（風乾土を

オートクレーブ法１０））で，それぞれ，測定した。な

お，被覆尿素肥料を病理組織検体用収納袋に２．５ｇ

ずつ入れ，深さ５ cmに埋設し，経時的に取り出し，

未溶出の窒素を分析し，被覆尿素肥料の溶出率を計

算した。

　さらに，水稲の収量および収量構成要素の調査に

ついては常法によった。

３．結　果

　１）供試土壌の地力窒素の処理区間差

　２００２年および２００３年の水稲作付前土壌の理化学性

の平均値を第２表にまとめた。有機物の施用により，

ミネラル成分が増加する傾向が認められた。地力窒

素には有意な処理区間差が認められた（第２表）。

熱水抽出性窒素の場合，有機物無施用土壌は４mg

／１００g乾土以下，麦わら連用土壌は５mg／１００g乾

土程度，稲わら連用土壌および稲わら堆肥連用土壌

では６mg／１００g乾土程度となった。培養窒素の場

合にも有機物無施用区＜麦わら連用区＜稲わら連用

区＝稲わら堆肥連用区となったが，熱水抽出性窒素

より年次変動が大きかった。年次変動が大きいため

２０００年～２００３年の４ヵ年の平均でみた無窒素区の水

稲窒素吸収量６）の場合にも有意な処理区間差が認

められた。すなわち，有機物無施用区は６ kg ／１０a，

麦わら連用区７kg／１０a，稲わら連用区７．５kg／１０a，

稲わら堆肥連用区８．３kg ／１０aであった（第１図）。　

これを福岡県における地力の判定基準６）と照らし

合わせると有機物無施用区は「地力低」，麦わら連

用区は「地力中」，稲わら連用区は「地力中～高」，

稲わら堆肥連用区は「地力高」に相当していた。

　２）被覆尿素肥料の溶出

　２００１年～２００３年の被覆尿素肥料の積算溶出率は安

定しており，LP５０は施用後，ほぼ直線的に溶出し，

施用後の深さ５ cmの積算地温（筑後気象月表）が

２００１年は１１１１℃，２００２年は１１２４℃，２００３年は１１２５℃

となった７月２５日頃の水稲の最高分げつ期には積算

溶出率が８０％程度に達した（第２図）。なお，その

後は緩やかに溶出し，収穫期にはほぼ完全に溶出し

た。一方，LPSS１００は LP５０の溶出が緩やかになる水
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第１表　試験区の窒素施肥設計

被覆尿素被覆尿素慣行施肥無窒素連用有機物

５kg ／１０a７kg ／１０a７kg ／１０a０㎏／１０a有機物無施用区

５kg ／１０a７kg ／１０a７kg ／１０a０kg ／１０a麦わら０．６t ／１０a区

３kg ／１０a５kg ／１０a７kg ／１０a０kg ／１０a稲わら１t ／１０a区

３kg ／１０a５kg ／１０a７kg ／１０a０kg ／１０a稲わら堆肥２t ／１０a区

注）慣行施肥は基肥３kg／１０a，中間追肥２kg／１０a，穂肥２kg／１０a，被覆尿素はLP５０＋LPSS１００を１：２に配
合したもの。



稲の最高分げつ期頃から溶出が始まり，その後８月

２５日頃（７月２６日から８月２５日までの積算地温は

２００１年：９４４℃，２００２年：９１２℃，２００３年：９０４℃）

にかけ直線的に７０～８０％程度まで溶出し，収穫期に

は９５％程度に達した。ただし，細かく見ると，３年

間の中で６月下旬から７月の気温が高かった１１）～１３）

２００１年にはLPSS１００の溶出がやや早まっていた。い

ずれにしても，LP５０が７月下旬の水稲の最高分げつ

期までに基肥および中間追肥の役割を果たし，

LPSS１００が最高分げつ期以降，ほぼ１ヵ月間の間に

穂肥の役割を果たしていると考えられる。

　３）水稲の収量，収量構成要素および玄米品質

　水稲の収量，収量構成要素および玄米品質につい

て，以下に，地力の順に従い２００１年～２００３年の平均

値を中心に調査結果を整理した（第３表～第６表）。

　（１）有機物無施用区

　有機物無施用区では２００２年～２００３年の２ヵ年平均

で，尿素７ kg 区では慣行７ kg 区に比べ，穂数，総

籾数，窒素吸収量はほぼ同じで玄米収量も５３０kg ／

１０aで同等であった。また，玄米窒素含有率は慣行

７ kg 区に比べやや高いものの，基準の１．３％以下で

あった（第４表～第６表）。これに対し，３０％減肥

の尿素５ kg 区では穂数，総籾数，窒素吸収量とも

にさらに低く，慣行７ kg 区に対し平均７％（２００２年

は９％，２００３年は４％）減収の４９５kg ／１０aとなっ

たが，玄米窒素含有率は平均１．１４％で同等であった

（第４表～第６表）。なお，千粒重は尿素７ kg 区，

尿素５ kg 区では慣行７ kg 区に比べやや低かったが，

検査等級はいずれもやや優った（第４表～第６表）。

　（２）麦わら連用区

　尿素７ kg 区では慣行７ kg 区に比べ２００１年～２００３

年の３ヵ年平均で穂数，総籾数，窒素吸収量がやや

多 く，収 量 指 数１０２（２００１年 は９８，２００２年 は

１０４，２００３年は１０５）で同等以上となり，玄米窒素含

有率はやや高かったものの１．３％を超えることはな

かった（第３表～第６表）。尿素５ kg 区では慣行７

kg 区と穂数がほぼ同じで，総籾数，窒素吸収量が

少なく，３ヵ年平均で収量は５３７kg ／１０aで５％

（２００１年は１０％，２００２年は４％，２００３年は２％）の

減収となり，玄米窒素含有率は同程度であった（第

３表～第６表）。なお，千粒重は尿素７ kg 区，尿素

５ kg 区とも慣行７ kg 区よりやや低かった。検査等

級は尿素５ kg 区でやや優る傾向であった（第３表

～第６表）。
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第２表　有機物長期連用圃場の土壌理化学性（２００２年５月，２００３年５月の平均）

CEC
交換性
CaO

交換性
MgO

交換性
K２O

有効態
P２O５

培養窒素
熱水抽出
性窒素

pH
連用有機物

me／１００g　　　　　　　　　　mg／１００g

２１．０３１６４３．８１９．１２２．７１．７c３．７c６．０有機物無施用区

２１．５３０２４１．８２４．７２８．９２．６b５．３b５．９麦わら０．６t ／１０a区

２３．２３１３４４．３３３．０２３．１３．５a６．４a５．９稲わら１t ／１０a区

２３．３３４４４５．９２６．０２１．８３．６a６．３a５．８稲わら堆肥２t ／１０a区

注）同列の異種アルファベットの値はダンカンの多重比較検定により５％水準で有意差があることを示す。

第１図　無窒素区の窒素吸収量（２０００年～２００３年の
平均）

注）図中の垂線は標準誤差（n＝４）を示し，異種ア
ルファベットの値はダンカンの多重比較検定によ
り５％水準で有意差があることを示す。

kg/10a

窒
素
吸
収
量
（      
）

第２図　被覆尿素肥料の積算溶出率の推移（２００２
年）

注）２００１年，２００３年についても類似の溶出を示す。

積
算
溶
出
率
（
％
）
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第３表　代かき同時土中点播水稲の収量，収量構成要素，品質および窒素吸収量（２００１年）

検査
等級

N吸収量
kg /１０a

玄米 N
％

千粒重
g

有効茎歩合
（％）

登熟歩合
％

総籾数
＊１０００ / m２

同左
指数

玄米重
kg /１０a

わら重
kg /１０a

穂数
本 /m２

稈長
cm

窒素施肥法有機物施用

５．０８．４１．０８２１．９７４．７９０．８２７．２８２５４２７８９３８８７０．９無窒素麦わら

０．６t ／１０a区 ５．０１１．９１．１４２１．８６８．３８９．８３３．７１００６６１８８１４４２７１．９慣行７ kg

５．０１１．１１．１８２１．８８８．０８９．５３３．２９８６４９８７５４５６７４．５尿素７ kg

４．０９．８１．１４２１．９７８．５８９．４３０．４９０５９４８０９４４６７４．９尿素５ kg

６．０７．３１．１１２１．７６６．３９１．２２４．３６９４８１７５９３４２７３．２無窒素稲わら

１ t ／１０a区 ３．０１３．２１．１９２１．８６０．９８８．９３６．０１００６９９１０２２４１７７８．３慣行７ kg

３．０１１．３１．１８２１．７７２．５８９．３３３．４９３６４７９７３４２１７８．７尿素５ kg

４．０１０．６１．１６２１．７６７．８８９．７３０．５８５５９４９０３４１５７６．２尿素３ kg

２．０８．０１．１３２１．８６８．０９０．３２５．８７７５０７８４０３６２７４．５無窒素稲わら堆肥

２ t ／１０a区 ３．０１２．３１．２１２１．７６８．０８８．３３４．４１００６６０１０１３４１７７８．９慣行７ kg

４．０１０．４１．１７２１．９６９．０８９．８３２．９９６６３４９７５４１３７９．３尿素５ kg

４．０１０．３１．１７２１．８７１．１９０．０３０．７９１６０２９３０４１４８０．３尿素３ kg

注）１）わら重，玄米重，千粒重は水分１５％換算，玄米窒素含有率は乾物換算。
　　２）慣行７ kg は基肥３ kg，中間追肥２ kg，穂肥２ kg，尿素は LP５０：LPSS１００＝１：２を７ kg，５kg，３kg ／１０aを施用。
　　３）検査等級は１（１等上）～９（３等下）で示す。

第４表　代かき同時土中点播水稲の収量，収量構成要素，品質および窒素吸収量（２００２年）

検査
等級

N吸収量
kg /１０a

玄米 N
％

千粒重
g

有効茎歩合
（％）

登熟歩合
％

総籾数
＊１０００ / m２

同左
指数

玄米重
kg /１０a

わら重
kg /１０a

穂数
本 /m２

稈長
cm

窒素施肥法有機物施用

２．５５．８１．０５２２．２６３．８９３．７１９．１７１３９８４７２２４８６４．９無窒素有機物
無施用区 ３．８９．７１．１２２２．４６９．２９１．８２７．２１００５６１６７３３６９７２．８慣行７ kg

３．０９．１１．１３２２．３６９．６９２．３２６．５９７５４５６８３３６６７４．０尿素７ kg

３．３７．９１．０７２２．３６２．５９２．６２４．７９１５１１６２４３２８７１．３尿素５ kg

４．０５．８１．０３２２．３６２．０９３．５１９．１７４３９９４９０２６６６６．０無窒素麦わら
０．６t ／１０a区 ３．８８．５１．１３２２．５７１．２９１．２２６．４１００５４２６４９３５０７２．６慣行７ kg

４．５９．７１．１６２２．３８２．３９１．３２７．８１０４５６５６９８３６７７５．０尿素７ kg

３．８８．０１．０９２２．５８１．５９２．８２４．９９６５２１５９７３６３７０．８尿素５ kg

３．０７．０１．０９２２．４５９．４９３．３２２．７７８４７４６４７３３４７１．７無窒素稲わら
１ t ／１０a区 ５．０１１．１１．２０２２．１７０．６９０．０３０．７１００６１０７７８４１７７６．６慣行７ kg

３．８９．５１．１５２２．１７０．７９１．１２８．３９３５７０６９２４０１７６．６尿素５ kg

４．０９．２１．１３２２．１７１．９９１．１２７．４９１５５３７１４３７６７４．７尿素３ kg

３．５７．０１．１０２２．３６３．３９３．１２２．０７７４５７６２４３５１７１．８無窒素稲わら堆肥
２ t ／１０a区 ４．０１０．４１．１６２２．１６７．３８９．９３０．０１００５９６７６６３９２７６．８慣行７ kg

３．０９．９１．１３２２．１７５．０９１．３２８．６９７５７６７５４３８８７５．６尿素５ kg

２．８８．６１．１２２２．１７０．７９１．９２６．８９１５４３７００３６５７４．４尿素３ kg

注）１）わら重，玄米重，千粒重は水分１５％換算，玄米窒素含有率は乾物換算。
　　２）慣行７ kg は基肥３ kg，中間追肥２ kg，穂肥２ kg，尿素は LP５０：LPSS１００＝１ : ２を７ kg，５kg，３kg ／１０aを施用。
　　３）検査等級は１（１等上）～９（３等下）で示す。
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第５表　代かき同時土中点播水稲の収量，収量構成要素，品質および窒素吸収量（２００３年）

検査
等級

N吸収量
kg /１０a

玄米 N
％

千粒重
g

有効茎歩合
（％）

登熟歩合
％

総籾数
＊１０００ / m２

同左
指数

玄米重
kg /１０a

わら重
kg /１０a

穂数
本 /m２

稈長
cm

窒素施肥法有機物施用

３．５５．６１．１２２１．０８５．９９５．５１６．２６５３２３４８１２６０６３．０無窒素有機物
無施用区 ３．０９．３１．１７２１．７８６．０９３．８２４．５１００５００６３２３３１７４．１慣行７ kg

２．５１０．２１．２２２１．４８９．７９２．９２６．０１０３５１５６５７３７６７４．８尿素７ kg

２．８８．８１．２０２１．３８４．０９２．７２４．３９６４７９６１７３３７７３．１尿素５ kg

２．５６．０１．１６２１．０８２．２９４．４１７．６６９３４７４６９２７７６５．２無窒素麦わら
０．６t ／１０a区 ２．８９．２１．２０２１．６８６．８９４．５２４．７１００５０５６１２３４８７２．２慣行７ kg

２．０１０．６１．２９２１．３８３．７９１．２２７．３１０５５２９６５７３４６７７．２尿素７ kg

２．５９．０１．２３２１．３９２．３９３．３２５．１９８４９７６１６３５６７４．６尿素５ kg

４．０６．６１．１４２１．１７７．５９３．１１９．５７１３８５５６２３２８７０．７無窒素稲わら
１ t ／１０a区 ２．３１０．９１．２９２１．４８３．３９０．０２８．３１００５４３７２６３７５８０．１慣行７ kg

３．０１０．２１．２１２１．１８７．１９０．５２７．０９５５１４６８４３６０７９．７尿素５ kg

２．８９．７１．２０２１．１８８．７９３．４２６．０９４５１２６８９３５６７５．５尿素３ kg

２．５８．３１．１９２１．５８５．４９４．３２３．１７８４６５６８５３４７７４．３無窒素稲わら堆肥
２ t ／１０a区 ２．３１２．１１．２９２１．４７９．５９０．２３０．８１００５９４８０８３９５８０．６慣行７ kg

２．３１２．５１．２９２１．３８１．８８９．７３０．６９８５８３７９６３８８７９．９尿素５ kg

２．５１０．４１．２１２１．２７２．６９３．２２７．６９２５４５７５５３５１７８．８尿素３ kg

注）１）わら重，玄米重，千粒重は水分１５％換算，玄米窒素含有率は乾物換算。
　　２）慣行７ kg は基肥３ kg，中間追肥２ kg，穂肥２ kg，尿素は LP５０：LPSS１００＝１ : ２を７ kg，５kg，３kg ／１０aを施用。
　　３）検査等級は１（１等上）～９（３等下）で示す。

第６表　代かき同時土中点播水稲の収量，収量構成要素，品質および窒素吸収量（２００１年～２００３年の平均）

検査
等級

N吸収量
kg /１０a

玄米 N
％

千粒重
g

有効茎歩合
（％）

登熟歩合
％

総籾数
＊１０００ / m２

同左
指数

玄米重
kg /１０a

わら重
kg /１０a

穂数
本 /m２

稈長
cm

窒素施肥法有機物施用

３．０５．７１．０９２１．６７４．８９４．６１７．７６８３６０４７７２５４６４．０無窒素有機物
無施用区 ３．４９．５１．１５２２．１７７．６９２．８２５．９１００５３１６５２３５０７３．５慣行７ kg

２．８９．７１．１８２１．８７９．６９２．６２６．３１００５３０６７０３７１７４．４尿素７ kg

３．０８．３１．１４２１．８７３．３９２．６２４．５９３４９５６２１３３２７２．２尿素５ kg

３．８６．７１．０９２１．７７３．０９２．９２１．３７５４２９５８３３１０６７．４無窒素麦わら
０．６t ／１０a区 ３．８９．８１．１６２２．０７５．４９１．９２８．３１００５６９７１４３８０７２．２慣行７ kg

３．８１０．５１．２１２１．８８４．７９０．７２９．４１０２５８１７４３３９０７５．６尿素７ kg

３．４８．９１．１５２１．９８４．１９１．８２６．８９５５３７６７４３８８７３．４尿素５ kg

４．３７．０１．１１２１．７６７．７９２．５２２．２７２４４７６５６３３５７１．９無窒素稲わら
１ t ／１０a区 ３．４１１．７１．２３２１．８７１．６８９．６３１．７１００６１７８４２４０３７８．３慣行７ kg

３．３１０．３１．１８２１．６７６．８９０．３２９．６９４５７７７８３３９４７８．３尿素５ kg

３．６９．８１．１６２１．７７６．１９１．４２８．０９０５５３７６８３８２７５．５尿素３ kg

２．７７．８１．１４２１．９７２．２９２．６２３．６７７４７６７１６３５３７３．５無窒素稲わら堆肥

２ t ／１０a区 ３．１１１．６１．２２２１．７７１．６８９．５３１．７１００６１７８６３４０１７８．８慣行７ kg

３．１１０．９１．１９２１．７７５．２９０．２３０．７９７５９８８４２３９６７８．３尿素５ kg

３．１９．８１．１７２１．７７１．５９１．７２８．４９１５６３７９５３７７７７．８尿素３ kg

注）１）わら重，玄米重，千粒重は水分１５％換算，玄米窒素含有率は乾物換算。
　　２）慣行７ kg は基肥３ kg，中間追肥２ kg，穂肥２ kg，尿素は LP５０：LPSS１００＝１ : ２を７ kg，５kg，３kg ／１０aを施用。
　　３）検査等級は１（１等上）～９（３等下）で示す。



　（３）稲わら連用区

　尿素５ kg 区では慣行７ kg 区に比べ，穂数は同程

度であるが，総籾数，窒素吸収量が少なく，３ヵ年

平均で６％（２００１年，２００２年は７％，２００３年は５％）

減収したものの，収量は５７７kg ／１０aと高く，玄米

窒素含有率は１．１８％で低かった（第３表～第６表）。

さらに，尿素３ kg 区では慣行７ kg 区に比べ，穂数，

総籾数，窒素吸収量がさらに少なく，１０％（２００１年

は１５％，２００２年は９％，２００３年は６％）程度減収し

たが，５５３kg ／１０aの収量で玄米窒素濃度は１．１６％

と低めであった（第３表～第６表）。なお，千粒重

は尿素５ kg 区で慣行７ kg 区に比べわずかに低く，

玄米の検査等級は処理間差がなかった（第６表）。

　（４）稲わら堆肥連用区

　尿素５ kg 区では慣行７ kg 区に比べ，穂数はほぼ

同等で，総籾数，窒素吸収量がやや少なく，収量も

５９８kg ／１０aで３％（２００１年は４％，２００２年は３％，

２００３年は２％）減にとどまり，玄米窒素含有率は

１．１９％でやや低めとなった（第３表～第６表）。ま

た，尿素３ kg 区では尿素５ kg 区より穂数，総籾数，

窒素吸収量が少ないため，収量が５６３kg ／１０aで，

慣行７ kg 区に比べ９％（２００１年は９％，２００２年は

９％，２００３年は８％）の減収となったが，玄米窒素

含有率は１．１７％とやや低めとなった（第３表～第６

表）。なお，千粒重，検査等級は尿素５ kg 区，尿素

３ kg 区とも慣行７ kg 区と同じであった（第６表）。

４．考　察

　本試験では，慣行施肥栽培に対し５％以内の減収

にとどまること，福岡県のヒノヒカリの目標収量

（低地力水田で５１０kg ／１０a，中地力水田で５３０kg ／

１０a，高地力水田で５５０kg ／１０a以上）６）を下回らな

いこと，および食味に関連する玄米窒素含有率が

１．３％以下２，３）となることの３つの基準から窒素地

力に応じた適正減肥量を判断した（第３表～第６

表）。

　有機物無施用区のように熱水抽出性窒素４mg／

１００g以下で地力の低い圃場では LP５０＋ LPSS１００

（１：２）タイプの被覆尿素肥料を使用する場合，

穂肥Ⅱを省略している分，窒素５kg／１０aでは減収

となり，福岡県の目標収量５１０kg ／１０aを達成でき

ず，窒素７kg／１０aで慣行施肥量の７kg／１０aの場

合と同等の収量となるため，減肥はできないと考え

られた（第４表～第６表）。

　次に，地力が中程度（熱水抽出性窒素５mg／

１００g程度）の麦わら０．６t ／１０a連用区および地力中

～高の稲わら１ t ／１０a連用区（熱水抽出性窒素６

mg／１００g程度）では，慣行施肥量７ kg ／１０aの

３０％減の窒素５kg／１０aでも地力窒素の吸収量が有

機物無施用区に比べ多いため，６％程度の減収にと

どまり，玄米窒素含有率も１．３％を超えることが無

いため，窒素５kg／１０aまでの減肥が可能と考えら

れた（第３表～第６表）。

　さらに，熱水抽出性窒素が６mg／１００g程度で地

力の高い稲わら堆肥２ t ／１０a連用区では，３０％減

肥の窒素５kg／１０aでは３％程度のわずかな減収に

とどまり，玄米窒素含有率も１．３％を超えることが

無く，５％以内の減収にとどめるならさらなる減肥

も可能と考えられた（第３表～第６表）。

　以上のことから，水稲「ヒノヒカリ」の代かき同

時土中点播栽培で LP５０＋ LPSS１００（１：２）タイ

プの被覆尿素肥料を使用する場合，慣行施肥栽培

（窒素７ kg ／１０a）に対し，窒素地力の低い圃場で

は，減肥しないで窒素７ kg ／１０a，地力が中程度の

圃場では３０％減肥の５kg／１０a程度，高地力圃場で

は５kg／１０a程度か，さらに減肥できる可能性があ

り，窒素施用量としては穂肥Ⅱを実施していた場

合５，６）と類似の結果が得られた。なお，大分県の場

合７）は，本試験とやや異なる結果となっているが，

本試験では慣行栽培に対し，５％までの減収を許容

していることや供試土壌の違いが影響しているもの

と考えられる。

５．要　約

　暖地細粒灰色低地土水田において，肥効調節型肥

料を用いて２回目の穂肥を省略する代かき同時土中

点播水稲の減肥率は明らかでない。そこで，有機物

長期連用条件下で地力窒素発現量が異なる水田にお

ける省力・環境保全的施肥技術を開発することをね

らいとして，肥効調節型肥料の１つである被覆尿素

の減肥率を，１）慣行施肥に対し５％以内の減収に

とどまること，２）低地力水田で５１０kg ／１０a，中地

力水田で５３０kg ／１０a，高地力水田では５５０kg ／１０a

という目標収量を下回らないこと，３）玄米窒素含
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有率が１．３％を超えないことの３つの観点から明ら

かにした。

　年次変動が少ないため熱水抽出性窒素を指標とし

て，地力窒素を類型化した。有機物無施用圃場のよ

うに地力の低い土壌（熱水抽出性窒素４mg／１００g

以下，以下同様）では慣行施肥と同量の窒素７ kg

／１０a程度が被覆尿素肥料の施用量に適していた。

麦わら連用圃場のように地力が中程度の土壌（５

mg／１００g程度）や，稲わら連用圃場あるいは稲わ

ら堆肥連用圃場のように地力が中～高の土壌（６

mg／１００g程度）のいずれの場合も被覆尿素肥料の

基肥窒素施用量としては３０％減肥の５kg／１０a程度

が適していると考えられた。ただし，稲わら堆肥連

用圃場の場合，５％以内の減収にとどめるならさら

なる減肥も可能と考えられた。なお，被覆尿素肥料

の減肥栽培により千粒重がやや低下するものの，玄

米の検査等級にはほとんど影響がなかった。
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（２０００）打ち込み式代かき同時土中点播直播水
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１３）大場和彦（２００４）２００３年の九州沖縄地域の気象
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土屋ら：水稲に対する被覆尿素肥料の施用技術
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１．研究目的

　今日，大豆の自給率向上が大きな課題となってい

る。大豆は窒素固定を行うマメ科に属し，その栽培

後は土壌からの窒素供給が多くなる。このため，こ

れまでの水稲と小麦を主とした水田輪作体系に大豆

を導入する場合，小麦栽培時の窒素施肥量を慣行よ

りも減らす必要がある２）。そこで，適正な窒素施肥

量を把握するため，夏作として水稲の代わりに大豆

を栽培し，その後の冬作である小麦の窒素吸収量と

土壌の窒素供給量に与える影響を調べた。また，前

作作物残渣の土壌への鋤込は，水田輪作体系にとっ

て無機養分を土壌に再蓄積する点から重要と考えら

れるが，作業上邪魔になったり後作の生育を低下さ

せるため，積極的に行われていない。そこで，稲麦

藁処理の違いが小麦の生育と土壌の窒素供給量に与

える影響についても併せて調べた。

２．研究方法

　福岡県筑後市の隣接する３つの輪作圃場（細粒灰

色低地土）において，２００１～２００３年に前作として水

稲または大豆を栽培した後の小麦栽培への前作の影

響を調べた。各圃場の作物と作期は第１表に示した。

各圃場には稲麦藁処理が異なる区として鋤込区と持

出区を設けた。大豆作後は残渣を持ち出すことが実

際に想定されないため全て鋤込んだ。前作（大豆／

水稲）や稲麦藁処理の影響を明確に把握できるよう

に全期間で無施肥とし，特に記載しない場合はこの

無施肥区における試験結果を示した。なお，２００２年

には施肥区を設け，１１g m－２（標肥区）または６

g m－２（減肥区）の窒素を施用し，基肥：追肥１

（２月７日）：追肥２（３月５日）＝５：３：３（標

肥），２．５：２：１．５（減肥）の比とした。なお，小

麦は条間と株間をそれぞれ２５cmとして，２００１年１２

月１１日と２００２年１１月２９日に８g m－２を播種し，それ

ぞれ２００２年５月２８日と２００３年５月２８日に収穫した。

　各試験区の作土層（約１５cm）から採取（２００２年

１０月３０日，２００３年１０月１７日）した土壌を風乾し，無

機養分量を分析した。また，２００３年の夏作後（大豆

作後１１月１３日，水稲作後１０月１７日）に採取した土壌

を風乾し，最大容水量の６０％となるよう土壌水分を

調整し，３０℃の畑条件で４週間培養後，無機態窒素

量を分析した。

　大豆作後に圃場に残された大豆の落葉および茎莢

の量を福岡県筑後市と夜須町の圃場で調査した。ま

た，２００１年に筑後市の圃場で採取したこれらの大豆

残渣について，窒素と炭素の含有率を測定した。さ

らに，１００g L－１KCl 水溶液による抽出液（抽出比

１：１０）の無機態窒素および硫酸分解で増加する無

機態窒素を分析し，これらから残渣の無機態窒素お

よび可溶性有機態窒素の含有率を求めた。また，大

豆残渣と併せて比較のために水稲と小麦の藁につい

ても分析した。

３．結　果

　各圃場の土壌特性において大きな差異はなかった

（第２表）。

　大豆栽培後の残渣量を調査した結果，乾物当たり

落葉は１１０～２２０g m－２，茎莢は１６０～２６０g m－２で

あった（第３表）。２００１年に圃場１または圃場２の

持出区で採取した残渣の窒素含有率は，大豆の落葉

が１５mg g－１，茎莢が５．９mg g－１，稲藁が６．８mg g－１，

麦藁が６．４mg g－１であった（第４表）。また，いず

れにおいても，可溶性有機態窒素はある程度存在し

原ら：小麦生育における前作物と稲麦藁処理の影響
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輪作圃場の小麦生育における前作物（大豆／水稲）と 
稲麦藁処理の影響

原　嘉隆・古畑昌巳１）・山下　浩１）・土屋一成・草　佳那子

（２００４年１１月３０日　受理）

九州沖縄農業研究センター水田作研究部水田土壌管理研究室：〒８３３－００４１　福岡県筑後市和泉４９６
１）九州沖縄農業研究センター水田作研究部水田作総合研究チーム



九州沖縄農業研究センター研究資料　第９１号（２００５）

―　70　―

第２表　各圃場の土壌特性

圃場３圃場２圃場１
０．８９a ０．８９a ０．８８a仮比重
６．０ab６．１b ６．０apH
７５３a ７３５a ７７１aリン酸吸収係数
２２３b １９７a    ２０８abCEC（molc g－１）
２．６a ２．０b ２．５a全窒素（mg g－１）
１４３c １０２b ８６a有効態 P（μg g－１）
２０３a １６５a １４７a交換性K（μg g－１）
２５５b ２５２ab２２５a交換性Mg（μg g－１）
２．６b ２．６b ２．３a交換性 Ca（mg g－１）

注）全て乾土当たりの値。２００２/１０/３０と２００３/１０/１７に採取し
た土壌から分析した平均値。同じ記号が付く値は圃場
間で有意な差（５％）がないことを示す。

第３表　大豆残渣の量

茎莢量（g m－２）落葉量（g m－２）
採取日

畝幅
（m）

試験区
標準誤差平均標準誤差平均
８２６５３１６０

２００１/１１/１
０．４

夜須
５１６４１４１６００．６
５２３４１３１１２

２００１/１１/１
０．７S

筑後
１５２３３１４１６２０．７M
－－１０２２３２００２/１０/２９０．８M筑後

注）全て乾物当たりの値。試験区の稲麦藁処理を S（鋤込）
およびM（持出）で示した。

第４表　残渣の窒素含有率

可溶性有機態N＊

（mg g－１）
NO３－－N
（mg g－１）

NH４＋－N
（mg g－１）

窒素含有率
（mg g－１）

C/N

２．５０．０６０．２９１５．０２６大豆落葉
２．００．１８０．１８５．９７６大豆茎莢
１．００．０１０．１１６．８５８稲藁
２．２０．０００．２１６．４７０麦藁

注）全て乾物当たりの値。２００１年に圃場１または圃場２の持出区で採取した残渣を分析した。可
溶性有機態N＊：１００g L－１ KCl 抽出液の硫酸分解によるアンモニウム態窒素の増加量。

第１表　試験区の詳細

２００３年
　夏冬

２００２年
　夏冬

２００１年
　夏

稲麦藁
処　理

圃場
番号

鋤込
（S）

１
持出
（M）
鋤込
（S）

２
持出
（M）
鋤込
（S）

３
持出
（M）

注）図中の矢印は作物地上部残渣の土壌への鋤込（S）と圃場外への持出（M）の処理を示す。藁の鋤込量（風乾）は，２００１
年水稲が（２）７００，（３）７００g m－２，２００１年小麦が（１）５６０，（２）７００，（３）４００g m－２，２００２年水稲が（１）８３０，
（３）８４０g m－２，２００２年小麦が（１）５００，（２）６９０，（３）４４０g m－２であった。（括弧内は圃場番号）。全ての圃場につい
て２０００年の夏作は水稲で冬は休閑であった。品種について，水稲はふくいずみ（ただし，２００１年圃場３はヒノヒカリ，
２００２年圃場３はどんとこい），大豆はサチユタカ，小麦はイワイノダイチを用いた。



たが，無機態窒素は少なかった。C／ N比は大豆落

葉≪稲藁＜麦藁＜大豆茎莢であり，大豆落葉が他と

比べて顕著に低かった。

　窒素施肥時（標肥区／減肥区）の小麦子実収量を

比較すると，大豆作後は減肥区でも顕著に低下しな

かったが，水稲作後では減肥区で２割程度有意に低

下した（第１図）。

　無施肥区における小麦の窒素吸収量は，大豆作後

が水稲作後に比べて有意に高かった（第２図）。ま

た，大豆作後の窒素吸収量は稲麦藁処理による有意

差がなかったが，水稲作後は鋤込区が持出区より平

均１．６g m－２有意に低くなった。また，稲麦藁の影

響が無い持出区の場合，大豆作後が水稲作後より窒

素吸収量が平均１．３g m－２有意に高くなった。

　小麦作の後作となる水稲の窒素吸収量は，前々作

（大豆／水稲）の違いで有意な差がみられなかった

（第３図）。ただし，水稲作後の鋤込区は他より有意

に低くなった。

原ら：小麦生育における前作物と稲麦藁処理の影響
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第２図　無施肥区の収穫時小麦生育量
注）試験区の稲麦藁処理を S（鋤込）およびM（持出）で
示した。

第３図　無施肥区の収穫時水稲生育量
注）試験区の稲麦藁処理を S（鋤込）およびM（持出）で
示した。２００２年収獲の結果（大豆作後圃場１，水稲
作後圃場３）を示した。
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第１図　小麦収量における前作と施肥の影響
注）標肥の窒素施肥量は１１ g m－２，減肥は６ g m－２。
　　２００３年収穫。稲麦藁処理の区別をしなかった。

第４図　前作と稲麦藁処理が土壌の窒素供給量に及
ぼす影響

注）試験区の稲麦藁処理を S（鋤込）およびM（持
出）で示した。土壌は２００３年夏作後に採取。乾
土当たりの値。



　土壌の窒素供給量に相当する培養後無機態窒素量

は，大豆作後が水稲作後より平均で２８μg g－１有意

に高く，鋤込区が持出区より平均で１２μg g－１有意

に高かった（第４図）。

　鋤込区は持出区に比べて，交換性カリウム（K）

が平均で７４μg g－１有意に高かった（第５図）。ただ

し，栽培年での有意差はなかった。

４．考　察

　大豆作後の小麦収量は窒素５g m－２の減肥でほと

んど低下しなかったが，水稲作後は同等の減肥で減

少した（第１図）。この結果から，大豆作後は水稲

作後に比べて窒素施肥量を５g m－２程度減らせるこ

とが示唆された。同様な大豆作後と水稲作後の小麦

栽培試験でも，窒素施肥量を２g m－２以上減らせる

ことが報告されている２）。

　土壌からの窒素供給量は，無施肥区における小麦

の窒素吸収量で示されると考えられる。残渣の影響

を無視できる持出区の結果によれば，大豆作後は水

稲作後よりも窒素吸収量が平均１．３g m－２多かった

（第２図）。一連の試験において，窒素施肥量に対す

る窒素吸収量の割合を示す施肥窒素効率は４０％程度

であったので（第６図），大豆作後の窒素施肥量は

水稲作後に比べて計算上３．４g m－２（＝１．３÷４０％）

減らせることが期待できる。ところが，施肥区では

窒素施肥量を５g m－２減らしても子実収量が変わら

なかった。この理由として，標肥区の窒素施肥量が

元々小麦の必要量以上に多かったか，無施肥区では

小麦の生育が小さいために根圏も小さく，窒素吸収

量の差が小さくなったという可能性が考えられた。

　大豆作後は水稲作後より土壌の窒素供給量に相当

する培養後無機態窒素量が平均で２８μg g－１多かっ

た（第４図）。面積当たりの乾土量を１００kg m－２と

すると，大豆作後は水稲作後より土壌の窒素供給量

が２．８g m－２多いと試算され，この値は先程の試算

から得られた３．４g m－２よりもやや小さいが，土壌

の窒素供給量の増加で小麦の窒素吸収量の増加をあ

る程度説明できることが示唆された。

　上記の培養後無機態窒素量は残渣を除いて分析し

ているので，次に前作残渣の影響について考察する

と，第３表における残渣量の平均値は大豆落葉

１６３g m－２，茎莢２２４g m－２であるので，第４表の窒

素含有率をかけると大豆落葉２．４g m－２，茎莢

１．３g m－２となり，合計３．８g m－２の窒素が圃場に入

ると試算された。同様に，鋤込量（第１表）の平均

を用いて水稲作後の稲藁を７５０g m－２とすると，窒

素５．１g m－２と試算された。この試算によれば，残

渣によって圃場に戻される窒素量は，水稲作後が大

豆作後より多かったことになる。

　しかし，無施肥区における水稲作後の稲藁鋤込で
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第５図　土壌の交換性カリウムにおける残渣処理の
影響

注）試験区の稲麦藁処理を S（鋤込）およびM（持
出）で示した。土壌は２００２，２００３年の夏作後に
採取。乾土当たりの値。数字は圃場番号を表す。

第６図　小麦作における窒素施肥量と窒素吸収量
注）２００２年収穫の試験結果から得られた。同じ記号
は基肥：追肥１：追肥２における窒素施肥量の
比が同じことを示す。



顕著に小麦の生育が低下した（第２図）。これは，

稲藁分解によって土壌中の窒素が有機化され，小麦

の生育初期に無機態窒素が不足するためと考えられ

た。ただし，施肥区では顕著な低下がなく，初期の

窒素施肥で緩和されると考えられた。なお，小麦の

後作である水稲の窒素吸収量も鋤込区でわずかに低

下し，麦藁でも鋤込の影響がみられたが，稲藁と比

べて顕著ではなかった（第３図）。

　この試験では全ての圃場で大豆作後に大豆残渣を

鋤込んでいるが，大豆残渣の鋤込では水稲作後の稲

藁の鋤込と比較して顕著な小麦の生育低下は起きな

かった（第２図）。これは大豆落葉のC／ N比が他

の残渣と比較して低く（第４表）窒素の無機化が速

いことと前述のように土壌からの窒素供給量が多い

ためと考えられる。しかし，その大豆落葉でも窒素

無機化率で２０％程度１），小麦の窒素吸収量への寄与

率で１０％程度３）と報告されている。大豆落葉につ

い て，こ の 窒 素 無 機 化 率（２０％）と 窒 素 量

（２．４g m－２）との積から残渣からの窒素供給量は

０．５g m－２程度となる。なお，土壌の窒素供給量

２．８g m－２にこの値を足すと３．３g m－２となり，窒素

吸収量からの試算値と近くなる。従って，これらの

試算はある程度妥当性があると考えられた。

　残渣を除いた土壌のみの培養では顕著な窒素の有

機化は起きず，持出区より鋤込区で土壌窒素供給量

が多かった（第４図）。鋤込まれた残渣は後作にお

ける窒素供給源となりにくいばかりか水稲残渣のよ

うに後作の生育を低下させるが，分解後は土壌の窒

素供給量を増加させると考えられた。上記で試算し

たように水稲作後は稲藁として窒素５．１g m－２が鋤

込まれるが，同様な試算から小麦作後は麦藁

５５０g m－２として窒素３．５g m－２が鋤込まれると試算

される。従って，稲麦藁の鋤込を継続した圃場では

これらの稲麦藁由来の窒素が徐々に無機化されるた

め，土壌からの窒素供給量が増加したと考えられる。

３年３作の稲麦藁処理の違いによる土壌からの窒素

供給量の差は平均１２μg g－１であり（第４図），この

差は面積当たりの乾土量を１００kg m－２として試算す

ると，１g m－２程度の窒素施肥量に相当し，窒素施

肥量を１g m－２程度減らすことが可能であることを

示唆していた。また，交換性カリウム（K）も鋤込

で平均７４μg g－１高く（第５図），上記と同様の試算

から０．７g m－２程度に相当すると考えられた。この

ことは，稲麦藁を長期に鋤込むことによってカリウ

ム施肥量も減らせる可能性を示していた。

５．要　約

　稲麦藁処理を変えて３年５作の輪作（大豆／水稲

－小麦）を行い，小麦作における夏作（大豆／水

稲）と稲麦藁処理（鋤込／持出）の影響を調べた。

大豆作後の小麦収量は窒素施肥を５g m－２減らして

も低下しなかったが，水稲作後は２割程度低下した。

そこで，それぞれの無施肥区において小麦の窒素吸

収量を比較したところ，大豆作後は水稲作後より

３．４g m－２程度窒素が多く供給されると試算された。

また，稲麦藁を鋤込むと無施肥では後作小麦の生育

が低下したが，土壌からの窒素とカリウムの供給量

がいずれも１g m－２程度増えるため，長期的な稲麦

藁鋤込によってこれらの施肥量を減らせると考えら

れた。
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１．研究目的

　暖地の水稲湛水直播栽培では，水稲の出芽・苗立

ちの安定に加えて，スクミリンゴガイによる食害を

回避するため，播種直後から落水管理や潤土管理が

行われる。落水や潤土条件下では雑草が多発する事

例３，４，６）が報告されており，そのことが暖地の水稲

湛水直播栽培の雑草防除をより困難なものとしてい

る。そこで，水稲湛水直播栽培における効果的な雑

草防除法確立のための基礎資料を得るため，播種後

の水管理条件が雑草の発生に及ぼす影響を調査した。

２．研究方法

　１）主要水田雑草の発生に及ぼす落水の影響

　１９９５年６月９日，福岡県筑後市内の農家圃場に代

かき同時土中点播機で酸素発生剤被覆種子（品種：

ヒノヒカリ）を播種した。播種後３日間は湛水とし，

その後９日間，１８日間および２８日間の各落水期間を

設けた。また，対照として常時湛水する区を設けた。

各区３．６m２とし反復は設けなかった。落水区では降

雨によって滞水しないように排水溝を設け，落水期

間終了時には，いずれも幅１ cm程度のひびが入っ

ている状態であった。雑草は自然発生とし，各試験

区内に５０cm×５０cmの枠を２反復で設け，約５日お

きに雑草を抜き取って草種別の発生本数を調査した。

　２）田畑共通雑草の発生消長に及ぼす水管理条件

の影響

　試験は九州農業試験場水田利用部（福岡県筑後

市）で行った。１９９７年１月に，戸外に設置した

５０cm角コンクリートポットに，約１５０℃で２時間以

上乾熱処理をして雑草種子を死滅させた水田土壌

（灰色低地土）を充填し，試験前年秋に筑後市内で

採集したアゼガヤ，クサネム，タカサブロウおよび

アメリカセンダングサの種子各１，０００粒を表層約

１０cmに混入した。同年６月２日に耕起，代かきお

よび水稲播種を行い，落水区として１０日間および２０

日間の落水期間を設定した。また，対照として常時

湛水区を，比較として耕起のみを行い水稲を播種し

た乾田直播区を設け，それぞれ２ポットずつ準備し

た。ポットは，落水期間および乾田期間中も土壌表

面が白く乾燥しない程度に適宜潅水し，５日おきに

各ポット内の雑草を全て抜き取って発生本数を調査

した。なお，乾田直播区では，水稲播種後２０日目か

ら湛水した。

３．結　果

　１）主要水田雑草の発生に及ぼす落水の影響

　供試圃場では，ヒメタイヌビエ，タマガヤツリ，

アゼナ，キカシグサ，コナギおよびホソバヒメミソ

ハギの発生が認められた。各草種とも落水区では，

落水期間中および再湛水後にも発生が認められた。

ヒメタイヌビエ，アゼナおよびキカシグサでは常時

湛水区よりも落水区で発生本数が多く，ヒメタイヌ

ビエおよびアゼナでは９日間の落水よりも１８日間以

上の落水で，キカシグサでは９日間および１８日間の

落水よりも２８日間の落水で発生本数が多かった。こ

れらの結果には落水期間中における発生本数の多少

が影響した。一方，タマガヤツリ，コナギおよびホ

ソバヒメミソハギの発生本数に対する落水処理の影

響は判然としなかった（第１表）。

　雑草の発生期間は常時湛水区よりも落水区で長く

なる傾向が認められ，ヒメタイヌビエにおける累積

出芽率の推移は，落水条件で緩やかになった（第１

図）。各草種とも，水稲播種日から累積出芽率が
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９０％に達するまでの期間は，落水期間の延長に伴っ

て長くなった（第１表）。

　２）田畑共通雑草の発生消長に及ぼす水管理条件

の影響

　常時湛水区における発生は，アゼガヤでは認めら

れず，クサネム，タカサブロウおよびアメリカセン

ダングサでは水面に浮遊した種子の発芽が認められ

た。この内，アメリカセンダングサの発芽は極わず

かであった。一方，乾田直播区では，各草種とも水

稲播種後から発生が認められ，湛水開始前の２０日目

まで発生が続いた（第２表）。

　落水区では，各草種とも落水期間内のみに発生が

認められた。いずれも落水後５日目までの発生が最

も多く，初期に集中する傾向がみられた。クサネム，

タカサブロウおよびアメリカセンダングサでは大半

九州沖縄農業研究センター研究資料　第９１号（２００５）
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第１表　雑草の発生本数と発生消長に及ぼす落水期間の影響

９０％発生日
（播種後日数）

発生本数（本／㎡）
水管理草　　種

合　計湛水後落水期間
１５６４±　６６４±　６－常時湛水ヒメタイヌビエ
２０１２６±３１６２±　３６４±３４９日間落水
２５３１６±　６６０±１１２５６±１７１８日間落水
３１２４６±　９１８±　９２２８±１７２８日間落水
２０３２±１１３２±１１－常時湛水タマガヤツリ
３１４８±　６２６±　９２２±　３９日間落水
３５５４±　３１８±　３３６±　６１８日間落水
４１４６±１４１２±　６３４±　９２８日間落水
２５７０±　９７０±　９－常時湛水アゼナ
３１１１４±　９７０±　３４４±１１９日間落水
４１１５６±１７５０±　９１０６±２６１８日間落水
４１１６０±１７３０±　３１３０±１４２８日間落水
２５６４±　９６４±９－常時湛水キカシグサ
３５９８±　９６４±１１３４±　３９日間落水
４１９４±　９４８±　０４６±　９１８日間落水
４１１５８±　３４４±１１１１４±　９２８日間落水
２０４０±　０４０±　０－常時湛水コナギ
２０３６±　６２０±　６１６±　０９日間落水
２５４２±　３１０±　３３２±　６１８日間落水
３５５０±　３１０±　３４０±　０２８日間落水
２０２４±　６２４±　６－常時湛水ホソバヒメミソハギ
３１２０±　６１４±　９６±　３９日間落水
４１４８±１１２０±　０２８±１１１８日間落水
４１３０±　３８±　０２２±３２８日間落水

注）a）１９９５年６月９日に，水稲を代かき同時播種した（圃場試験）。
　　b）落水処理は水稲播種後３日目から行った。
　　c）落水期間の発生本数は，９日間落水は水稲播種後１０日目までの本数，以下同様に，１８日間は２０日

目まで，２８日間は３１日目までの本数とした。平均±標準偏差で示した。

第１図　ヒメタイヌビエの発生消長に及ぼす落水期
間の影響

注）試験条件は第１表と同じ



が播種後１０日目までに発生したが，アゼガヤの２０日

間落水区では，播種後２０日目まで発生が多かった。

　全調査期間の発生本数についてみると，各草種と

も２０日間落水した区が最も多かった。タカサブロウ

およびアメリカセンダングサでは，１０日間落水した

区の発生本数も同様に多かったが，アゼガヤおよび

クサネムでは１０日間落水した区と乾田直播区の発生

本数はほぼ同等であった。

４．考　察

　一般に，水稲直播栽培では移植栽培に比べて雑草

発生量が多く，雑草防除が困難であると言われる。

また，九州地域における水稲湛水直播栽培では，水

稲播種時期の高温や麦ワラ散布の影響等に対して出

芽率向上のために芽干しが行われる１，８）が，芽干し

によって雑草の発生が多くなるという報告３，６）もあ

る。加えて近年では，沿岸地域を中心として問題と

なっているスクミリンゴガイによる食害回避のため

に，比較的長期間の落水管理や潤土管理が必要２）

とされている。本研究は，そのような水管理条件下

における雑草発生の特徴を明らかにし，防除上の問

題点を明確にすることを目的として行った。

　まず，雑草の草種についてみると，本研究の圃場

試験で発生が認められた草種は，移植栽培で認めら

れる草種と同様であったことから，移植栽培から湛

水直播栽培への切り替え初期の段階では，草種につ

いて際立った変化はないものと考えられる。しかし

ながら，ポット試験で明らかとなったように，常時

湛水条件では発生しなかったアゼガヤが落水条件で

発生するなど，初期に落水管理をする湛水直播栽培

を継続した場合には，通常の移植栽培では発生しな

い，あるいは発生が少ない草種の増加に繋がる可能

性があるものと推察される。特に，本研究で取り上

げたクサネム，タカサブロウおよびアメリカセンダ

ングサは，何れも水田および畑地双方に発生する田

畑共通雑草であり，これらの草種の発生本数が落水

条件で最も多かったという結果は，湛水直播栽培の

継続においては，通常の水田雑草種に加えて，これ

ら田畑共通雑草の動態に対して十分な注意を払う必

要があることを示している。

　次に，全体の雑草発生量および発生消長に関して，
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第２表　田畑共通雑草の発生数（本／ポット）の推移

耕起・代かき後日数落水期間
（日）

草種
合　計４１－５０（日）３１－４０２１－３０１６－２０１１－１５６－１００－５
０±０００００００００アゼガヤ
５８±１００００００１７４１１０
１１７±２５０００１５２６２２５４２０
７２±１０００１０２３２９１０乾直＊
５５±１８００００００５５（５５）０クサネム
４９±８０００００１４３５１０
６１±３０００１２１６４２２０
４８±３０００５１０２１１２乾直＊
７４±７００００００７４（７４）０タカサブロウ

１５９±３４０００００５５１０４１０
１６５±２４０００１４５０１１０２０
６１±１００００８１８２５１０乾直＊
７±３００００００７（７）０アメリカセンダングサ
７９±３９０００００１６６３１０
１０６±２５０００３４２４７５２０
５３±６０００６１２３１４乾直＊

注）a）試験は１９９７年に５０cm角コンクリートポットで行った。１９９７年１月に各草種の種子約１０００粒を土壌に混入し，６月２日
に耕起・代かき・水稲播種を行った。落水は播種直後に行った。

　　b）（　）内は水面に浮遊していた本数。合計は平均±標準偏差。
　　c）＊乾直は，乾田直播栽培における発生本数（水稲播種後２０日目から湛水した）。
　　d）網掛け部分は落水または乾田期間を示す。



落水条件では常時湛水条件よりも発生期間が長くな

り，一部の草種では発生本数が多くなった。また，

田畑共通雑草の発生は落水後の初期に集中した。こ

れらのことは，初期に落水管理をする湛水直播栽培

における雑草防除が，移植栽培や落水管理をしない

湛水直播栽培に比べてより困難であることを端的に

示している。また，圃場試験では全ての草種で落水

期間中と再湛水後に発生が認められた。現在の直播

水稲用の一発処理型除草剤の適用晩限であるノビエ

３葉期には，九州地域では代かき後概ね２週間程度

で達すると推察される７）が，初期の落水が比較的

長期間に渡る場合には，落水期間中の雑草防除と，

再湛水後の雑草防除とが不可欠であることを示して

いる。

　水稲直播栽培における雑草防除の困難性は，移植

栽培によって得られるイネの雑草に対する生育の優

位性が失われることに起因するとされている５）。ま

た，除草剤等の雑草防除手段の制約もその一因であ

ろう。本研究で得られた知見は，それら直播栽培に

おける根本的な問題に加えて，湛水直播栽培の水管

理条件によって雑草問題がさらに複雑化することを

示している。省力・低コスト技術である水稲湛水直

播栽培を定着させるためには，これらの問題を解決

し，的確な雑草防除体系の確立が望まれる。

５．要　約

　暖地水稲湛水直播栽培において出芽・苗立ちの安

定およびスクミリンゴガイによる食害回避のために

実施される播種後の落水管理によって，一部の草種

では発生本数が多くなる傾向が認められ，落水期間

の延長によって雑草の発生期間が長くなった。田畑

共通雑草のクサネム，タカサブロウおよびアメリカ

センダングサの発生は落水条件で多く，落水後の初

期に集中した。
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１．研究目的

　暖地における水稲湛水直播栽培では，スクミリン

ゴガイによる食害回避１）や水利慣行の制約などか

ら，水稲播種直後から比較的長期間にわたって落水

管理が行われることがあるが，その場合，現行では

除草剤の使用回数が通常よりも１～２回多くな

り２，４），直播栽培のメリットであるコスト低減に繋

がっていない。そこで，長期の落水管理に対応した

低コストで簡便な雑草防除技術を確立するため，水

稲播種直後に乳剤等を原液処理する雑草防除法を検

討した。

２．研究方法

　試験は九州沖縄農業研究センター水田作研究部

（２００１年度までは九州農業試験場水田利用部，福岡

県筑後市）で行い，①圃場を畦畔板で細かく仕切っ

た精密圃場試験，②１／５，０００aポット試験，③実

規模的試験により実施した。水稲はすべて品種「ヒ

ノヒカリ」を用い，酸素発生剤を被覆した。供試し

た除草剤の概要を第１表に示した。

　１）各種初期除草剤の水稲播種直後処理における

適用性の検討

　精密圃場試験により実施した。試験は１９９９年およ

び２０００年に行い，１９９９年は５月１９日および６月１０日，

２０００年は６月１５日に播種を行った。

　［１９９９年５月１９日播種試験］代かき同時土中点播

機で水稲種子を条間３０cm，株間２０cmで乾籾約３ kg

／１０ａ相当を播種深度約１ cmで播種した。播種直

後に水深約３ cmに湛水し，第２表に示す除草剤を

処理した。その後自然落水し，表面水は約３日で消

失した。無処理区の水稲とノビエ，除草剤処理区の

ノビエの葉齢を経時的に調査し，水稲播種後２７～２８

日目に雑草量を，２９日目に水稲の生育量を調査した。

児嶋ら：長期落水管理に対応した低コスト雑草制御技術
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水稲湛水直播栽培の長期落水管理に対応した 
低コスト雑草制御技術の検討

児嶋　清１）・住吉　正・小荒井晃・大段秀記

（２００４年１１月３０日　受理）

九州沖縄農業研究センター水田作研究部雑草制御研究室：〒８３３－００４１　福岡県筑後市大字和泉４９６
１）現，中央農業総合研究センター

第１表　供試除草剤の種類

処理量有効成分（％）除草剤名

１００g／ aブタミホス＋シハロホップブチル＋ピラゾスルフロンエ
チル：９＋１．８＋０．３

AGH－９２５－１ kg 粒剤＊

８０ml ／ aプロメトリン＋ベンチオカーブ：５＋５０B－３０１５P乳剤＊

５０ml ／ aカフェンストロール＋ダイムロン＋ベンスルフロンメチ
ル：５．５＋１０＋１

CDS－９１４（L）フロアブル＊

５０ml ／ aプレチラクロール：１２CG－１１３乳剤

１００ml ／ aシハロホップブチル＋ベンタゾン：３＋２０DEH・BAS 液剤ME＊

５０ml ／ aペントキサゾン：２．９KPP －３１４フロアブル

５０ml ／ aビフェノックス＋プレチラクロール：２０＋８RPC－２０８乳剤

３００g／ aピラゾレート：１０SW－７５１粒剤＊

５０ml ／ aピリブチカルブ＋プレチラクロール：１２＋８TCG－１２８乳剤

５０ml ／ aブタクロール：３２ブタクロール乳剤＊

５０ml ／ aプロメトリン＋ SAP：５＋５０プロメトリン・SAP 乳剤＊

注）＊印は直播栽培に登録のある除草剤。



試験は１区面積６m２（３ｍ×２ｍ），２反復で行っ

た。

　［１９９９年６月１０日播種試験］前記と同様に水稲を

播種し，播種直後に水深約３ cmに湛水し，第４表

に示す除草剤を体系処理した。１回目の除草剤処理

後に自然落水した。２回目以降の除草剤処理は

AGH－９２５－１ kg 粒剤は湛水処理（処理前日より

入水），DEH・BAS 液剤は落水処理とした。水稲播

種後４１日目に雑草量および水稲の生育量を調査し，

水稲収穫期に各区６０株を刈り取って収量調査した。

試験は１区面積３０m２（６ｍ×５ｍ），３反復で行っ

た。

　［２０００年６月１５日播種試験］前記と同様に水稲を

播種し，播種直後に水深約１～２ cmに湛水し，播

種当日に第７表に示す除草剤を所定の薬量で原液滴

下処理した。播種２日後に６０mmの降雨があったた

め，その翌日に田面水を表面排水した。その後は土

壌が白乾しない程度に適宜通水した。播種後２８日目

に水稲の生育量を調査した。試験は１区面積２m

×３．５m，３反復で行った。

　２）水稲の薬害に及ぼす播種深度および湛水の影

響

　１／５，０００ａポット試験により実施した。

　［播種深度と湛水時間の影響］風乾した水田土壌

（沖積軽埴土）約３ kg を充填したポットに，２０００年

６月２９日，Ｎ，Ｐ２Ｏ５，Ｋ２Ｏを各１．４kg ／ａ相当

を加えて湛水し，表層約８ cmを代かきした。翌日，

水稲種子をポット当たり２０粒播種した後，覆土深が

およそ５，１０，２０mmとなるように代かき土壌

１００，２００，４００ml で覆土した。覆土後浅く湛水し，

TCG－１２８乳剤を原液滴下処理した。薬剤処理の

６，１２，２４および４８時間（無処理区は１２時間のみ）

後にポットの下穴から排水して，落水を行った。落

水後は土壌が白乾しない程度に土壌表面から水分を

補給した。播種後１７日目に水稲を抜き取り，苗立ち

率，１号分げつ出現割合および白化茎長を調査した。

各区３反復とした。

　［播種深度と湛水時期の影響］風乾した水田土壌

（沖積軽埴土）約３ kg を充填したポットを，２００１年

６月６日，湛水・代かきして，水稲種子をポット当

たり３６粒播種した。その後，覆土深がおよそ

０，５，１０mmと な る よ う に 代 か き 土 壌

０，１００，２００mlで覆土した。極浅水状態で，TCG－

１２８乳剤および B－３０１５P乳剤を原液滴下処理した。

薬剤処理の２４時間後にポットの下穴から排水して，

落水を行った。①水稲の出芽始期（播種後３日目）

および②出芽揃期（播種後４日目）に再度２４時間湛

水する処理を設けた。播種後７日目に水稲の出芽率

を調査した。

　３）播種同時処理の検討

　［ポット試験］１／５，０００ａポット試験により実施

した。予めヒメタイヌビエの種子約５０粒を混入した

水田土壌を詰めたポットを，２００２年６月１４日に代か

きした。試験区として①原液処理区，②混和処理区

および③無処理区を設けた。原液処理区ではその後，

播種深度１ cmで水稲種子をポット当たり５粒宛播

種し，極浅水状態としてTCG－１２８乳剤およびB－

３０１５P乳剤を原液滴下処理した。混和処理区では，

代かき直後に同除草剤を原液滴下処理して再度代か

きを行った後水稲種子を同様播種した。無処理区で

は，湛水状態で水稲種子を同様播種した。試験は屋

外で行い，各処理終了後にポットの下穴から排水し

て落水を行った。その後は過乾燥にならないように

適宜潅水した。播種後２１日目に水稲の出芽数と生育

量（草丈，葉齢，乾物重），および雑草量を調査し

た。各５反復とした。

　［圃場試験］実規模的試験により反復を設けず実

施した。２００２年６月１８日に代かき同時土中点播機を

用いて，水稲種子を播種すると同時に，播種機の直

後で TCG－１２８乳剤および B－３０１５P乳剤を原液処

理した。また，対照として SW－７５１粒剤を湛水処

理した区および無処理区を設けた。それぞれの区は

約３m×１０mの面積約３０m２とした。その後自然落

水し，播種後２１日目に入水した。播種後２３日目に水

稲の苗立本数および生育量，雑草の生育ステージ，

発生本数および乾物重を調査した。

３．結　果

　１）各種初期除草剤の水稲播種直後処理における

適用性の検討

　［１９９９年５月１９日播種試験］供試した各種初期除

草剤処理後に残存した雑草量は，雑草発生本数で無

処理区の８～２０％，風乾重で無処理区の６～４２％と

なり，除草剤の種類によって除草効果が変動した。

同時に供試した一発処理型除草剤（CDS－９１４（L）

九州沖縄農業研究センター研究資料　第９１号（２００５）
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フロアブル剤）においても，雑草風乾重が無処理区

の４％となり，播種後の落水管理による除草効果の

低下が認められた。各種乳剤の除草効果は一発処理

型除草剤に比較して劣っていたが，CG－１１３乳剤，

TCG－１２８乳剤および RPC－２０８乳剤は雑草発生本

数と風乾重において無処理区比１０％以下であった

（第２表）。

　これら除草剤による水稲への影響は，いくつかの

供試剤で認められ，出芽数および葉齢に対してより

も生育量（風乾重）に対して抑制が大きい傾向で

あった（第３表）。

　これらの乳剤処理によってノビエの生育は無処理

区に比べて約１週間遅れた。一発処理型除草剤の処

理晩限であるノビエ３葉期には，イネの生育は４葉

に達していた（第１図）。

　［１９９９年６月１０日播種試験］体系処理による試験

は，雑草発生密度が極めて高い圃場における試験と

なったが，播種直後の TCG－１２８乳剤またはブタク

ロール乳剤の処理によって，初期雑草の発生が抑制

された。その結果，播種後１６～１８日目にAGH－９２５

－１ kg 粒剤の処理晩限（ノビエ３葉期）となった。

いずれも体系処理によって，雑草量は極めて少なく

なった（第４表）。TCG－１２８乳剤およびブタク

ロール乳剤による水稲への初期の薬害はほとんど認

められず（第５表），体系処理区における水稲収量

は完全除草区と差がなかった（第６表）。

　［２０００年６月１５日播種試験］２０００年に実施した試

験では，水稲の白化茎長が４mm前後と全体的に播

種深度が浅かった（第７表）。また，播種後２日目

の降雨で滞水したため表面排水を行ったが，排水不

良となった。その結果，除草剤処理区で水稲の出芽

が不良となり，播種深度が特に浅い試験区にあたっ

児嶋ら：長期落水管理に対応した低コスト雑草制御技術
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第３表　各種初期除草剤の播種直後処理による水稲への影響

風乾重（g）
平均葉齢１株当り個体数 除草剤名

個体当り株当り

８３７３９７８８CG－１１３乳剤

７６７５９０９９TCG－１２８乳剤

７３６８９５９２RPC－２０８乳剤

９５１２０９７１２６ブタクロール乳剤

９８１０１９８１０４B－３０１５P乳剤

９３７７９７８３プロメトリン・SAP 乳剤

７９９２９５１１５KPP －３１４フロアブル

９９９７９８９９CDS－９１４（L）フロアブル

０．１０９０．５３０５．０４．９無処理

注）播種後２９日目調査。無処理区は実数，他は無処理区に対する比率（％）。

第２表　各種初期除草剤の播種直後処理による除草効果

風乾重（g／㎡）発生本数（本／㎡）
除草剤名

合計その他イヌホタルイノビエ合計その他イヌホタルイノビエ

８５１１０９７５５０CG－１１３乳剤

９６２１１９７６７０TCG－１２８乳剤

６３２７８６１７５６RPC－２０８乳剤

１５１０１３１９１６１２４２８６ブタクロール乳剤

１２８２７１４１０５６７８７B－３０１５P乳剤

６１０９４１１９２１３０プロメトリン・SAP 乳剤

４２２５７８５４２０１５１０５９４KPP －３１４フロアブル

４１１５５３４５６CDS－９１４（L）フロアブル

１２．３４．８５０．２７．２８１７１３１６０６２９．２７７．４無処理

注）播種後２７～２８日目調査。無処理区は実数，他は無処理区に対する比率（％）。
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第１図　土壌処理剤（CG－１１３乳剤）の散布による一発処理剤等の処理晩限の拡大
（１９９９年５月１９日播種）

注）土壌処理剤の散布により除草剤の処理晩限を実線から波線まで拡大出来ることを示している。
これにより一発処理剤散布により必要な入水時期をスクミリンゴガイ危険期間後に遅らせるこ
とが可能となる。

第４表　体系処理による除草効果

風乾重（g／ m２）発生本数（本／m２）
試験区

合計その他イヌホタルイノビエ  合計その他イヌホタルイノビエ

０．３８０．０２０．１３０．２３５３３０２１１TCG－１２８乳剤
（＋０）→AGH－９２５－１kg粒
剤（＋１６）

０．０３００．０２０９３３３ブタクロール乳剤（＋０）→
AGH－９２５－１ kg粒剤（＋１８）

－－－－－－－－完全除草

７０３．２３１０３．７２１１．４５５８８．０６３２０６２５６７１０５５３５無処理

注）播種後４１日目調査。完全除草区は，SW－７５１粒剤（＋０）→DEH・BAS 液剤（＋１４）→DEH・BAS 液剤（＋４１）の体系
処理。

第５表　水稲の初期生育に及ぼす初期除草剤の影響

風乾重           葉齢　　草丈白化茎長出芽数試験区

１１９mg／株３．１　１６．６cm１１mm６．８本／株TCG－１２８乳剤（＋０）

１２８　　　３．０　１７．３　　１３　６．９　　　ブタクロール乳剤（＋０）

１１７　　　３．０　１６．７　１２　７．２　　　完全除草

注）播種後１６日目調査。完全除草区は，第４表参照。

第６表　体系処理による水稲収量への影響

精玄米重         全重           穂数          　　　　　　試験区

４０９g／ m２（１００）１３０２g／ m２３５８本／m２TCG－１２８乳剤（＋０）→AGH－９２５－１ kg 粒剤（＋１６）

４２２　　（１０３）１３０７　　３５１　　　ブタクロール乳剤（＋０）→AGH－９２５－１ kg 粒剤（＋１８）

４０９　　（１００）１２８６　　３５６　　　完全除草

注）完全除草区は，第４表参照。精玄米重の（　）内は完全除草区に対する比率（％）。



た TCG－１２８乳剤および RPC－２０８乳剤では，出芽

個体数が無処理区の７０％以下に減少した（第７表）。

　２）水稲の薬害に及ぼす播種深度および湛水の影

響

　［播種深度と湛水時間の影響］水稲播種後の覆土

量に従って水稲の白化茎長が変動し，覆土量１００ml

（設定播種深度５mm）では白化茎長が２～３mm，

以下２００ml（設定播種深度１０mm）では４～５mm，

４００ml（設定播種深度２０mm）では約１２mmであった。

無処理区における水稲の苗立ち率および１号分げつ

出現個体割合は，覆土量１００ml および２００ml で高く，

覆土量４００ml では低下した（第２図）。

　次に，除草剤処理および湛水時間の影響は，覆土

量１００ml では，無処理区に比べて除草剤処理区で水

稲の苗立ち率および１号分げつ出現個体割合が低下

し，湛水時間が長くなるほど低下した。特に湛水時

間４８時間の区で低下が大きかった。

　覆土量２００ml では，湛水時間が２４時間までは除草

剤による薬害は認められなかった。４８時間湛水区で

は，水稲の苗立ち率の低下は認められなかったが，

１号分げつ出現個体割合はやや低下した。

　覆土量４００ml では，水稲の苗立ち率および１号分

げつ出現個体割合は，各処理区と除草剤無処理・１２

時間湛水区との間に差はなく，除草剤処理および湛

水時間の影響は認められなかった（第２図）。

　［播種深度と湛水時期の影響］播種深度０cmでは，

湛水時期に関わらず無処理区に比べて除草剤処理区

で水稲の出芽率が大きく低下した。設定播種深度５

児嶋ら：長期落水管理に対応した低コスト雑草制御技術
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第７表　各種乳剤の排水不良条件での水稲への影響

白化茎長
地上部重

　草丈出芽個体数　　　試験区
個体当り面積当り

４．０９５６７９４６６TCG－１２８乳剤

３．２１０８７３９１６８RPC－２０８乳剤

３．９９４８１９７８１ブタクロール乳剤

６．６９４８６１０１９０B－３０１５P乳剤

５．７１５５．０８．１２３．０５４．０無処理

注）無処理区および白化茎長は実数（出芽個体数：本／m２，草丈：cm，地上部重：g／ m２・mg ／
個体，白化茎長：mm），他は無処理区に対する比率（％）。

第２図　播種深度，乳剤原液処理後の湛水時間が水稲の初期生育に及ぼす影響

白
化
茎
長
（
㎜
）

苗
立
率
・
１
号
分
げ
つ
出
現
割
合
（
％
）



mmおよび１０mmでは，TCG－１２８乳剤では無処理区

に比べて出芽率が１０～２０ポイント程度低下したが，

B－３０１５P乳剤では低下しなかった。これらの出芽

率の低下において，出芽始期および出芽揃期の湛水

による影響の増大は認められなかった（第８表）。

　３）播種同時処理の検討

　［ポット試験］TCG－１２８乳剤および B－３０１５P乳

剤ともに，水稲の草丈および葉齢における原液処理

と混和処理の差は小さかったが，水稲の乾物重は原

液処理に比べて混和処理で小さかった。ヒメタイヌ

ビエに対する防除効果は，原液処理と混和処理で大

きな差はなかった（第９表）。

　［圃場試験］TCG－１２８乳剤および B－３０１５P乳剤

ともに，水稲の苗立ち本数，草丈および葉齢は対照

とした SW－７５１粒剤処理区とほぼ同等であったが，

水稲の乾物重（個体当たりの乾物重）は対照区に比

べて若干少なかった（第１０表）。雑草乾物重は TCG

－１２８乳剤区で少なく，B－３０１５P乳剤区ではイネ科
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第８表　水稲の出芽率に及ぼす一時的な湛水の影響

供試除草剤
湛水時期

播種深度
（mm） 無処理B－３０１５P乳剤TCG－１２８乳剤

８３１０６播種直後０

８４１７２播種直後及び出芽始期

７７２９７播種直後及び出芽揃期

８６９０６６播種直後５

７５８１６４播種直後及び出芽始期

８０７８７３播種直後及び出芽揃期

７９８９６９播種直後１０

６９７１５８播種直後及び出芽始期

７０７０７５播種直後及び出芽揃期

注）数値は水稲の出芽率（％）。

第９表　除草効果と水稲の生育に及ぼす乳剤処理方法の影響

ヒメタイヌビエ水稲
処理方法供試除草剤

乾物重    葉齢    本数乾物重    葉齢   草丈    本数

－－００．５０５．０２８．５４．６原液処理TCG－１２８乳剤

０．０１０．９０．４０．２７４．８２６．３４．８混和処理

０．０２２．３１．４０．５０５．１２８．５４．４原液処理B－３０１５P乳剤

ｔ０．４０．４０．３６４．９２６．４４．６混和処理

１．１５６．３１９．２０．３７４．８２５．５４．８－無　処　理

注）a）本数および乾物重はポット当たりの数値（本／ポット，g／ポット），草丈（cm）および葉齢は最大個体の平均
値で示した。

　　b）t：微量

第１０表　乳剤の播種直後原液処理の実証試験

ヒ エ の
最大葉齢

雑草乾物重水稲
除草剤名

合計その他イネ科乾物重葉齢草丈苗立本数

６．１６．９５４．８９２．０６９０．２（　９７）４．９２３．３３７．５無　処　理

４．８０．５４t０．５４７８．７（　８５）５．０２３．１７９．２TCG－１２８乳剤

５．１７．１７t７．１７８４．８（　９１）４．９２４．２５４．２B－３０１５P乳剤

３．８０．９２t０．９２９３．０（１００）５．２２３．２５４．２SW－７５１粒剤

注）a）TCG－１２８乳剤および B－３０１５P乳剤は播種直後原液処理，SW－７５１粒剤は湛水処理し，いずれもその後自然落水
した。

　　b）水稲の苗立ち本数：本／m２，草丈：cm，乾物重：mg／個体（％），雑草乾物重：g／ m２。
　　c）ｔ：微量。　　d）播種後２３日目調査。



雑草の残草が多かったため，無処理区と同程度と

なった。何れの除草剤処理区とも調査時に生存して

いたノビエの葉齢は，一発処理型除草剤の適用晩限

である３葉を越えていた（第１０表）。

４．考　察

　九州平坦部における水稲湛水直播栽培では，スク

ミリンゴガイによる食害回避１）のために水稲播種

直後から比較的長期間の落水管理や潤土管理が行わ

れることがある。また，地域の水利慣行などから移

植栽培の田植え時期でないと入水できないなどの制

約があり，この場合，直播栽培の播種適期と移植栽

培の移植適期との関係から概ね２～３週間程度の落

水管理を余儀なくされる。水稲播種後の落水管理に

よって，一部の田畑共通雑草の発生が落水初期に集

中すること，また，落水期間の延長に伴って雑草の

発生本数が多くなり，発生期間も長くなることなど

が認められており３），前述のような長期間の落水管

理条件下では，落水期間中と入水後の二段構えの雑

草防除が必須となる。

　その結果，水稲播種後の落水期間が短い場合には

除草剤１回処理で十分な除草効果が得られるが，落

水期間が長い場合は２回以上の処理が必要となって

おり４），除草コストの上昇を招いている。本研究は，

長期の落水管理条件下においても直播栽培のメリッ

トである省力・低コストを実現するため，落水期間

における低コストで簡便な雑草防除法としての水稲

播種直後の乳剤原液処理の適用性を検討した。

　まず初めに，数種乳剤の湛水直播栽培への適用性

について検討した。その結果，いくつかの除草剤で

は残草量を１０％以下に抑えた。また，これらの乳剤

処理によりノビエの生育を遅らせることが可能で

あった。これらの乳剤処理条件下では，ノビエが一

発処理型除草剤の処理晩限である３葉期に達するま

でに，水稲播種後３週間程度かかり，その時点では

水稲は４葉期に達していたことから，スクミリンゴ

ガイの食害回避に必要な落水期間は確保できるもの

と考えられた。ここで要求される除草剤としての性

能は，落水期間における雑草の完全防除ではなく，

入水後の一発処理型除草剤によって防除可能な程度

まで雑草を抑えることである。そのような意味で，

いくつかの除草剤が原液処理の候補として挙げられ

る。実際，第４表および第６表の試験結果に示され

たように，乳剤と一発処理型除草剤の体系処理に

よって，十分な除草効果が得られ，水稲の減収も認

められなかった。以上のようなことから，比較的除

草効果が良好で，水稲への薬害が軽微であった

TCG－１２８乳剤，ブタクロール乳剤およびB－

３０１５P乳剤が有望と考えられた。

　しかしながら，第７表に示されたように，水稲の

播種深度や降雨等，条件によっては水稲に対して大

きな薬害が発生する可能性が指摘される。そのため，

乳剤原液処理の実用化に向けては薬害に関する検討

が不可欠であり，播種深度や一時的な湛水が水稲の

薬害に及ぼす影響を検討した。その結果，播種深度

が浅い場合（５mm以下）には，湛水によって水稲

の苗立ち率の低下や生育抑制が起こることが示唆さ

れた（第２図）。また，播種深度が深い場合

（２０mm）には，除草剤処理に関わらず苗立ち率の

低下や生育抑制が起こることから，乳剤原液処理に

おいては播種深度は１０mm程度に均一に確保される

必要がある。また，第８表の結果に示されたように，

TCG－１２８乳剤は播種深度５～１０mmでも薬害が認

められたが，B－３０１５P乳剤では認められず，除草剤

の種類によって薬害の程度だけでなく，薬害を助長

する要因に違いがあることが推察される。今後は，

初期の薬害だけでなく，収量などへの影響も含めて

詳細な検討が必要と考えられる。

　次に，実用的な処理方法として，現在実用化され

ている水稲移植栽培におけるフロアブル剤等の田植

同時処理と同様な処理方法について検討した。すな

わち，播種機の後部に装着した散布器具によって，

播種と同時に乳剤を処理する方法の可否について検

討した。代かき同時土中点播機による播種では，播

種直後の土壌は液状であり，そこに処理された乳剤

の一部は土壌中に混和された状態となるものと推察

される。ポット試験の結果（第９表）では，混和処

理によって水稲の生育抑制が顕著になることを示し

ている。また，実際に播種機の直後で処理した場合，

水稲に対する生育抑制が観察されたことから（第１０

表参照），このような処理方法によって薬害が助長

される可能性があり，播種同時処理の実用化は難し

いものと考えられる。

　以上のことから，水稲湛水直播栽培における播種

後の長期落水管理に対応した簡便な雑草防除技術と

児嶋ら：長期落水管理に対応した低コスト雑草制御技術
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して，いくつかの除草剤について播種直後乳剤原液

処理の実用性が認められ，低コストな雑草防除技術

となり得ると考えられた。しかし一方で，薬害回避

の面からは適正な播種深度の確保や良好な排水条件

など，不可欠な適用条件も示された。したがって，

本技術の実用化へ向けては，今後，適用可能な地域

や土壌条件などについて，さらに検討する必要があ

る。

　最後に，本研究に用いた各種除草剤の中には直播

水稲への登録がないもの（第１表参照）も含まれて

いる。また，直播水稲への登録があるB－３０１５P乳

剤においても，水稲播種後の落水状態での処理に限

られ，処理方法として乳剤の湛水原液処理の登録は

ない５）。本成果の活用にあたっては，農薬登録面か

らの注意も必要である。

５．要　約

　水稲湛水直播栽培における播種後の長期落水管理

に対応した簡便な雑草防除技術として，乳剤の播種

直後原液処理の実用性について検討した。供試除草

剤の内，TCG－１２８乳剤，ブタクロール乳剤および

B－３０１５P乳剤は比較的除草効果が良好で，薬害も

軽微であった。しかしながら，播種深度が浅い場合

（５mm以下）や深い場合（２０mm）には，水稲の苗

立ち率の低下や生育抑制が起こり，一時的な湛水に

よって薬害が助長されることから，播種深度は

１０mm程度に均一に確保される必要があった。また，

土壌混和処理で水稲の生育抑制が認められ，播種同

時処理の実用化は難しいと考えられた。以上のこと

から，播種直後乳剤原液処理においては，適正な播

種深度の確保や良好な排水条件などが適用条件とし

て不可欠であった。
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１．研究目的

　土地利用型水田作営農の活性化のため，省力かつ

安定した稲・麦・大豆の輪作体系の確立が望まれて

いる。代かき同時土中点播直播による水稲栽培は，

その輪作体系における核となる技術として位置付け

られる。一般的に，直播栽培は移植栽培に比べて雑

草防除が困難であるとされ，暖地における水稲湛水

直播栽培では，水稲の出芽苗立ちの安定１，１２）および

スクミリンゴガイによる食害回避４）等を目的とし

て初期に落水管理が行われることから，雑草防除が

より困難なものとなっている６，１１）。本研究は，水稲

湛水直播栽培の播種後の落水管理に対応した効率的

な雑草防除技術を開発するために行った。

２．研究方法

　１）ヒメタイヌビエの葉齢進展に及ぼす落水管理

の影響

　試験は２００２年および２００３年に九州沖縄農業研究セ

ンター水田作研究部（前九州農業試験場水田利用部，

福岡県筑後市）において行った。ヒメタイヌビエ種

子は試験前年に所内の試験圃場で採集し，室温で乾

燥貯蔵したものを用いた。あらかじめ水田土壌を詰

めて代かきした１／５，０００ａポットに，２００２年は６

月１１日および６月１３日，２００３年は６月９日および６

月１１日に，低温で十分に吸水させたヒメタイヌビエ

の種子を播種した。その後，ポットの下栓より排水

し，７日間落水して再湛水した区（７日間落水），調

査終了まで落水した区（常時落水）を設けた。落水

期間中は１日１回潅水し，湛水期間中は約３ cmの

湛水深を維持した。また，対照として常時３ cmの

湛水深で管理した区（常時湛水）を設けた。２００２年

は各播種日とも３ポット，２００３年は各播種日とも２

ポットとし，ポットは屋外で管理した。発生したヒ

メタイヌビエはポット当たり３個体に間引き，ポッ

ト内の最大葉齢を毎日記録した。結果は，年次毎に

各播種日を込みにして平均して示した。

　２）播種後の短期落水管理に対応した雑草防除法

の検討

　①各種除草剤の適用性の検討

　試験は１９９６年に福岡県筑後市和泉の農家圃場およ

び１９９８年に九州農業試験場水田利用部（福岡県筑後

市）内の試験圃場で行った。

　１９９６年は６月１９日に，代かき同時土中点播機で酸

素発生剤被覆種子（水稲品種：ヒノヒカリ）を条間

３０cm，株間２０cmで乾籾約３kg／１０ａ相当を播種深

度約１ cmで播種した。播種後４日目から自然落水

し，播種後９日目に入水した。第３表に示す除草剤

を所定の日に処理した。各区６m２とした。水稲播

種後５１日目に残草量を調査した。

　１９９８年は６月１０日に前記と同様に水稲を播種した。

播種後自然落水し，１回目の除草剤処理２日前に再

湛水した。第４表に示す除草剤を所定の日に湛水条

件で処理した。ただし，シハロホップブチル・ベン

タゾン液剤については落水処理とした。各区

１２m２，２反復とした。各区における雑草発生消長

および水稲への薬害を適宜観察すると共に，水稲播

種後５６日目に残草量を調査し，収穫期の１０月１２日に

収量を調査した。

　②水稲への薬害に及ぼす播種深度の影響

　試験は九州農業試験場水田利用部において，１／

２，０００ａポットを用いて行った。

　あらかじめ水田土壌（沖積軽埴土）を詰めたポッ

トを，１９９７年５月２９日にＮ，Ｐ２Ｏ５，Ｋ２Ｏ各０．４８g

を施用して代かきを行い，直ちにポットの下栓より

住吉ら：落水管理による雑草発生相の変動と防除法

―　87　―

暖地の水稲湛水直播栽培における播種後の落水管理による 
雑草発生相の変動と効率的防除法

住吉　正・児嶋　清１）・川名義明１）

（２００４年１１月３０日　受理）

九州沖縄農業研究センター水田作研究部雑草制御研究室：〒８３３－００４１　福岡県筑後市大字和泉４９６
１）現，中央農業総合研究センター



落水した。その後，酸素発生剤被覆種子（水稲品

種：ヒノヒカリ）を深さ２mm，５mmおよび１０mm

で，各１０粒宛播種した。播種後４日間は落水条件と

し，５日目以降，常時３～４ cmの湛水条件とした。

播種後５日目からノビエの３葉期（播種後１１日目）

までの所定の時期に第５表に示す除草剤を処理した

（各区３反復）。各除草剤とも処理後３日間は１日当

たり１ cmの漏水処理を２～３時間かけて行った。

また，対照として無処理区を設けた。ポットは雨よ

けハウス内で管理し，播種後２７日目に水稲の草丈，

茎数および地上部乾物重を調査した。なお，水稲の

生育を揃えるため，播種後６日目以降に出芽した個

体は全て抜き取った。

　３）播種後の長期落水管理に対応した雑草防除法

の検討

　試験は九州農業試験場水田利用部内の試験圃場で

行った。

　①落水期における茎葉処理型除草剤の適用性の検

討

　１９９７年６月１０日に，代かき同時土中点播機で酸素

発生剤被覆種子（水稲品種：ヒノヒカリ）を条間

３０cm，株間２０cmで乾籾約３kg／１０ａ相当を播種深

度約１ cmで播種した。播種直後から自然落水し，

播種後１４日目（ノビエ４．５葉期）に第７表に示す各

除草剤を処理した。播種後２０日目に入水し，播種後

２２日目に全区にベンスルフロンメチル・ベンチオ

カーブ・メフェナセット粒剤を処理した。また，対

照として無処理区を設けた。各区１６．５m２，２反復

とした。水稲播種後５６日目に５０cm×５０cmのコド

ラートを用い，２反復で残草量を調査した。

　②体系処理による雑草防除効果

　１９９８年５月１９日および６月１０日に，代かき同時土

中点播機で酸素発生剤被覆種子（水稲品種：ヒノヒ

カリ）を条間３０cm，株間２０cmで乾籾約３kg／１０ａ

相当を播種深度約１ cmで播種した。播種後の水管

理，供試除草剤の種類および処理時期等は第２表に

示した通りである。また，対照として，無処理区お

よび完全除草区を設けた。５月１９日播種では各区

４．１m２，６月１０日播種では各区６．０m２とし，いずれ

も２反復とした。水稲播種後４８～５０日目に水稲の草

丈および茎数を，８月６日に両播種期とも残草量を

調査した。

　なお，試験に用いた除草剤の有効成分含有率およ

び処理量を第１表に示した。

　また，九州に分布する在来のヒエ属雑草の内，水

田内に発生する草種にはタイヌビエ（Echinochloa 
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第１表　供試除草剤の種類

処理量有効成分（％）略号除草剤名

１００g／ aブタミホス＋シハロホップブチル＋ピラゾ
スルフロンエチル：９＋１．８＋０．３

ＢＣＰ剤ブタミホス・シハロホップブチル・ピラゾ
スルフロンエチル粒剤

１００g／ aベンスルフロンメチル＋ベンチオカーブ＋
メフェナセット：０．５１＋１５＋３

ベンスルフロンメチル・ベンチオカーブ・
メフェナセット粒剤

１００g／ aイマゾスルフロン＋エトベンザニド＋ダイ
ムロン：０．９＋１５＋１５

ＩＥＤ剤イマゾスルフロン・エトベンザニド・ダイ
ムロン粒剤

１０ml ／ aシハロホップブチル：３０シハロホップブチル乳剤

１００ml ／ aシハロホップブチル＋ベンタゾン：３＋２０ＣＢ剤シハロホップブチル・ベンタゾン液剤

３００g／ aエスプロカルブ＋ピラゾスルフロンエチ
ル：７＋０．０７

エスプロカルブ・ピラゾスルフロンエチル
粒剤

１００g／ aダイムロン＋ベンスルフロンメチル＋メ
フェナセット：４．５＋０．５１＋１０

ＤＢＭ剤ダイムロン・ベンスルフロンメチル・メ
フェナセット粒剤

５００g／ aプロメトリン＋ベンチオカーブ：０．８＋８ＰＢ剤プロメトリン・ベンチオカーブ粒剤

１００g／ aエトベンザニド＋ピラゾスルフロンエチ
ル：１５＋０．３

エトベンザニド・ピラゾスルフロンエチル
粒剤

３００g／ aピラゾレート：１０ＰＹ剤ピラゾレート粒剤

１０ml ／ aビスピリバックナトリウム塩：２ビスピリバックナトリウム塩液剤

１００g／ aピリミノバックメチル＋ベンスルフロンメ
チル＋メフェナセット：０．３＋０．５１＋２．２５

ＰＢＭ剤ピリミノバックメチル・ベンスルフロンメ
チル・メフェナセット粒剤

注）略号は第２表および第４表で用いた。



oryzicola），ヒ メ タ イ ヌ ビ エ（E. crus-galli var. 

formosensis）およびイヌビエ（E. crus-galli var. crus-

galli）があり，一般的にはこれらを総称して「ノビ

エ」と呼んでいる。本研究においては，材料として

種の同定が可能な場合には種名を用いたが，水田土

壌からの自然発生などにより識別が困難な場合には

総称を用いた。

３．結　果

　１）ヒメタイヌビエの葉齢進展に及ぼす落水管理

の影響

　結果を第１図に示した。ヒメタイヌビエの葉齢進

展には年次間で若干の差が認められた。常時湛水条

件で２葉期および３葉期に達するのに要した代かき

後の日数は，２００２年はそれぞれ１０日間および１４日間，

２００３年はそれぞれ１１日間および１４日間であった。落

水条件では，常時湛水条件に比べて葉齢の進展が早

まる傾向が認められ，特に，２００２年の調査で顕著で，

７日間落水区よりも常時落水区で葉齢進展がより早

まる傾向が認められた。その結果，落水区において

２葉期および３葉期に達するのに要した代かき後の

日数は，２００２年はそれぞれ８～９日間および１１～１２

日間，２００３年はそれぞれ１０日間および１３日間であっ

た。

　２）播種後の短期落水管理に対応した雑草防除法

の検討

　①各種除草剤の適用性の検討

　１９９６年の試験結果を第３表に示した。各供試除草

剤の処理晩限となっているノビエ２葉期は播種後１０

日目，同２．５葉期は同１１日目，同３葉期には同１２日

目に達した。何れの除草剤とも除草効果が高く，残

草はほとんど認められなかった。

　次に，１９９８年の試験結果を第４表に示した。イマ

ゾスルフロン・エトベンザニド・ダイムロン粒剤を

播種後７日目（ノビエ２葉期）に単独処理した場合

には除草効果は十分ではなく，播種後４週間目から

後発生雑草がみられ，残草量は無処理区の９％と
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第２表　長期落水管理の防除試験における除草体系および水管理

ＤＢＭ剤→入　水→ＣＢ剤→自然落水→播　種Ⅰ

（＋２３，２．５L）（＋２１）（＋１８，４．５L）５月１９日

（＋２０，２．５L）（＋１８）（＋１５，４．２L）６月１０日

ＤＢＭ剤→入　水→ＣＢ剤→自然落水→播　種Ⅱ

（＋２５，２．５L）（＋２３）（＋１８，４．５L）５月１９日

（＋２２，２．５L）（＋２０）（＋１５，４．２L）６月１０日

ＤＢＭ剤→入　水→落　水→ＰＹ剤→播　種Ⅲ

（＋１７，２．５L）（＋１５）（＋４）（＋１，発生前）５月１９日

（＋１４，２．５L）（＋１２）（＋３）（＋１，発生前）６月１０日

ＤＢＭ剤→入　水→ＰＢ剤→自然落水→播　種Ⅳ

（＋１５，２．５L）（＋１３）（＋３，発生前）６月１０日

注）a）（　）内は除草剤処理日とその時のノビエの葉齢，および水管理を行った播種後日数を示す。
　　b）除草剤名は，ＣＢ剤：シハロホップブチル・ベンタゾン液剤，ＤＢＭ剤：ダイムロン・ベンスルフロンメチル・メ

フェナセット粒剤，ＰＹ剤：ピラゾレート粒剤，ＰＢ剤：プロメトリン・ベンチオカーブ粒剤を示す。

第１図　ヒメタイヌビエの葉齢進展に及ぼす落水の
影響

葉　

齢

葉　

齢



なった。そのまま収穫期まで放置した場合には収量

は完全除草区の９２％まで低下したが，ダイムロン・

ベンスルフロンメチル・メフェナセット粒剤または

シハロホップブチル・ベンタゾン液剤を体系処理し

た場合には，高い除草効果が得られ，雑草害による

減収は認められなかった。一方，ブタミホス・シハ

ロホップブチル・ピラゾスルフロンエチル粒剤また

はピリミノバックメチル・ベンスルフロンメチル・

メフェナセット粒剤を播種後１０日目（ノビエ３葉

期）に処理した区では，播種後５週間目から後発生

雑草が若干みられたものの，除草効果は高く，収量

への影響もなかった。

　②水稲への薬害に及ぼす播種深度の影響

　試験結果を第５表に示した。水稲は播種深度（２

mm～１０mm）に関係なく，播種後４日目から出芽

がみられ，５日目が出芽最盛期であった。播種後６

日目以降に出芽した個体は全て抜き取ったため，１

ポット当たりの調査数は５～９個体となった。無処

理区における水稲の生育量には，播種深度による差

はなかった。各供試除草剤の水稲の生育に及ぼす影

響は，草丈および茎数よりも地上部乾物重に対して

大きく認められた。地上部乾物重の無処理区におけ

る変動係数は７～１０％で，除草剤処理区の変動係数

も平均して８％程度であった。エトベンザニド・ピ

ラゾスルフロンエチル粒剤およびイマゾスルフロ

ン・エトベンザニド・ダイムロン粒剤では＋５処理

で，ブタミホス・シハロホップブチル・ピラゾスル

フロンエチル粒剤では一部の区を除いて全処理時期

で地上部乾物重が無処理区比９０％以下となり，減少

が認められた。しかしながら，何れの場合も，播種

深度による違いは明瞭ではなかった。

　３）播種後の長期落水管理に対応した雑草防除法
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第３表　水稲苗立ち後に処理した各種除草剤の除草効果

残草量

処理時期除草剤名 その他ノビエ

乾物重本数乾物重本数

０g０本０g０本ノビエ２．０L（＋１０）エトベンザニド・ピラゾスルフロンエチル粒剤

t　１　０　０　ノビエ２．５L（＋１１）エスプロカルブ・ピラゾスルフロンエチル粒剤

０　０　０　０　ノビエ３．０L（＋１２）ブタミホス・シハロホップブチル・ピラゾスル
フロンエチル粒剤

注）a）１９９６年６月１９日水稲播種。残草量は播種後５１日目に調査。
　　b）その他雑草はホソバヒメミソハギが主体。

第４表　各除草剤の単独処理および体系処理による除草効果と収量

収量
（精籾重）

薬害
（達観）

残草量後発生雑
草発生始

　　　　　　　　試験区
合計広葉　ノビエ

９２　　無９　２１　５　４週間目IED剤（＋７）

９７　　無t　t　０　－IED 剤（＋７）→DBM剤（＋２８）

９８　　無t　t　０　６週間目IED剤（＋７）→ CB剤（＋３５）

１０２　　無t　２　０　５週間目BCP 剤（＋１０）

９８　　無t　３　０　５週間目PBM剤（＋１０）

７０５kg ／１０a－t　t　０　－完全除草

－－１５９g３４g１２５g－無除草

注）a）１９９８年６月１０日水稲播種。残草量は播種後５６日目に調査。
　　b）完全除草区及び無除草区は実数，その他は残草量は無除草区に対する比率（％），収量は完全除草区に対する比率

（％）で示した。
　　c）後発生雑草発生始は水稲播種後の期間（週）で示した。
　　d）除草剤名は，ＩＥＤ剤：イマゾスルフロン・エトベンザニド・ダイムロン粒剤，ＤＢＭ剤：ダイムロン・ベンスルフ

ロンメチル・メフェナセット粒剤，ＣＢ剤：シハロホップブチル・ベンタゾン液剤，ＢＣＰ剤：ブタミホス・シハロ
ホップブチル・ピラゾスルフロンエチル粒剤，ＰＢＭ剤：ピリミノバックメチル・ベンスルフロンメチル・メフェナ
セット粒剤を示す。
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第５表　水稲への薬害に及ぼす播種深度の影響

水稲生育量播種深度
（mm）

処理時期除草剤名
乾物重茎数草丈

８９±　６８９±１１９３±　３２＋５エトベンザニド・ピラゾスルフロ
ンエチル粒剤 ８８±　４９６±　５９６±　６５

８６±　５９４±　６９５±　２１０

９７±　４９８±　２９６±　４２＋７

１０３±　２　１０５±　５　９７±　２５

９７±　３９９±　２１０２±　５　１０

９５±　３９４±　２９８±　３２ノビエ２．０L

９５±１１１００±　５　１０２±　３　５（＋８）

１００±　９　９８±１２１０２±　３　１０

８６±　６９７±　７９３±　７２＋５イマゾスルフロン・エトベンザニ
ド・ダイムロン粒剤 ７８±１０９６±１０９５±　３５

８１±　２９８±　７９４±　５１０

９８±１０１０５±　９　１０１±　３　２＋７

１００±　７　１０７±　３　１０１±　３　５

９８±　３１０１±　８　９６±　３１０

９６±　５１０２±　７　９８±　１２ノビエ２．０L

１０９±　１３　１０２±　５　１０１±　２　５（＋８）

９６±　６１０２±　７　１００±　４　１０

８８±　２９１±　５９６±　５２イネ１Ｌベンスルフロンメチル・ベンチオ
カーブ・メフェナセット粒剤 ９２±１０９８±１５１００±　３　５（＋８）

９１±１２９７±１３９９±　７１０

９６±　５９１±　４９８±　３２＋９

９２±　４９２±　６９８±　３５

９３±　３９５±１２９９±　４１０

９２±　８８８±１１９６±　６２ノビエ２．５L

９１±　４９５±１６９７±　８５（＋１０）

８７±１２９３±　８９８±　３１０

７９±１５９０±１０９４±　７２イネ１Ｌブタミホス・シハロホップブチ
ル・ピラゾスルフロンエチル粒剤 ８９±１１９５±　３９７±　５５（＋８）

８３±２１９３±１２９８±　７１０

８５±　８８９±　４９４±　９２ノビエ２．５L

９０±　５９４±　２９６±　５５（＋１０）

８５±１１９５±　９９８±　５１０

８５±　８８４±　８９２±　６２ノビエ３．０L

８６±　７９２±　２９４±　５５（＋１１）

９２±１４９３±　３９６±　６１０

０．４２±０．０３g３．８１±０．０６本３９．６±１．４cm２－無処理

０．４１±０．０４３．６４±０．２９３９．５±０．７５

０．４３±０．０３３．５９±０．１２３９．５±０．８１０

注）a）１／２，０００aポット試験，１９９７年５月２９日水稲播種。水稲生育量は播種後２７日目調査。
　　b）除草剤処理時期は播種後日数を示した。
　　c）無処理区は個体当たりの実数，除草剤処理区は無処理区に対する比率（％）。±は標準偏差。



の検討

　①落水期における茎葉処理型除草剤の適用性の検

討

　供試圃場ではノビエ，アゼガヤ，タカサブロウ等

の発生が極めて多く，水稲播種後１４日目の茎葉処理

型除草剤の処理時期には各草種とも極めて高密度で

発生した状態であった（第６表）。

　各供試除草剤による雑草防除効果を第７表に示し

た。これは無処理区を除き，全て播種後２２日目にベ

ンスルフロンメチル・ベンチオカーブ・メフェナ

セット粒剤を処理した後の残草量である。すなわち，

シハロホップブチル・ベンタゾン液剤による体系処

理では，広葉雑草は完全に枯殺された。しかし，ノ

ビエが残草し，入水時には再生を開始した状態で，

入水後の除草剤処理では防除できなかった。一方，

シハロホップブチル乳剤による体系処理では，ノビ

エは完全に枯殺されたものの，適用外雑草のタカサ

ブロウが残草した。また，ビスピリバックナトリウ

ム塩液剤による体系処理では，ノビエおよび広葉雑

草は完全に枯殺されたが，アゼガヤに対する除草効

果が低く，アゼガヤが残草した。

　②体系処理による雑草防除効果

　供試圃場はヒメタイヌビエ，アゼガヤ，タカサブ

ロウ，その他の一年生広葉雑草の発生が非常に多

かった。各除草体系における残草量および水稲生育

量を第８表に示した。各除草体系ともに残草はほと

んど認められず，除草効果が高かった。また，シハ

ロホップブチル・ベンタゾン液剤処理後３日と５日
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第６表　茎葉処理型除草剤処理時までの主要雑草の発生本数

その他の発生草種
発生本数（本／㎡）

コナギタカサブロウタマガヤツリアゼガヤノビエ

アメリカミソハギ，キカシグサ，チョウ 
ジタデ，アゼナ，ミゾハコベ

４８２６０２０２４２８１４６

注）ノビエは大部分がヒメタイヌビエであった。

第７表　長期落水期間に処理した各種茎葉処理型除草剤による除草効果

残草量
除草剤名

その他タカサブロウタマガヤツリアゼガヤノビエ

－０（　０）０（　０）０（　０）２２（　　３８）シハロホップブチル・ベンタゾン液剤

－８８（３１７）０（　０）０（　０）０（　　０）シハロホップブチル乳剤

－０（　０）０（　０）５７（１９４）０（　　０）ビスピリバックナトリウム塩液剤

０（０）１７．３（６．４）３．０（１．２）８．７（４．８）７６．０（１２９．１）無処理

注）a）１９９７年６月１０日水稲播種。播種後１４日目に供試除草剤処理。無処理区以外は播種後２２日目にベンスルフロンメチル・
ベンチオカーブ・メフェナセット粒剤を処理した。残草量は播種後５６日目に調査。

　　b）無処理区はm２当たりの本数および（　）内は乾物重：g，除草剤処理区は無処理区に対する比率（％）。

第８表　長期落水管理の防除試験における各除草体系の雑草防除効果および水稲への影響

水稲の生育量残草量
播種日

除草
体系 茎数草丈合計その他アゼガヤヒメタイヌビエ

９５９８tt００５月１９日Ⅰ

１０５１００tt００６月１０日

９７９８００００５月１９日Ⅱ

９６１０３tt００６月１０日

９５１０２tt００５月１９日Ⅲ

１０３１００t２００６月１０日

１０５９８t１００６月１０日Ⅳ

注）a）１９９８年に行った。残草量は各播種日とも８月６日，水稲生育量は播種後４８～５０日目に調査した。残草量は無処理区に
対する比率（％），水稲生育量は完全除草区に対する比率（％）。

　　b）除草体系は，第２表参照。
　　c）その他の草種はコナギ，アゼナ，スズメノトウガラシであった。



の落水期間の違いによる除草効果の変動は認められ

なかった。入水後のダイムロン・ベンスルフロンメ

チル・メフェナセット粒剤をノビエの２．５葉期に処

理すると仮定した場合の最長落水期間は，体系処理

の１回目の除草剤としてシハロホップブチル・ベン

タゾン液剤を用いた方が，ピラゾレート粒剤および

プロメトリン・ベンチオカーブ粒剤を用いた場合よ

りも約７日間長くなった。その結果，６月播種でも

最長で２０日間の落水期間が得られた（第２表参照）。

　水稲への影響は，シハロホップブチル・ベンタゾ

ン液剤で薬害症状が若干認められたが，播種後５０日

頃における生育量への影響はなかった。

４．考　察

　暖地における水稲湛水直播栽培では，種々の目的

のために水稲播種後に落水管理が行われる。本研究

においては，水稲の出芽・苗立ちの安定のための比

較的短期間（播種後１週間程度）の初期落水管理を

「短期落水」，スクミリンゴガイによる食害回避を目

的とした落水管理や，地域の水利慣行による入水時

期の制約に起因する比較的長期間（播種後２～３週

間程度）の落水管理を「長期落水」と呼び，これら

に対応した雑草防除技術の開発を目的とした。

　水稲直播栽培における雑草防除手段の中心として

除草剤の利用を考えた場合，その効果発現のために

必要とされる除草剤処理時の水管理状態は，除草剤

の種類により落水条件か湛水条件の２通りに大別さ

れ，少なくとも処理後２～３日間程度は処理時の状

態を維持する必要がある。現在利用可能な除草剤の

種類と期待される除草効果を念頭に置いて，これら

の条件に当てはめた場合の除草剤処理時期について

第２図に模式図を示すとともに，主要な除草剤の種

類を第９表に例示した。

　本研究では，これらの除草剤を用いてその除草効

果および薬害について検討した結果，適正な使用条

件下では概ね期待された性能を発揮することが確認

された。しかし同時に，いくつかの注意すべき点が

明らかとなった。

　まずはじめに，除草剤処理時期の指標とされるノ

ビエの葉齢進展であるが，初期の落水管理によって

常時湛水された場合よりも葉齢進展が早まる可能性

が示された。ノビエの葉齢進展には地域差があり，

水稲播種後日数でみると，寒地から暖地にかけて葉

齢進展速度が速まることが示されている１０）。これら

のことを考え合わせると，水稲播種から除草剤処理

の晩限までの日数は暖地ほど短く，落水管理によっ

てさらに短くなることが予想される。したがって，

水稲の出芽・苗立ちを目的とした短期間の落水およ

びスクミリンゴガイ等の防除を目的とした長期間の

落水管理の双方において，除草剤処理のタイミング

が早まることに注意する必要がある。
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第２図　播種後落水管理に対応した除草剤使用法の模式図
注）数字は代かき後の日数（除草剤処理時期等の大まかな目安）。

， ， ， ， 



　次に，短期落水管理において入水後に処理される

一発処理除草剤の残効期間の問題がある。湛水直播

栽培における初期落水管理は，常時湛水管理よりも

雑草の発生期間が長くなることが認められている７）。

また，直播栽培と移植栽培とでは，播種または移植

後の水稲の葉齢進展には当初より３葉以上の差があ

り，水稲の草冠による田面の遮蔽は，直播栽培が移

植栽培よりも遅い。これらのことは，水稲の草冠が

田面を覆うことによる雑草の発生抑制と生育抑制が

期待できるまでの期間が，直播栽培でより長くなる

ことを意味している。したがって，直播栽培では，

一発処理除草剤に期待される抑草期間は移植栽培よ

りも長いことになる。近年開発が進められているノ

ビエ３葉期を処理晩限とする一発処理除草剤は，他

の一発処理除草剤に比べて遅い時期に処理できるこ

とから，水稲播種後の抑草期間を長くすることが可

能である。第４表の結果は，一発処理除草剤の単独

処理の場合，より遅い時期に処理した除草剤で残効

期間が長かったことを示している。江口ら２）は，

水稲湛水直播栽培において播種後４０日間の除草によ

り雑草害が回避されることを示した。播種後４週間

以上雑草の発生を抑制した場合に雑草害が認められ

なかった本試験の結果は，江口ら２）の結果よりも

必要とされる抑草期間が若干短いが，発生した雑草

の絶対量等の影響があったものと推察される。以上

のことを総合すると，水稲湛水直播栽培の初期落水

管理において雑草害を回避するためには，播種後３０

～４０日間の雑草抑制が必要で，入水後に処理される

一発処理除草剤にはこれに相当する期間の残効性が

要求される。

　また，短期落水管理において入水後に処理される

一発処理除草剤の薬害についてであるが，水稲の出

芽向上のための落水期間は，通常３～７日間程度と

考えられる。この時期のイネの葉齢は０．５～１．５葉程

度であり，除草剤に対する感受性が非常に高い時期

である。本試験では，薬害の変動要因として播種深

度を取り上げたが，薬害における播種深度の影響は

必ずしも明確ではなく，除草剤の種類や処理時期に

よる差が認められた（第５表参照）。一方，藤田３）

は湛水直播水稲に対する各種除草剤の薬害は，播種

深度１ cmの場合よりも０ cm（表面播種）で大き

かったことを報告している。これらの結果の違いは，

本試験における播種深度が２mm～１ cmの範囲で

あり，いずれの場合も少なからず土中播種であった

ことが原因と推察される。このことは，薬害回避の

ために土中播種が有効であることを示しており，確

実な土中播種が可能な打ち込み式代かき同時土中点

播機による播種方法は，除草剤の薬害回避面からも

有効な手段であると考えられる。

　長期落水管理において，水稲播種から再入水まで

の期間の除草剤使用回数を１回に限定した雑草防除

を考えた場合，除草剤処理のタイミングとしては第
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第９表　水稲播種直後～再入水後までに使用可能な除草剤の一例

ＤＣＢ
Ａ

ノビエ３葉期ノビエ２．５葉期ノビエ２葉期

シハロホップ
ブチル乳剤

ピラゾレート
粒剤

プロメトリ
ン・ベンチオ
カーブ粒剤

ブタミホス・シハロホッ
プブチル・ピラゾスルフ
ロンエチル粒剤

ベンスルフロンメチル・
ベンチオカーブ・メフェ
ナセット粒剤

イマゾスルフ
ロン・エトベ
ンザニド・ダ
イムロン粒剤

シハロホップ
ブチル・ベン
タゾン液剤

ピラゾキシ
フェン粒剤

プロメトリ
ン・ベンチオ
カーブ乳剤

シハロホップブチル・ダ
イムロン・ベンスルフロ
ンメチル・メフェナセッ
ト粒剤

ダイムロン・ベンスルフ
ロンメチル・メフェナ
セット粒剤

エトベンザニ
ド・ピラゾス
ルフロンエチ
ル粒剤

シハロホップブチル・ピ
ラゾスルフロンエチル・
メフェナセット粒剤

ピリミノバックメチル・
ベンスルフロンメチル・
メフェナセット粒剤

注）a）Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄの処理時期は第２図参照。Ａの除草剤は種類によって処理適期のノビエの最大葉齢が異なる。
　　b）各除草剤の有効成分含有率（シハロホップブチル・ダイムロン・ベンスルフロンメチル・メフェナセット粒剤：１．５％

＋４．５％＋０．５１％＋７．５％，シハロホップブチル・ピラゾスルフロンエチル・メフェナセット粒剤：１．５％＋０．３％＋
７．５％，プロメトリン・ベンチオカーブ乳剤：５％＋５０％，ピラゾキシフェン粒剤：１０％，その他の除草剤は第１表
参照）



２図に示したように，①播種直後に落水状態で土壌

処理型除草剤を処理する，②湛水状態で初期除草剤

を処理してその後落水する，③入水前に茎葉処理型

除草剤を処理する，の３通りの方法が想定される。

第２表および第８表に示した試験では，ノビエ２．５

葉期を処理晩限とする一発処理除草剤の入水後処理

を前提として，落水期間中に処理した除草剤によっ

て入水時期がどの程度まで延長できるかを検討した。

その結果，入水前に茎葉処理型除草剤（シハロホッ

プブチル・ベンタゾン液剤）をノビエの４．５葉期ま

でに処理する方法で，最も長い落水期間が確保され

た。この方法によれば，概ね２０日間程度の落水期間

が確保されることから，スクミリンゴガイによる食

害回避が可能と考えられる。また，第７表に示され

たように，この時期に使用可能な茎葉処理型除草剤

は，その種類によって対象草種および除草効果が異

なるので，発生草種を確認した上で除草剤の選定を

行う必要がある。

　近年の水田雑草防除を取り巻く問題として，除草

剤抵抗性雑草の出現がある。九州地域においても佐

賀県９）や宮崎県５），福岡県１３）などで，多くの一発処

理除草剤の主成分となっているスルホニルウレア系

成分（ベンスルフロンメチル，ピラゾスルフロンエ

チル，イマゾスルフロン等）に抵抗性を持つ雑草種

の出現が報告されている。抵抗性雑草の防除には，

スルホニルウレア系成分を含まない初期除草剤や

中・後期除草剤，或いはスルホニルウレア系成分以

外にも当該草種に除草活性を持つ成分が混合された

一発処理除草剤が有効である８）が，直播水稲に適

用のある有効除草剤は限られており，早期の実用化

が望まれる。一方，抵抗性雑草対策は，同一の有効

成分を連用することなく，異なった作用機作を有す

る除草成分のローテーション使用によって抵抗性雑

草の出現を未然に防ぐことが肝要であり８），現場指

導での十分な啓蒙が期待される。

　最後に，本研究に用いた各種除草剤はすべて直播

水稲への登録はあるが，適用地帯に九州地域が含ま

れていないものもある。また，除草剤によって適用

土壌や使用時期，使用方法が異なるので，本成果の

活用にあたっては，各地域における除草剤使用基準

を確認する必要がある。また，落水後に再入水して

除草剤を処理する場合には減水深が安定している必

要があるが，入水から除草剤散布が可能となるまで

の日数は土壌条件によって異なることから，処理適

期を逃さないために入水時期の設定には十分な注意

が必要である。

５．要　約

　水稲湛水直播栽培の播種後の落水管理に対応した

効率的な雑草防除技術を開発するため，ノビエの葉

齢進展，各種除草剤による雑草防除効果および水稲

への影響について調査した。

　ヒメタイヌビエの葉齢進展には年次間差が認めら

れ，落水条件では，常時湛水条件に比べて葉齢進展

が早まる傾向が認められた。

　播種後の短期落水管理に対応した雑草防除法とし

て，数種除草剤を処理晩限に処理した場合，いずれ

も除草効果は高く，ノビエ３葉期まで使用可能な一

発処理除草剤（ブタミホス・シハロホップブチル・

ピラゾスルフロンエチル粒剤またはピリミノバック

メチル・ベンスルフロンメチル・メフェナセット粒

剤）は，残効期間が長く収量への影響もなかった。

水稲への薬害は，各供試除草剤ともに草丈および茎

数よりも地上部乾物重に対して大きく認められ，処

理時期による差が認められたが，播種深度（２mm

～１０mm）による違いは認められなかった。

　播種後の長期落水管理に対応した雑草防除法とし

て，水稲播種から再入水までの期間に除草剤を１回

処理し，再入水後に一発処理除草剤を処理する体系

処理の除草効果を検討した結果，各除草体系ともに

残草はほとんど認められず，除草効果が高かった。

この内，再入水前に茎葉処理型除草剤（シハロホッ

プブチル・ベンタゾン液剤）を用いる方法で，概ね

２０日間の落水期間が確保された。
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１．研究目的

　九州北部における大豆作の雑草防除は，播種直後

の土壌処理除草剤と，大豆生育期の中耕・培土の組

合せで行われている（中村１９９４）。しかし，播種適

期が梅雨期にあたることから，播種直後に除草剤を

処理できないことも多い。また，中耕・培土は炎天

下の作業であると同時に，降雨により作業適期を逃

すことも少なくない。したがって，現在の大豆栽培

における雑草防除は必ずしも効果的に行われている

とは言い難い。大豆は茎葉の繁茂が早いことから，

密植することによって雑草の生育を抑制することが

可能である（中谷・野口１９９１，野口ら１９９３）。しか

し，現在の九州北部における主要品種の「フクユタ

カ」では密植すると倒伏しやすいことから，雑草防

除を目的として密植栽培を行うことは困難である。

温暖地向けに開発された新品種「サチユタカ」は九

州北部にも導入が始められており，早生・短茎で密

播適性が高く，耐倒伏性に優れていることから（松

永ら２００３），密植栽培による雑草防除効果が期待で

きる。本研究は，「サチユタカ」の条間を狭めた狭

畦密植栽培の雑草に対する生育抑制効果を明らかに

するとともに，除草剤を組み合わせた効果的雑草防

除技術を確立するために行った。

２．研究方法

　試験はすべて九州沖縄農業研究センター水田作研

究部（福岡県筑後市）試験圃場（灰色低地土，前作

小麦作付け）で行った。

　試験１．大豆の狭畦密植栽培の雑草に対する生育

抑制効果

　１）２００１年

　７月９日にリン酸と加里をそれぞれ成分で８㎏／

１０aとなるように施肥して，耕起した。７月１０日に

「サチユタカ」および「フクユタカ」を条間７０cm

（７．１株／m２），３５㎝（１４．２株／m２），２５cm（２０株／

m２）の３水準を設定し，播種した。いずれも１株

２本立て，株間２０cmとした。試験区として「無除

草区」と播種直後にトリフルラリン粒剤を製品量で

５㎏／１０a（有効成分量１２５g／１０a）処理し，栽培期

間中に適宜手取り除草した「除草区」を設けた。い

ずれも１区面積５．９m２（１．４m×４．２m）の２反復とし

た。中耕・培土は行わなかった。

　除草区の大豆茎葉による植被率（算出方法は後

述）を経時的に調査するとともに，播種後５１日目の

８月３０日に無除草区における雑草の地上部乾物重

（７０℃で７２時間通風乾燥）を１区あたり３５cm（条間

２５cm区は３７．５cm）×４０cm，２反復で調査した。植

被率は畦内に７０cm×６０cm（条間２５cm区は７５cm×

６０cm）の枠を設置し，午前１１時から１２時の間に高

さ約１７０cmの位置からデジタルカメラで枠内を撮影

し，画像処理により算出した。発生雑草としてはノ

ビエを主体とするイネ科雑草が優占した。

　２）２００２年

　播種日は７月８日とし，雑草の地上部乾物重の調

査日は播種後５６日目の９月２日とした。その他につ

いては２００１年と同様に試験を行った。さらに，無除

草区に３０cm×３０cmの枠を１区あたり５個設置し，

播種後２８日目まで適宜発生雑草を抜き取り，雑草発

生本数を調査した。植被率は２００１年と同様に調査し

た。また，除草区における条間中央部の地表面の光

量子量を測定し，裸地の光量子量との比率により，

遮光率を算出した。光量子量は，光量子センサー

（LI － COR 社製）を用いて，晴天の日の午前１１時３０

分から１２時の間に１０秒間測定した。発生雑草はアオ

ゲイトウを主体とする広葉雑草が優占した。

　試験２．「サチユタカ」の狭畦密植栽培と除草剤

大段：大豆の狭畦密植栽培による雑草生育抑制効果
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大豆「サチユタカ」の狭畦密植栽培による 
雑草生育抑制効果と効果的雑草防除法

大段秀記

（２００４年１１月３０日　受理）

九州沖縄農業研究センター水田作研究部雑草制御研究室：〒８３３－００４１　福岡県筑後市和泉４９６



の組合せによる雑草防除

　１）イネ科雑草優占圃場

　２００３年７月９日に「サチユタカ」を条間７０cmお

よび３５cmで播種した。いずれも１株２本立て，株

間２０cmとした。リン酸と加里をそれぞれ成分で８

kg ／１０aとなるように耕起前に施肥した。除草剤処

理区として，播種日と同日にベンチオカーブ・ペン

ディメタリン・リニュロン細粒剤を製品量で５ kg

／１０a（それぞれ有効成分量４００g／１０a，４０g／１０a，

６０g／１０a）処理する区（土壌処理除草剤区），ノビ

エ３～４葉期にイネ科雑草対象の茎葉処理除草剤で

あるテプラロキシジム乳剤を製品量で７５mL／１０a

（有効成分量７．５g／１０a）またはクレトジム乳剤を

製品量で３０mL／１０a（有効成分量６．９g／１０a）をそ

れぞれ希釈水量１００L／１０aで処理する区を設けた。

また，対照区として無処理区を設けた。いずれも１

区面積４．８m２（１．４m×３．４m）の２反復とした。播種

後５１日目に雑草の地上部乾物重（７０℃で７２時間通風

乾燥）を調査した。中耕・培土は行わなかった。イ

ネ科雑草はヒメタイヌビエが主体であった。

　２）広葉雑草混生圃場

　施肥条件，条間の設定，除草剤の処理，試験区面

積，反復数は前記のイネ科雑草優占圃場と同様にし

た。２００３年７月３１日に「サチユタカ」を播種し，播

種後５５日目に雑草の地上部乾物重（７０℃で７２時間通

風乾燥）を調査した。中耕・培土は行わなかった。

広葉雑草の主体はセンナリホウズキであった。

３．結　果

　試験１．大豆の狭畦密植栽培の雑草に対する生育

抑制効果

　「サチユタカ」と「フクユタカ」の茎葉による植

被率の推移を第１図に，条間中央部における地表面

の遮光率の推移を第２図に示した。植被率は２００１年，

２００２年ともに同様の傾向を示し，「サチユタカ」は

「フクユタカ」に比べて高く推移し，茎葉による地

表面の被覆が早かった。また，両品種ともに条間

３５cmおよび２５cmの狭畦密植栽培では条間７０cmの

慣行栽培に比べて地表面の被覆が早かった。遮光率

についても植被率と同様の傾向を示し，「サチユタ

カ」は「フクユタカ」よりも高く推移し，条間の狭

いほうが高かった。
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第１表　無除草区における播種後２８日間の雑草の発
生本数（２００２年試験）

広葉カヤツリグサ科イネ科条間大豆品種

２８３３１３１０４７０cmサチユタカ

１０５１２０１１２３５cm 

１６８６３３６２２５cm 

１９３１８６６６７０cmフクユタカ

２５９６４９９０３５cm 

１５８１０２１６９２５cm 

nsnsns　　大豆品種

nsnsns　　条　　間

注）値は１m２あたりの本数。ns は二元配置の分散分析によ
り有意差がないことを示す。

第１図　異なる条間で栽培したサチユタカとフクユ
タカの植被率の推移

注）実線：サチユタカ，点線：フクユタカ
　　○：条間７０cm，△：条間３５cm，□：条間２５cm
　　いずれも除草区で測定した。

第２図　異なる条間で栽培したサチユタカとフクユ
タカの条間中央部の地表面の遮光率の推移
（２００２年）

注）実線：サチユタカ，点線：フクユタカ
　　○：条間７０cm，△：条間３５cm，□：条間２５cm
　　いずれも除草区で測定した。
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第３図　異なる条間で栽培した大豆圃場における雑草量
注）１）２００１年は播種後５０日目，２００２年は５６日目に調査。
　　２）横軸は条間を示す。
　　３）同一年内の同一英文字の処理間には５％水準で有意差がない（Tukey の HSD検定）。

第４図　サチユタカの狭畦密植栽培と除草剤の組み合わせによる雑草防除効果（２００３年）
注）１）B.P.L. はベンチオカーブ・ペンディメタリン・リニュロン細粒剤を播種直後に土壌処理した。
　　２）茎葉処理除草剤はイネ科雑草３～４ L期に処理した。
　　３）イネ科雑草優占圃場は７月９日に播種し，播種後５１日目に調査，広葉雑草混生圃場は７月３１日に播種し，播種後

５５日目に調査。
　　４）カヤツリグサ科雑草の乾物重は極めて少なかったので，広葉雑草に含めた。
　　５）同一圃場の同一の英文字の処理間には５％水準で有意差がない（Tukey の HSD検定）。
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　条間の異なる条件での無除草区の雑草発生本数お

よび地上部乾物重を第１表および第３図に示した。

雑草の発生本数はイネ科，カヤツリグサ科，広葉い

ずれも大豆品種および条間による有意な差は認めら

れなかった。地上部乾物重については，２００１年，

２００２年ともにいずれの品種においても，慣行の条間

７０cmに比べて狭畦の条間３５cmもしくは２５cmで少

なく，広葉雑草が優占した２００２年の「サチユタカ」

において，その傾向は強かった。また，品種間で比

較すると，いずれの年においても「サチユタカ」の

ほうが「フクユタカ」よりも雑草の地上部乾物重は

少ない傾向にあった。

　試験２．「サチユタカ」の狭畦密植栽培と除草剤

の組合せによる雑草防除

　結果を第４図に示した。慣行の条間７０cmの場合，

イネ科雑草優占圃場では，イネ科雑草対象茎葉処理

除草剤（テプラロキシジムまたはクレトジム）を処

理した区の雑草量は，それぞれ無処理区の１１％また

は２２％となり，防除効果が高かったが，土壌処理除

草剤処理区の雑草量は無処理区の４１％となり，防除

効果が劣った。また，広葉雑草混生圃場では，土壌

処理除草剤処理区の雑草量は無処理区の１３％となり，

高い防除効果が得られたが，イネ科雑草対象茎葉処

理除草剤処理区は残草量が多かった。

　一方，条間３５cmでは条間７０cmと同様の傾向で

あったものの，イネ科雑草優占圃場および広葉雑草

混生圃場いずれにおいても，土壌処理除草剤処理区

およびイネ科雑草対象茎葉処理除草剤処理区の雑草

量は無処理区の３～２１％となり，防除効果が高かっ

た。

４．考　察

　大豆は一般的に清潔作物と呼ばれ，初期の雑草防

除を行えば，その後は茎葉の繁茂による雑草の生育

抑制が可能であり，輪作体系の中に組み入れる上で

の利点とされている（大久保１９７６，大久保１９８０，斉

藤１９６１）。また，密植により，雑草に対する生育抑

制効果が高まることが指摘されている（中谷・野口

１９９１，野口ら１９９３）。本試験でも，狭畦密植で雑草

量が減少し，雑草に対する生育抑制効果が高まるこ

とが確認された。また，品種によって雑草量に差が

認められ，雑草に対する生育抑制効果には品種間差

があることも明らかとなった。

　第１図，第２図および第３図に示した結果から，

狭畦密植栽培による雑草に対する生育抑制効果の向

上および品種間差は，大豆茎葉による植被率および

遮光率の違いに起因すると推察される。すなわち，

植被率または遮光率が高い品種あるいは栽植様式ほ

ど雑草の生育抑制効果が高いと考えられる。

　一方，第１表に示したように，品種および条間の

違いは雑草の発生本数に影響しなかったことから，

植被率と遮光率が高いほど雑草の個体当たりの生育

量を抑制するものと考えられる。

　野口（１９８６）は，相対照度が１０％以下になると雑

草の生育が著しく抑制されることを明らかにし，関

東地域における大豆の除草必要期間を約３０日と設定

した。九州地域における大豆の必要除草期間は，慣

行栽培で約１５日である（草薙１９８２）。本試験におけ

る狭畦密植栽培では，慣行栽培に比べて遮光率が高

く推移したことから，必要除草期間はさらに短くな

ると考えられる。試験２において，狭畦密植栽培で

土壌処理除草剤の効果が高かったのはこのためであ

ろう。

　試験１で認められた植被率および遮光率の推移の

品種間の差には，生育速度や草型の違いが影響した

ものと考えられる。生育速度については，初期の葉

の展開速度の差が大きく関与したものと推察される

が，大豆の生育速度，特に初期の生育速度が雑草抑

制に及ぼす影響についてはこれまでに報告がなく，

今後の検討課題である。また，本試験の「サチユタ

カ」の出芽が「フクユタカ」に比べて半日～１日早

かったことから，そのことも一因と考えられる。

　草型については「サチユタカ」と「フクユタカ」

はともに分枝型に含まれる（農水省２００１）と考えら

れるが，個葉の大きさや葉柄の開度の違いが植被率

や遮光率の差に影響したものと考えられる。

　水稲では草型と雑草抑制力との関係が解析されて

いるが（小荒井ら１９９４，小荒井ら１９９５，橘ら１９９７，

橘ら１９９９，橘・渡辺２０００），大豆では同様な解析は

行われていない。大豆の茎葉被覆を利用した耕種的

雑草防除技術の確立のためには，雑草に対する生育

抑制効果の高い草型の解析や品種開発が不可欠であ

り，今後の研究進展が期待される。

　雑草の種類では，２００１年のイネ科雑草よりも２００２

年の広葉雑草に対して，抑制効果が高かった。年次
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による諸条件の違いも考慮されるが，試験２の結果

（第４図参照）も加味すれば，広葉雑草のほうがイ

ネ科雑草よりも大豆の被覆効果を受けやすいものと

推察される。

　以上のことから，「サチユタカ」は「フクユタカ」

よりも雑草に対する生育抑制力が高く，株間を変え

ずに条間を挟めて密植することで，雑草に対する生

育抑制力がさらに高まり，雑草量を著しく低減でき

ると考えられる。試験１では条間３５cmと２５cmとの

間に雑草に対する生育抑制効果に明確な差異は認め

られず，条間３５cmでは倒伏がほとんど認められな

かったものの，条間２５cmでは一部で倒伏が認めら

れたことから，実用的には条間を３５cm程度にする

ことが適すると考えられる。

　試験２では，慣行の条間７０cmの無中耕・無培土

条件では発生雑草の種類によっては，土壌処理除草

剤もしくは茎葉処理除草剤のいずれか１回の除草剤

処理では十分な雑草防除効果が得られなかったが，

狭畦の条間３５cmでは雑草の種類にかかわらず，１

回の除草剤処理で十分な雑草防除効果が得られた。

このことは，播種時期が梅雨にあたる暖地の大豆栽

培において，降雨等により土壌処理除草剤が処理で

きなかった場合には，条間３５cmの狭畦密植栽培で

は生育期にイネ科雑草対象茎葉処理除草剤を処理す

ることにより，無中耕・無培土条件でも効果的な雑

草防除が可能であることを示している。

　前述のように，条間を挟めることで雑草抑制が高

まり，その効果は特に広葉雑草に対して高いものの，

イネ科雑草に対しては必ずしも十分とは言えなかっ

た。狭畦密植栽培と土壌処理除草剤もしくはイネ科

雑草対象茎葉処理除草剤の組み合わせは，暖地にお

いてはイネ科，広葉両草種に対して効果的で，かつ

中耕・培土を省略できる省力的な雑草防除法である

と考えられる。

　暖地の水田転換畑における優占雑草はノビエを中

心としたイネ科雑草であるとされてきたが（草薙

１９８２），近年では大豆の作付け割合が増加したこと

により，広葉雑草の発生も懸念されている。本研究

の結果，「サチユタカ」を条間３５cm程度で狭畦密植

栽培することにより，今後の草種の変遷にも対応し

た安定的な雑草防除が可能と考えられる。

　「サチユタカ」の密植栽培は，増収効果（森田ら

２００４，内川・福島２００３，松永ら２００３），最下着莢位

置の上昇（松永ら２００３）等によるコンバイン収穫適

性の向上（内川・福島２００３）など，栽培上のメリッ

トも大きい。一方で，種子量の増加や，中耕・培土

を行わないことによる圃場の排水性の悪化などのデ

メリットも考えられる。したがって，雑草防除を目

的とした「サチユタカ」の狭畦密植栽培の普及のた

めには，これらのことを勘案した経済評価と管理技

術の確立が望まれる。

５．要　約

　大豆茎葉による植被率および遮光率は慣行の条間

７０cmに比べて，狭畦の条間３５cmおよび２５cmで高

く，品種間では「サチユタカ」のほうが「フクユタ

カ」よりも高く推移した。また，雑草に対する生育

抑制効果も「サチユタカ」のほうが大きく，その効

果はイネ科雑草よりも広葉雑草に対して高かった。

「サチユタカ」を条間３５cmで栽培すると，播種直後

土壌処理除草剤もしくは生育期イネ科雑草対象茎葉

処理除草剤いずれか一方の処理だけで，中耕・培土

を行わなくても高い雑草防除効果が得られた。
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における水稲の草型の差異とタイヌビエの生育

量の関係．雑草研究　４２（別）：１８０－１８１．

橘雅明・渡辺寛明・内野彰・古原洋（１９９９）タイヌ

ビエ生育量を抑制する水稲草型形質の時期別解

析．雑草研究　４４（別）：２００－２０１．

橘雅明・渡辺寛明（２０００）草型の異なる水稲６品種

とタイヌビエとの競合関係にみられる年次間差

異．雑草研究　４５（別）：６２－６３．

内川修・福島裕助（２００３）大豆「サチユタカ」の茎

水分からみたコンバイン収穫適期．日作九支報　

６９：５６－５７．

７．研究課題名：担当小課題名

　代かき同時土中点播栽培における効率的雑草防除

技術の開発
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１．研究目的

　地域総合研究「直播稲作型」の現地実証試験地域

である福岡県夜須町は，筑紫平野北部の稲麦二毛作

地帯に位置し，水稲・麦・大豆を中心とした土地利

用型農業が広汎に展開している。しかし，この地域

においても農業労働力の高齢化や農外就業の増加等

に起因する担い手不足が深刻化してきており，水稲

作を中心に省力化・低コスト化の技術開発が強く求

められている。本報告では，現地実証試験地域の夜

須町を対象に集落農業の動向を予測し，開発技術

（水稲直播栽培技術）の受け手となる，今後の水田

農業の主要な担い手を明らかにする。

　なお，本研究の一部は，倉知：水田作農業の動向

予測と主要な担い手，として九州農業研究第６３号

（２００１．５）に掲載された。

２．研究方法

　まず，現地実証試験地域の夜須町農業の現状と特

徴を農業関係機関調査（役場，農業改良普及セン

ター），統計資料等により明らかにする。ついで，

現地実証試験実施集落（１集落）および対照集落

（２集落）の全農家に実施した営農実態および将来

の営農意向に関するアンケート調査をもとに１９９９年

を基準にした１０年後（２００９年）の各集落の農家，農

業労働力，水田貸借面積等の農業構造を予測する。

予測結果等をもとに，現地実証試験地域における今

後の水田農業の主要な担い手を明らかにして，最後

に水稲直播栽培の普及可能性に言及する。

　予測には，農家意向積み上げ型地域農業動向予測

シミュレータ１）を用いる。これは，集落レベルで

の農業構造の変化を農家の対応（意思決定）行動か

ら明らかにするもので，農家１戸１戸の予測結果を

積み上げて将来の農業構造を予測する手法である。

　予測方法の特徴を予測の手順にしたがい整理する

と，次の①～⑤のとおりである。

　①農家ごとの予測は，１年を単位に時間を動かし，

世帯主や家族構成員等の加齢に伴い農業労働力に変

化が生じた場合と現在利用している主な農業機械が

耐用年数に達した場合に当該農家がどのような対応

行動をとるかという意思決定にもとづいて実施する。

　②農家の意思決定は，個々の農家の意向調査結果

をもとに判定する。農業労働力の変化は，高齢化に

よる農業生産からのリタイアや死亡，結婚，進学や

就職による離農，後継者の新規就農，定年退職によ

る帰農等の条件を判定し決める。また，主な農業機

械（トラクター・田植機・コンバイン等）が耐用年

数に達した場合の対応は，機械更新，作業委託，水

田貸付等の農家意向を判定し決める。

　③農業労働力の条件変化については，地域（県

等）の年齢階層別平均余命，リタイア確率，結婚率，

進学率，新規就農率，帰農率に関する統計数字にも

とづく確率パラメータとして定義し，その出現確率

を一様乱数で与えてシミュレーションを実施する。

　④乱数を用いた予測を農家ごとに繰り返し実施し，

平均余命，農業労働力のリタイア，新規就農や定年

退職による帰農を確率的に処理した場合の農業労働

力，農地，農業生産の増減に関する将来動向の発生

頻度を推計する。予測は，確率シミュレーション方

式を採用しているので，安定的な推計結果（確率

値）を得るために，農家１戸当たりのシミュレー

ションを１，０００回程度実施する。

　⑤農家ごとの予測結果を集落全体で集計し，集落

農業の構造変化を予測する。
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現地実証試験地域における集落水田農業の 
動向予測と主要な担い手

倉知哲朗・田口善勝

（２００４年１１月３０日　受理）
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３．結　果

　１）夜須町農業の現状と特徴

　夜須町は，前述したように筑紫平野北部に位置し

ており，福岡市，久留米市の通勤圏に属する兼業深

化地域である。１戸当たり経営耕地面積は，県平均

の２倍の１８８ａと大きい。主要作物の作付面積は，

水稲が７７２ha，小麦５７７ha，二条大麦４４３ha，大豆

４０１ha（平成１２年産）であり，稲麦，大豆麦の二毛作

田比率が高い。大豆は生産調整作物として導入され，

ブロックローテーション方式により計画的に団地化

され，作付けられている（第１表，第１図）。

　同町は，機械の共同利用組織等のオペレーター農

家を核にした農業生産の組織化が進んでいる（第２

表）。しかし，機械利用の組織化の程度は集落に

よって異なる（第２図）。同町の北東山間部集落で

は圃場条件が悪いため機械利用組織が形成されず，

水稲作業は個別で対応している。現地実証試験実施

集落の曽根田集落が属する山麓扇状地集落では，基

幹３作業（耕起・田植・収穫もしくは代かき・田

植・収穫）が機械利用組織により実施され組織化が

進んでいる。他方，南部平坦地集落では，田植・収

穫の２作業や収穫作業のみが機械利用組織により実

施され組織化の程度は弱い。南部平坦地集落におい
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第１表　夜須町農業の概況

夜須町 平坦水田
地　域ａ）福岡県

２１１８２２（％）専業的農家率ｂ） 

２５２７２９（％）恒常的勤務農家率ｃ）

８９８１９１（％）水田率

１１０９５１８８（a）１戸当たり
経営耕地面積

４９２７７６（％）水稲作付田のうち
二毛作をした田

０．８５０．７８０．９２（人）１戸当たり
基幹的農業従事者数 

資料）２０００年農業センサス。
注）ａ）平坦水田地域は「農林統計に用いる地域区分」の

平地農業地域水田型の１９市町村。
　　ｂ）専業的農家率は男子生産年齢人口のいる専業農家

と世帯主農業専従の１兼農家の合計の総農家に対
する比率。

　　ｃ）恒常的勤務農家率は世帯主が恒常的勤務の２兼農
家の販売農家に対する比率。

第１図　水稲・麦・大豆作付面積の推移
資料）福岡農林水産統計年報

第２表　共同利用組織・受託組織参加農家率
単位：％　

夜須町生産組織年次 平坦水
田地域福岡県

機械・施設の共同利用
組織１９９５年

１５９４８　水稲作ａ）

２４２６４８　麦作ｂ）

農作業の受託組織

３３２３　水稲作ａ）

６７２７　麦作ｂ）

２７１９６５機械・施設の共同利用
組織ｃ）２０００年

９６２３農作業の受託組織ｃ）

資料）１９９５年，２０００年農業センサス。
注）ａ）水稲作の参加農家率は，水稲作付農家に対する割

合。
　　ｂ）麦作の参加農家率は，麦収穫農家に対する割合。
　　ｃ）２０００年は，作物別に調査されていないので，参加

農家率は販売農家に対する割合。

第２図　機械利用組織の水稲作業種類別集落区分
（夜須町，１９９９年）

資料）朝倉地域農業改良普及センター。
注）耕起（代かき）は，耕起か代かきのいずれか１作業か耕
起と代かきの２作業。



て組織化の程度が弱い要因の一つとして，水田率の

高い同町のなかでも南部平坦地には，果樹，野菜作

の比重の大きな地域があり，これらの集落では相対

的に労働力が農業内に残っていることがあげられる。

南部平坦地集落では相対的に恵まれた労働力を保有

していたことが，山麓扇状地の集落に比べて水稲作

の組織化の進展を弱めたものといえる。

　２）分析対象集落農家の将来営農意向

　分析対象集落は，現地実証試験実施集落であり機

械利用の組織化が進展している曽根田集落２）と，

曽根田集落と同様に夜須町の中で組織化が進展して

いる小路・陣高集落，逆に機械利用の組織化が弱い

小隈集落の３集落である（第３図）。ここでいう小

路・陣高集落は，農業センサス集落の小路と陣高を

合わせた地域であり，小隈集落は農業センサス集落

の下高場の一部地域である。いずれも，機械利用組

織の単位地域である。

　曽根田，小路・陣高両集落は山麓扇状地に位置し

稲麦中心の，兼業化が進展している集落であり，機

械利用組織は基幹３作業を行っている。他方，小隈

集落は南部平坦地に位置し稲麦への依存度が低く果

樹（梨）中心の，相対的に労働力がまだ農業内に

残っている集落であり，機械利用組織は収穫作業の

みを行っている（第３表）。
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第３図　分析対象集落の位置（夜須町）
注）ａ）地図上の境界は，農業センサス集落界を示す。
　　ｂ）小路・陣高集落はセンサス集落ＢとＣを合わせた地

域，小隈集落はセンサス集落Ｄに属し，その南部に
位置する地域

第３表　分析対象集落の農業生産と機械利用組織の概況

小隈小路・陣高曽根田集　　　落

弱進展進展〈組織化の程度〉

〈農業生産〉

１６（専４，１兼６，２兼６）３１（専２，１兼９，２兼２０）２７（専５，１兼７，２兼１５）農家数 （戸）

５０２３２６専業的農家率 （％）

１９２３４２恒常的勤務農家率 （％）

１４４９６７経営水田面積 （ha）

５４８９９８水田率 （％）

１６５（９０）１７６（１５８）２５４（２４９）１戸当たり経営耕地面積（うち水田） （ａ）

９５９４９２水稲作付田のうち二毛作田の割合 （％）

水稲９，麦１２，大豆４水稲２８，麦３７，大豆１３水稲４０，麦５２，大豆２２水稲・麦・大豆作付面積 （ha）

梨１０梨２－果樹栽培面積 （ha）

１．３１．０１．１１戸当たり基幹的農業従事者 （人）

〈機械利用組織〉

６２８２６参加農家数 （戸）

収穫５耕起１２，代かき８代かき３２水稲作業面積 （ha）

田植２４，収穫２７田植２０・直播１１

収穫３２

収穫８収穫３５収穫４０麦作業面積 （ha）

（播種３，収穫４）ａ）播種１３，収穫１３（播種２２，収穫２２）ａ）大豆作業面積 （ha）

資料）数値は農家調査（１９９９年）による。ただし，専業的農家率，恒常的勤務農家率，二毛作田の割合，１戸当たり基幹的農
業従事者は２０００年農業センサスより算出した。

注）ａ）曽根田，小隈集落の大豆の播種，収穫作業は，水稲，麦とは別のより広域の機械利用組織で対応。



　稲作農家における水稲生産の将来の営農意向から

みた農業機械の更新意向は，トラクターが３集落と

も更新農家割合が大きいのに対して，田植機は集落

間で違いがみられる。機械利用組織が基幹３作業を

行って組織化が進展している曽根田，小路・陣高集

落は田植機，コンバインとも更新農家割合が小さい

が，収穫作業しか組織化されていない小隈集落では

田植機の更新農家割合が大きい（第４図）。また，

「将来，世帯主が高齢化して働けなくなった」場合

の意向では，組織化の進展している曽根田，小路・

陣高集落は引き続き機械利用組織への作業委託農家

割合が大きく，水田貸付農家割合は小さい。しかし，

組織化の弱い小隈集落では逆に作業委託農家割合が

小さく，水田貸付農家割合が大きい（第５図）。集

落における機械利用の組織化の程度の違いが，農業

機械の更新の有無や世帯主の高齢化による対応の違

いに明確に現れている。

　３）集落農業の動向予測

　集落農家全戸における，これらの将来の営農意向

をもとにした１０年後（２００９年）の農家，農業労働力，

水田貸借の予測結果から機械利用の組織化の進展し

ている曽根田，小路・陣高集落では農家数が２２～

２６％，農業従事者数が２４～３１％減少することが予測

された。特に農業従事者の中で非オペレーター層の

補助労働従事者の減少が大きいことが明らかになっ

た。また，水田貸付面積は集落水田面積の１２％に達

することが予測された。ただし，両集落ではこれを

上回る借入面積も見込まれた。これに対して，機械

利用の組織化の弱い小隈集落では農家数が３８％，農

業従事者数が３６％減少することが予測された。また，

水田貸付面積は水田全体の６１％と大幅な増加が見込

まれるが，集落内には借入面積の増加が全く見込ま

れず，耕作放棄による荒廃が予想された（第６図，

第７図，第４表，第５表）。

　集落ごとの農業動向予測結果から，現地実証試験

地域においては，機械利用の組織化が進展している

集落ほど農家，農業労働力等の減少率が小さく，今

後の集落農業の動向には機械利用の組織化の程度が

大きく影響してくるものといえる。機械利用組織は

個別経営の補完組織として機能しており，組織化の

進展している曽根田，小路・陣高集落では機械利用

組織が農家や農業労働力の減少を緩和する役割を果

たしている。これに対して組織化が弱い小隈集落は，
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第４図　農業機械の更新意向

注）（　）は１０年間の減少率を示す。

第７図　農業従事者数の予測結果

注）（　）は１０年間の減少率を示す。

第６図　農家数の予測結果

第５図　水稲作農家の営農意向

小道・陣高曽根田 小隈

小道・陣高曽根田 小隈



現時点では労働力が農業内に残っているものの，１０

年後の予測結果では組織化が弱いがために農家，農

業労働力の減少がより急激に顕在化することが明ら

かになった。

４．考　察

　１）水田農業の主要な担い手

　現在，曽根田，小路・陣高両集落の機械利用組織

は，オペレーター農家が中核になっており，これら

オペレーター農家が水田農業の中心的な担い手に

なっている。オペレーター農家は，水稲と，主とし

て麦大豆作，施設園芸，畜産との複合経営である

（第６表）。そして，これら農家は，自らの経営の補

完組織として機械利用組織を位置づけ，経営展開を

図っていることに特徴がある。すなわち，機械利用

の組織化が進展している曽根田，小路・陣高両集落

では，基幹作業を行うオペレーターと苗補給，水管

理，収穫物運搬等を分担する補助労働従事者との組

織的な作業対応によって農業生産が可能な仕組みに

なっており，オペレーター農家は苗補給等の補助作

業部分を機械利用組織を通じて非オペレーター農家

に補完されている。他方で，機械利用組織の非オペ

レーター農家は，機械利用組織が存在することによ

り，オペレーター農家に機械作業を依存し農業生産

を維持している。こうした集落の機械利用組織に支

えられ，経営展開を図っているオペレーター農家が

水田農業の主要な担い手になっている。

　１０年後の動向予測結果では，機械利用の組織化が

進展している曽根田，小路・陣高両集落では，小隈

集落に比較すると農家や農業労働力の減少率が小さ

く，集落内の水田は貸付面積を上回る借入面積が見

込まれている。

　機械利用組織における基幹作業を担当するオペ

レーター農家と苗補給等の補助作業を担当する非オ

ペレーター農家との作業対応が，集落の農家や農業

労働力の減少を緩和し，貸付面積を上回る借入面積

の存在を可能にしており，オペレーター農家を中核
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第４表　オペレーター等の予測結果（曽根田機械利用組合）
単位：人　
増減数２００９年１９９９年農業労働力 a）

０７７農業従事者
オペレーター労
働

２５３農業就業人口

１４３６５歳未満の農業就業人口

▲４１０１４農業従事者
オペレーター以
外の出役労働

▲１８９農業就業人口

▲２３５６５歳未満の農業就業人口

注）a）曽根田集落在住の組合員のみを対象とした。

第５表　水田貸借農家数・面積の予測結果
単位：戸，ａ　

組織化弱集落組織化進展集落

小隈小路・陣高曽根田

増減数２００９年
（予測値）

１９９９年
（現状値）

増減数２００９年
（予測値）

１９９９年
（現状値）

増減数２００９年
（予測値）

１９９９年
（現状値）

４１０６７１０３６７１　　農家数
貸付
　　面積 a）

４８７８７８３９１５０５５９８９３６８４８１４１３０

（６１％）（１２％）（１２％）

０４４▲２１１１３▲１１０１１　　農家数
借入
　　面積 ０２５５２５５８３０２，３５２１，５２２１，１６７４，３５５３，１８８

－－－１１－１１－　　農家数
売却
　　面積 －－－３０３０－１００１００－

注）a）貸付面積の予測値の下の（　）は集落水田面積に対する割合を示す。



とする機械利用組織が集落の農業生産の維持に不可

欠な存在になっている。現地実証試験地域における

水田農業の主要な担い手は，今後も，こうした集落

の機械利用組織の中核であり，同時にその機械利用

組織に支えられ，経営展開を図っているオペレー

ター農家と想定できる。

　２）水稲直播栽培の普及可能性

　最後に，水稲直播栽培の普及可能性について言及

すると，今後の水田農業の主要な担い手と考えられ

る，機械利用組織の中核であり，同時にその機械利

用組織に支えられたオペレーター農家が存在する曽

根田，小路・陣高集落においても予測結果では，

２００９年に農業従事者の２４～３１％の減少が予測される。

しかも，曽根田集落の予測結果ではオペレーター労

働は減少しないが，補助労働に従事するオペレー

ター以外の出役労働の減少が大きい。このまま推移

すれば機械利用組織の中核になるオペレーターに対

する労働負担の増大が予想される。したがって，育

苗，苗運搬，苗補給作業を削減する直播栽培は補助

労働の代替につながる効果が大きく，水稲直播栽培

の普及可能性は高いといえる。

　他方，機械利用の組織化の弱い小隈集落では農業

従事者の一層の減少と水田貸付の増加への対応とし

て，水稲直播栽培の普及可能性はあるといえる。た

だし，小隈集落は，今後，水田の貸付超過が生じ，

その受け手が存在しなくなると予測される状況では，

集落外をも含めた担い手の確保が直播栽培導入より

先に検討すべき重要な課題になる。

５．要　約

　機械利用の組織化が進展している現地実証試験実

施集落（曽根田集落），実施集落と同じように組織

化が進展している集落（小路・陣高集落），逆に組

織化が弱い集落（小隈集落）の３集落を対象に実施

した集落全農家への営農実態および将来営農意向ア

ンケート調査結果をもとに，集落ごとの農業構造の

動向予測と水田農業の主要な担い手の特定を行った。

１９９９年を基準にした１０年後（２００９年）の集落ごとの

農業構造の動向予測により，現地実証試験地域にお

いては，農家，農業労働力の減少は組織化の弱い集

落がより激しく，水田は大幅な貸付超過になること，

水田農業の主要な担い手は，集落の機械利用組織の

中核であり，同時にその機械利用組織に支えられ，

経営展開を図っているオペレーター農家であること

を明らかにした。また，組織化進展集落でもオペ

レーター以外の補助労働力が大幅に減少し，その対

策として水稲直播栽培の普及可能性が高いこと，組

織化の弱い集落では労働力の減少への対応として水

稲直播栽培の普及可能性はあるが，動向予測結果か

ら判断すると，直播栽培の導入より先に，集落外を

も含めた担い手の確保が重要な課題になることを指

摘した。

６．引用文献
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と機能－，「農家経営行動論－農家の行動論理

と意思決定支援－」（浅井　悟，門間敏幸）東
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第６表　経営規模拡大意向農家の経営概況と拡大意向面積（曽根田集落）

経営水田面積（ａ）農業従事
者ｂ）（人）

同オペレー
ターａ）

機械利用
組合ａ）経営類型専兼別農家

将来現状

１，２８７９８７４（２）○○水稲・麦・大豆専Ａ

１，５８５１，３８５６（４）水稲・麦・大豆専Ｂ

５７１２７１　２　　○○水稲・麦・大豆２兼Ｃ

８６５７６５４（４）○○水稲・麦・大豆・施設園芸専Ｄ

８００５００３（２）○○水稲・麦・大豆・肉用牛専Ｅ

注）ａ）機械利用組合，同オペレーターの○は組合加入農家，オペレーターのいる農家を示す。
　　ｂ）農業従事者の（　）は６５歳未満農業就業人口を示す。
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１．研究目的

　北部九州の水田地域，とりわけ筑後川流域の水田

地域においては，集落を主要な活動範囲とした営農

組織の展開がみられるが，多くの組織で構成員の高

齢化や兼業の深化等に伴うオペレータや補助出役者

不足が問題となっている。また，水稲，麦類，大豆

によって構成される二毛作体系下においては，暖地

とはいえ作付切り替え時期における作業競合が生じ

ている。こうした問題への対処方策として，育苗や

苗運搬，あるいは作業機への頻繁な補給を必要とせ

ず，従ってワンマンオペレーティングが可能な水稲

直播栽培技術の導入が試みられている。

　水稲直播栽培技術の個別経営への導入効果等に関

しては既に多くの研究が存在する。例えば松田ら１）

は全国各地域における水稲直播の導入事例を分析し

ているが，現地資料等による簡単な経済性評価にと

どまっている。一方，小室ら２）は詳細な実証デー

タを基に全国各地域での水稲直播の導入効果を分析

しているが，その対象は個別経営が中心であり，概

ね大規模経営においてその効果がより強く発揮され

るとする結果となっている。しかしながら，北部九

州の現状をみると，必ずしも大規模経営が広範に展

開する状況にはなく，このことを踏まえれば，より

現実的な導入場面としてはやはり営農組織が主な対

象となろう。ところが，既存の研究においては，集

落営農組織を対象としてその導入の影響や効果を明

らかにしたものは少く，このことが水稲直播栽培技

術が普及しにくい要因の一つとなっている。

　そこで本稿では，組織的に水稲直播栽培技術を導

入した福岡県夜須町Ｓ機械利用組合を分析事例とし

て，導入に伴う出役構造やコスト構造の変化を分析

し，水稲直播栽培導入の組織運営への影響や組織運

営改善効果を明らかにする。

２．研究方法

　１）分析対象組織の概要

　まず，分析対象としたＳ機械利用組合（以下，Ｓ

組合と略す）の概要に触れておく。Ｓ組合はＳ集落

の大半の農家と隣接するＭ集落の一部の農家３２戸で

構成されている。組合員農家の経営水田面積は約

６０ha であるが，施設園芸用のハウス用地等を除く

と，概ね５０ha 強が水田作に利用されている。その

ほぼ全面積に冬作の麦類が作付けられる一方，夏作

では生産調整割合が約４割であることから水稲作付

面積が約３０ha（うち直播栽培１０ha 強），転作作物と

してはほぼ全てに大豆が作付けられている（面積約

２０ha）。転作については数集落によって構成される

地域ブロック単位でブロックローテーションが実施

されているが，４割の生産調整割合に対応し，基本

的には３年一巡と２年一巡を組み合わせた，５年に

２回の転作を行う輪作体系によってローテーション

されている。

　Ｓ組合が組織として実施する作業は，水稲の代か

き（直播，移植とも），田植，直播における塩水

選・種子粉衣・播種・除草剤散布，収穫・運搬およ

び麦類の収穫・運搬である。これらの作業は組合員

の出役によって実施するが，その他に組合所有機械

の組合員への貸し出し（所有機械の員内共同利用）

も行っていて，乗用管理機を用いた麦類および大豆

の中耕・培土作業の利用面積が大きい。なお，転作

大豆に関わる作業は別の組織，ＳＭ大豆生産組合が

担っていることから，Ｓ組合は稲麦を対象とした集

落営農組織であるといえる。また，水稲の移植栽培

用の種子予措・播種・育苗や麦類播種，あるいは耕
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集落営農組織への水稲直播栽培技術導入の影響と 
組織運営改善効果
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起作業は個別農家が実施しＳ組合は関与しない。さ

らに，防除作業は地域内の中核的な農家が設立した

有限会社Ｆが一手に引き受け，乾燥・調製は一部は

個人所有機械を利用するものの，大半はＪＡのカン

トリーエレベータに搬入されるというように，地域

の水田農業は重層的な組織によって担われている。

　ところで集落営農については農水省が「農業集落

を単位として，農業生産過程の一部又は全部につい

ての共同化・統一化に関する合意の下に実施される

営農」という極めて広い定義付けを行っているが，

Ｓ組合の現状は，その中の集落共同作業組織と位置

づけることができる。

　組合員の出役による共同作業と述べたが，出役状

況から組合員は次の５つのグループに分類すること

ができる。

　まず１つ目は中核オペレータ群とも呼ぶべきグ

ループであり４名が存在する。このうち３名は水田

作複合専業経営の経営主であり，前述の大豆生産組

合や有限会社の構成員・オペレータでもあって，ま

さに地域の中核的な担い手といえよう。また１人は

兼業農家の経営主であるが，農繁期中はほぼ毎日出

役する等中核オペレータとしての役割を担っている。

これらのオペレータはＳ組合が実施する各種作業に

ほぼ全期間出役しており，４０歳代から５０歳代の働き

盛りである。

　２つ目のグループは兼業オペレータ群である。３０

歳代後半から５０歳代で比較的安定した農外勤務に従

事しつつ，農繁期には機械作業のオペレータとして

従事するグループで７人が存在している。

　３つ目のグループは補助作業にのみ出役する補助

出役者群であり，年によって若干異なるが概ね１２～

１３人が該当する。この中には高齢者（オペレータの

親世代を含む）や女性，一部は野菜専業農家で野菜

部門が忙しいため補助作業にのみ出役する者がいる。

　４つ目は組合長と副組合長の２人の役員層（いず

れも６０歳代）であり，全体を統括するとともに作業

の進捗状況を見ながら水利施設の調整も行う，いわ

ば監督的作業従事者群である。

　最後に，全く出役しない非出役者群が８戸程度い

る。出役はしていないが，前に述べた個別で実施す

る作業は行っていて貸付農家ではない。

　Ｓ組合が所有する主要な機械を第１表に示した。

トラクタは補助事業での導入であるが，既に償却済

みとなっているし，自脱コンバインも当初は補助事

業で導入したが，その後自己資金で更新するなど，

大半の機械は自己資金（近代化資金借入）によって

装備している。このことからもＳ組合の財政運営は

極めて健全であることが伺えよう。

　ところで，Ｓ組合所有機械のみではＳ組合が実施

する作業全てをまかなうことができない。その場合

は，組合員が所有する機械を借り上げ（リース）と

いう形態で利用している。主にリースしているのは，

収穫物の運搬や代かき時の水廻り，田植時の肥料運

搬等に使用するダンプトラック，軽トラック等の車

両と，代かきや直播に使用するトラクタである。こ

れらについてはＳ組合が定める時間借り上げ単価に

基づいて利用されている。

　Ｓ組合の設立は１９９３年である。当初は水稲は全て

移植栽培であった。しかし，それでは短期間に多人

数の出役者が必要であり，機械台数も多くならざる

を得ない。Ｓ組合では通常，移植作業は３人の組作

業編成（オペレータ＋苗補給・肥料補給補助２人）

で行うことにしているが，第２表に見るように，直

播導入前には出役者数が確保できず２人体制での作

業が多い状態となっており，それに対する対応策が

求められていた。そうした状況の中で出会ったのが

水稲直播栽培技術である。

　Ｓ組合が水稲直播栽培を本格的に導入したのは

１９９８年である。本格的導入に至る経緯について若干

触れておく。１９９６年の直播サミットは福岡県で開催

され，九州農業試験場（当時）開発の代かき同時土

中点播直播技術に出会う。翌年，その九州農業試験

場が開始した本プロジェクト研究の営農試験地とな

り，Ｓ組合の中核オペレータが耕作する圃場が実証

圃となった。実証圃での栽培状況を具にみて，オペ

レータや役員層は，出役者数の削減や作業時期の分
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第１表　Ｓ組合における主要機械装備

台数等大きさ・機能機械・作業機

１台６０psトラクタ

１台３ｍ代かきハロー

１台８条播（２．４ｍ）直播機

２台５条刈自脱コンバイン

２台６条植（同時施肥機付）田植機

１台２１ps乗用管理機

１台コーティングマシン



散等により組織運営改善に効果があると判断して本

格導入を決意し，自己資金で直播機を購入して１９９８

年から１０ha 規模での栽培が開始されたのである。

以後，最大で１７ha，最小でも１０ha の水稲直播栽培

が実施されている。面積変動は，基本的には水掛か

りと転作ローテーションとの関係からくるものであ

る。

　２）分析方法

　組織への水稲直播導入の影響，効果を知るという

観点からすれば，導入前後における比較が基本的な

分析方法となる。Ｓ組合は法人格を有しない任意組

合とはいえ，費目別の詳細な経費を算出し毎年の総

会に決算報告を行っている。主な費目として，支出

では人件費（オペレータおよび補助員賃金），賃借

料（リース料），農機具修理費，燃料費，格納庫借

料，借入金返済金，役員報酬，保険料，会議費等が

ある。収入の大半はもちろん作業料金であり，あと

は貸し出し機械の使用料収入が若干といったところ

である。また，出役については作業別，日別の出役

者名，出役時間，作業対象圃場（面積）を記載した

作業日誌を記帳している。

　そこで，作業別，出役者グループ別の出役日数，

出役時間等については，導入前は１９９６年および９７年

の２年間の，導入後は９８年から２００４年まで７年間の

作業日誌データを用いて比較分析を行った。導入前

データとして１９９５年以前の値を用いなかったのは，

やや欠損値が存在すること，機械の機種構成が違い

（小型機の存在），かえって正確な比較が行えないと

判断したためである。また，費用算出については主

に２００３年の会計報告の基礎データを用いた。年次が

古くなると，例えば燃料費等の単価が異なりコスト

比較が困難なためである。その他圃場作業時間等に

ついては，１９９６年以降筆者らが実施した作業時間調

査データで補足した。なお，Ｓ組合における出役時

間は格納庫に集合した時点から解散までの時間を記

帳しており，作業手順等の打ち合わせや機械の準備，

終了前の片付け，圃場へおよび圃場間の移動時間等

も含まれる。圃場作業の時間のみを用いる研究事例

が見受けられるが，それでは現実より過小に算出さ

れることになる。その意味で本稿の分析結果は，よ

り現実の組織活動に即したものといえる。

　作業料金，出役労賃，リース料等を第３表に示し

た。作業料金は夜須町の標準作業料金よりもかなり

低い。一方，出役労賃，特にオペレータ賃金はかな

り高い設定となっている。オペレータ賃金について

は夜須町が福岡市への通勤地域であることから，中

核的な働き手に対しては農外就業に見合う賃金が必

要との認識で設定したというが，これで組合の財政

が健全であるということは，極めて効率的な作業遂

行が実現していることに他ならない。

　ところで，これまでの筆者らの作業時間調査やＳ

組合の作業日誌等の分析結果からは，水稲直播栽培

導入の作業遂行への影響は春作業にのみ現れ，秋作

業においては移植との違いが認められない。そこで，

ここでの分析対象時期は春作業のみに限定する。た

だし，自脱コンバイン等による収穫作業のコスト算

出に当たっては，年間の稼働時間，稼働面積が必要

である。そこで，収穫作業に係る費用算出について

は稲刈りも含めて分析を行うこととした。

　さて，水稲直播栽培技術導入による出役構造やコ

スト構造の変化を，導入前後の比較により明らかに

すると述べたが，具体的な分析手順について述べよ

う。

　目的の一つが春季農繁期，麦類から水稲への作付

切り替え期における作業競合回避の効果如何である

から，まず，各作業の作業時期や作業遂行状況を導

入前後で比較する。すなわち，麦類の収穫から代か

き，田植へとつながる組織活動が，代かき－直播が

加わることで，作業時期や１日の作業面積，出役時

間，使用機械台数等にどのような影響を与えるかを

分析する。次に，多人数の出役者の確保が困難と

なっている状況に対して，直播導入はその解決策た

り得るか否かの解明が目的であるから，総出役時間

やそのグループ別割合等の変化を比較分析する。す
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第２表　移植作業における田植機の総稼働台数と３人未満組作業人員台数

直播導入後直播導入前
年次

平均０３年０２年０１年００年９９年９８年平均９７年９６年

１１．７８１２１０１２１６１２１８．０１７１９総稼働台数

０．７０１０１１１６．０３９３人未満台数



なわち，オペレータ群の出役や補助出役者，特に高

齢補助者の出役が移植のみの段階と直播導入後では

どのように変化したかを分析する。

　以上の分析によって直播導入による出役構造の変

化を明らかにし，その分析結果，出役時間の変化や

使用機械台数の変化を踏まえて，それらが組織とし

てのコストにどのように反映されるか，人件費や機

械償却費等のコスト構成や水準がどのように変化す

るかを明らかにする。ここで留意すべきことは，あ

くまで組織としてのコストが対象であり，直接的な

直播と移植との比較ではない，ということである。

従って，前に述べたような組織として実施する作業，

麦類の収穫と，移植では水廻り，代かき，田植，直

播では塩水選・種子粉衣と水廻り，代かき，播種と

いう異なった作業の比較を行う。

　ここで，なぜ異なる作業を対象に，しかも「組織

コスト」を用いるのか，ついて述べておきたい。研

究目的でも触れたように，大規模経営が広範に展開

していない北部九州においては，営農組織が水稲直

播の導入対象となろう。組織の構成員やリーダーに

とっては，移植と直播という様式別の比較分析情報

も必要ではあるが，実際に組織が実施する作業を対

象にして，直播導入に伴い組織としての働き方がど

う変化しコストはどうなるのか，という情報のほう

がより現実的であり，直播導入の意思決定において

重要である。一方，新たな米政策改革においては，

集落営農の経営体への移行が強く求められている。

「経理の一元化」に向けて，組織における会計の健

全性如何を明確にする上でも組織コストの把握が必

要といえる。

３．結　果

　１）作業時期および日作業面積の変化

　作業種類別の作業日と１日の作業面積を第１図に

示した。麦類の収穫時期はかなり大きな年次変動が

あるが，１９９７年および２００２年はほぼ平年の作業時期

を，１９９６年および２０００年は収穫が遅い年の作業時期

を，水稲直播導入前後についてそれぞれ代表させて

いる。

　ここから指摘できる第一の点は，代かきおよび移

植作業における１日の作業面積が小さくなり，作業

ピークが緩和されたことである。その理由はもちろ

ん直播が導入されることで移植作業（必要）面積が

減少し，かつ直播の作業時期が６月上旬に移動した

ため，６月中下旬の移植面積が減少したことにある。

１日当たりの移植面積の縮小は機械装備台数の削減

につながる。トラクタおよび田植機の台数，特に１
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第３表　Ｓ組合における作業料金・労賃・リース料と夜須町標準料金等

夜須町Ｓ組合

作業料金

４，８００円／１０ａ３，０００円／１０ａ代かき

６，８００円／１０ａ（手伝い人・苗作りは別）５，０００円／１０ａ田植え

　　　－５，０００円／１０ａ直播

１６，３００円／１０ａ（運搬・カッター付き）１１，０００円／１０ａ水稲収穫

１３，２００円／１０ａ（運搬・カッター付き）７，０００円／１０ａ麦収穫

労賃

５，５００～６，０００円／８時２，５００円／時（収穫オペレータ）

（一般農作業まかないなし）２，２００円／時（その他オペレータ）

１，５００円／時（収穫補助）

１，３００円／時（その他補助、水廻り）

リース料

１，７００円／時トラタク

　７００円／時運搬車

　３００円／時軽トラック

注）１）夜須町の標準料金等は「平成１４年農作業労務基本賃金表（農業委員会）」より。
　　２）Ｓ組合の田植えには補助（手伝い人）を含む。また，収穫作業は補助，運搬・カッター付きの料金。



日の最大投入台数の変化を第４表に示したが，直播

導入前においては５台のトラクタおよび３～４台の

田植機を必要としていたものが，導入後は３台のト

ラクタと２台の田植機での作業遂行が可能となって

いるのである。こうした必要機械台数の削減は組合

としての機械装備台数の削減による機械償却費の低

減，あるいは前述のような借り上げ方式においては

リース料の低減によって組織コスト低減に寄与する

ことになる。この点については後述する。

　指摘すべき第二の点は，移植作業終了日が早まり，

６月２５日の適期内遂行が可能となった点である。対

象地区は複数の異なる水源から用水を確保している。

地区内を流下する小河川からの直接堰上げ，小河川

から取水し一旦ため池に貯留した用水の利用，そし

て両筑用水（江川ダム）からの取水であるが，最大

かつ安定した水源である両筑用水の取水開始日が６

月１８日であり，移植（およびそのための代かき）作

業はそれに規定される。しかし，６月２５日を過ぎる

と収量への影響が現れてくることから，それ以前に

終了したいのである。第１図の終了時期の早まりは，

移植の必要面積が減少したことに伴い，この適期内

作業が可能になったことを示している。

　指摘される第三の点は，直播作業が６月上旬に移

動したことに伴い，今度はこの時期に新たなピーク

が発生するとともに，麦類，特に小麦の収穫作業と

直播およびそのための代かき作業とが同時期化した

点である。現在の水稲の主力品種であるヒノヒカリ

の場合，６月中旬以降の播種は若干の不安定性を有

しており適期は６月上旬である。すると，第１図に

示されるように麦類の収穫がほぼ平年並みの年にそ

うした同時期化が発生することになる。このことは

同時に異種の機械作業が平行して実施されること，

つまり，それに応じたオペレータの確保が必要なこ

とを意味している。
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第１図　直播導入前後における日作業面積の変化
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）
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）
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　２）作業種類別およびグループ別出役時間の変化

　作業種類別の出役時間の推移を第２図に示した。

若干の年次変動はあるものの，直播導入前に比べ導

入後はやや増加しているようにも見える。しかし，

各作業の面積そのものにも若干の変動があることか

ら，平均的な同一面積で示したのが第３図である。

ここではＳ組合の平均値から，麦類の収穫面積を

５１ha，水稲については３３ha とし，直播導入前はこ

れが全て移植，導入後は直播１２ha と移植２１ha とし

ている。また，前述の移植作業における労働過重な

組作業編成の実態を考慮し，ここでは必ず３人の組

作業とすることを想定した補正を加えている。

　これを見ると，麦類の著しい不作年であった１９９８

年の麦類収穫時間が短くなっているが，その点を除

くと，導入前後における総出役時間にはほとんど差

がないといえる。しかし，作業種類別にみると構成

はやや変化しており，移植時間は減少し，同一面積

である移植対直播＋移植でみても減少傾向が指摘で

きよう。それに対して，水廻り時間は明らかに増加

し，また代かき時間もやや増加傾向が認められる。

さらに，直播導入に伴って塩水選・種子粉衣時間が

付け加わっているのである。なぜ，水廻り時間や代

かき時間が増加するのか。この点についてはグルー

プ別出役時間の変化をみた後に再度その要因につい

て検討することにしよう。

　そのグループ別出役時間の推移を構成比として示

したのが第４図である。ここでは補助出役者群をさ

らに，概ね７０才代以上の高齢補助出役者群と，兼業

従事者や経営主の妻等の兼業等補助出役者群に分け

て示している。明らかに高齢補助出役者群の出役時

間が減少し，これに対して兼業オペレータ群や兼業

等補助出役者群の出役時間が増加している。また，

補助出役時間全体としても減少傾向が認められる。

　そこで，各群別に作業種類別出役時間の変化をみ

たのが第５図から第８図である。まず，中核オペ
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第４表　機械機種別にみた１日の最多投入台数

直播・移植組み合わせ体系全移植体系

０３年０２年０１年００年９９年９８年９７年９６年

３台３台３台３台３台３台４台５台トラクタ a）

２台２台２台３台３台３台３台４台田植機

２台２台２台２台２台２台２台３台自脱コンバイン

注）a）全移植体系では全て移植対応代かき用，直播・移植組み合わせ体系では代かき＋直播用
の台数を示す。

注）９６年，９７年が全移植，９８年以降が直播・移植組み
合わせの値。

第２図　総出役時間の推移（春作業、作業種類別）

注）麦刈５１ha，水稲３３ha（全移植は全て移植，組み合
わせは直播１２ha ＋移植２１ha）に同一化して補正。

第３図　面積同一化後の総出役時間推移（春作業，
作業種類別）

第４図　グループ別出役時間構成割合の推移

（
％
）



レータ群については構成比で示しているが，麦収穫

作業，代かき作業が４割，移植が２割程度の構成比

であったものが，麦収穫は２割程度まで，移植作業

は１割強まで減少し，一方で，代かきは５割まで増

加，その他も増加し，新たに直播が追加されて１割

弱を占めるようになっている。直播導入前は麦の収

穫と代かき・移植の時期が分離されていたため，中

核オペレータは麦の収穫と代かきに中心的に従事し，

さらに移植は代かき後１～２日後に行うため，作業

期間後半では移植作業にまで従事していたのである

が，導入後は代かきと直播に特化する傾向となって

いる。前述の麦収穫と代かき＋直播作業の同時期化

の影響がここに現れており，同時期化した場合は，

最も熟練を要しその後の栽培管理にまで影響を与え

る，いわばキー作業である代かきに集中し，麦収穫

は兼業オペレータに主として依存する構造に変化し

たことを意味している。

　このことは第６図の兼業オペレータの出役時間推

移をみれば明らかであり，麦収穫作業への出役時間

が大きく増加している。また，移植作業への出役時

間の増加も認められるが，それは次の役員層の出役

時間構成とも関連する。第７図にみるように，役員

層の出役時間構成は導入前後で大きく変化し，導入

前は移植作業や代かき作業にまで従事し，ある意味

でオペレータ的な役割も果たしていたのであるが，

導入後はほぼ水廻り作業にのみ従事することで，組

織全体の監督・調整役としての役割に特化してきた

のである。

　このことは直播導入の影響とともに組織の進化と

しての意味も有する。単なる寄り集まり的な集団活

動，協業編成から，分業に基づく協業編成への進化

である。その直接的な契機となったのが直播導入で

ある。移植作業は代かき後１～２日して同一圃場の

作業を行うのに対して，直播は代かきと同日作業で

あるため作業の進行管理がより重要になる。また，

作業期間が長期化したため，水源の状況，取水能力

を勘案した作業進行が求められることになる。その

ことが水廻り作業を，単なる水利施設の開閉という

機能から諸作業全体の調整機能を持つ作業へと変化

させ，役員層が主に担う作業になったのである。

　高齢補助者群の出役時間の推移からもそうした変

化は読み取れ，水廻り作業には役員層が主に従事す

るようになったことで高齢者の当該作業への出役時

間が減少している。また，移植補助の減少も著しい

が，これはもちろん直播導入による補助作業労働の

削減という直接的効果によるものといえよう。

　水廻り作業が他の作業の付随的な位置から重要な

機能を有するものへと変化したことは，作業日誌の
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第７図　役員層の作業種類別出役時間構成の推移

第６図　兼業オペレータの作業種類別出役時間の推
移

第５図　中核オペレータの作業種類別出役時間構成
割合

（
％
）
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記帳状況にも現れている。当初は，他の作業の作業

日誌に追加的に記帳され，一部には記載漏れもあっ

たというが，その後独立した冊子に記帳されるよう

になった。１９９６年，９７年の水廻り時間が少ない要因

の一つは，こうした記載漏れにある。

　３）単位面積当たり労働時間

　前項では面積を同一にして比較しているから，当

該面積で除せば単位面積当たりの出役時間となる。

しかし，水廻り作業の性格変化等があることから，

ここでは近年，２００１～２００３年における移植と直播に

係る作業について１０ａ当たりの出役時間を算出し，

これを労働時間とみなして両者を比較する。

　それを示したのが第９図である。前述のように対

象とする作業種類は異なっているが，合計値でみる

と，直播は移植に比べて約０．８時間，２３％の労働時

間削減を実現しており，確かに省力技術であるとい

える。構成をみると，移植作業の補助時間は大きく

減少しているが，水廻りは直播がやや増加し，一方

で代かきはやや減少している。水廻りの増加は前述

の水源の多様性に関係している。直播は６月上旬に

実施されるが，その時期に水利用が可能な圃場は限

定される。生産調整のブロックローテーションの動

きによっては複数の水系で直播栽培を行わざるを得

ず，このことが安定した通水の下で比較的まとまっ

た作業進行が可能な移植に比べてやや増加する要因

となっている。また代かきの減少についてであるが，

筆者らの作業時間調査では直播と移植ではほとんど

違いがない。にも関わらずこうした差が生じるのは

なぜか。実は，直播機には水田ハローが装着され代

かき作業も可能であるため，直播機のオペレータは

他の圃場における代かきの進捗状況を見つつ，自ら

も代かき作業を行っているものの，その時間と直播

作業とを区別せずに直播作業への出役として記帳し

ているのである。つまり，代かき時間は現実よりや

や短くカウントされ，直播時間はやや長くカウント

されているのである。

　以上のように，直播の代かき時間は，見かけ上

（組合の作業日誌データでは）移植よりも減少する。

であれば，直播導入後の代かき時間全体も減少する

はずである。にもかかわらず第３図にみるように，

代かき時間はむしろ増加の傾向を示している。直播

導入後，移植における代かき時間が増加したという

ことになる。なぜか。直播栽培圃場は比較的まと

まっているが，水系（水源）別に完全な団地には

なっておらず移植圃場が点在する。このことは，一

つには移動時間の増加をもたらして代かき時間の増

加を引き起こす。また，他の区域でも移植のための

代かき作業を行っており，零細な水源に頼る区域で

は，仕付け水確保に要する時間が増加し，水足を伸

ばしつつの代かき作業を余儀なくさせ，これも代か

き時間の増加につながる。以上の結果が，直播導入

後の移植における代かき時間の増加となって現れて

いるのである。

　４）想定面積下における作業遂行モデル

　以上，Ｓ組合の現実に即して分析を進めてきたが，

ここまでの結果をまとめつつやや一般化して把握す

るため，以下のような想定の下で作業進行をモデル

的に提示してみる。

　ここに水田面積５０ha の集落があり，生産調整率

４０％の下，全て大豆で転作している（２０ha）。大豆

後作は大麦とし，水稲（３０ha）後作は小麦とする。
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第８図　高齢補助者の作業種類別出役時間の推移

第９図　直播と移植の１０ａ当たり労働時間の比較

出
役
時
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注）１）組織的にショットガン直播を導入した福岡県S機械利用組合のデータを基に作成。
　　２）直播・移植組み合わせ体系の図，全移植体系では直播部分が移植になる。
　　３）熟期の関係から水稲後は小麦，大豆後は大麦。また，直播はスクミリンゴガイ回

避も想定して大豆－大麦後とした。
　　４）水稲はヒノヒカリを想定。

第１０図　集落営農組織の作付構成と規模（５年１巡ローテーション前提）

注）１）水田規模５０ha，生産調整率４０％，転作は大豆を想定し大豆跡大麦（２０ha），水稲跡小麦（３０ha）。直播は６月上旬
のみの制約下で１台導入の場合。降雨や麦収穫遅れリスクを考慮して１０ha 規模。１０ha 単位５年一巡ローテー
ション（大豆－大麦－直播－小麦－移植－小麦－大豆－大麦－移植－小麦）を前提。第１０図参照。

　　２）試算の前提条件は以下の通り。
　　　　①各作業の時間数は上記想定作付面積を S組合の時間当たり作業面積の平均値で除した（小数点以下四捨五入）。
　　　　②日数は１日の作業可能時間を１０時間（麦刈は９時間）とし，各作業の時間数をこれで除した（端数切り上げ）。

ただし，直播代かきは直播と同日に実施のため１日の可能時間を８時間として進度を合わせた。
　　　　③ただし，移植はS組合作業圃場への両筑用水からの本格的な通水開始６月１8日から収量低下をもたらさないと

される２５日までの８日間に作業を終了させることとし，代かき翌日から移植作業開始として設定。
　　　　④中核オペ３人がに優先して出役することにし，他作業と競合し中核オペのみでは対応不可能な場合に兼業オペ

が出役することとした。競合の場合，中核オペは代かきや直播を，兼業オペは麦収穫・移植を主に担当。
　　　　⑤補助は麦刈は１人，移植は２人とし，オペと同一時間の出役とした。また，指揮・監督は全体を指揮し水利施

設の調整を行うが，他作業より早めの出役が必要なため１日の可能時間を１１時間として設定。

第１１図　想定規模下によおける全移植体系と直播・移植組み合わせ体系の組織作業内容等（春作業）



ここに直播機１台を導入すると考えるが，麦類の収

穫遅れや降雨による作業可能日数の制約を考慮して

１０ha を直播とし，残り２０ha を移植とする。なお，

直播は６月上旬のみ，移植は６月中旬の後半から下

旬前半（第４，５半旬）とし，田植機は２台を装備

する。これにより第１０図のような１０ha を単位とす

る５年１巡のローテーションが組まれているとする。

この体系を直播・移植組み合わせ体系と呼び，直播

を導入しない体系を全移植体系と呼んで，その作業

進行の違いを示したのが第１１図である。なお，全移

植体系では面積と期間との関係から田植機は３台の

装備水準としている。全移植体系では６月中下旬に

出役時間の約７５％が投入され，１日の最多出役者数

も１６人と多人数を要する。しかし，５月下旬および

６月上旬は麦収穫作業しかなく，中核オペレータと

補助のみでの遂行が可能である。これが組み合わせ

体系になると，６月中下旬の投入時間が占める割合

は５割強と小さくなり，１日の最多出役者数も１１人

に削減される。しかし，５月下旬は塩水選や種子粉

衣のため，６月上旬は代かきや直播のために出役者

数や出役時間が増加し，それに伴って兼業オペレー

タが必要とされるようになるのである。とはいえ，

全体としてみれば，直播導入に伴うオペレータ比率

の高まりと総出役時間の減少が指摘できる。

　ここから全移植体系は短期・多投入型構造を示し，

直播・移植組み合わせ体系は長期・重複・少投入型

構造となっているといえよう。

　５）「組織コスト」に及ぼす影響

　直播導入によるコスト変化は，春作業における直

播に関係する組織的活動と移植に関係する活動のコ

ストを比較することで明らかになるが，その前に，

麦類や水稲の収穫作業，すなわち自脱コンバイン関

連コストのＳ組合の実績について若干触れておく。

　第５表に麦刈および稲刈の出役時間を示した。麦

刈は稲刈に比べて作業速度が早く面積が多い上に，

短期間に集中して作業を行うため移動時間も短い等

の要因から対稲刈比約１．６倍の能率が得られている。

そこで，単位面積当たり出役時間でウエイト付けし，

麦刈５１ha，稲刈３３ha の面積で按分して１０ａ当たり

費用を算出した（第１２図）。町の標準料金どころか

Ｓ組合の作業料金よりもさらに低くなっていて，い

かに効率的な作業が行われているかを示している。

　それでは水稲における移植と直播のコストはどう

か。それを示したのが第１３図である。２者の明らか

な違いは労賃および機械償却費であり，労賃は移植

の６，２３０円が１６％減の５，２４０円に，機械償却費のうち

田植機償却費の３，６００円が直播機＋コーティング機

償却費の１，３９０円へと６１％もの削減につながってい

るのである。

　ここでの比較は全移植体系における移植と直播・

移植組み合わせ体系における直播のコスト比較であ

るが，全移植体系と直播・移植組み合わせ体系全体，

つまり直播と移植を含めた水稲全体のコストにおい

ても，１０ａ当たり費用は１，０００円強の削減となって

おり，組織としての費用節減効果が認められるので
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第１２図　麦刈および稲刈の１０ａ当たり組織コスト

　第１３図　直播と移植の１０ａ当たり組織コスト

第５表　稲刈・麦刈作業における能率比較

労働時間／１０a稼働時間／１０a収穫面積／時間

１．１９時間０．５９時間１６．８ａ稲刈

０．７５時間０．３７時間２６．８ａ麦刈

円

円



ある。

　なお，ここで算出された１０ａ当たり費用は，移植

については第３表でみた町の代かき＋田植の標準料

金並でしかない。しかし，町の標準料金には田植え

の手伝人費用は含まれず，また，水管理労賃，つま

り水廻り労賃も含まれていない。さらに労賃評価が

大きく異なる。そこで，ここでの費用のうち労賃水

準を町の一般農作業労賃から７５０円／時間とし，水

廻り労賃や移植補助労賃を差し引いて求めると移植

の費用は８，８４０円／１０ａ，直播では６，７３０円／１０ａと

なり，町標準料金よりはかなり低い費用に抑え得て

いるといえる。

　このように，対象や労賃水準をそろえれば町標準

料金より低い水準に押さえ得ているが，Ｓ組合の作

業料金と比較すると費用のほうが高い。つまり，春

季の水稲作業部門を独立させれば赤字状態にあると

いえ，料金設定の適正化が必要であろう。しかし，

収穫作業とほぼ同水準の労賃設定下での結果である

ことを考えると，春季の水稲作業が基本的に高コス

ト構造にあり，解決のための抜本的対策としては，

後述するように，より組織コストの小さい直播面積

の拡大が必要といえる。

４．考　察

　分析結果においても若干，考察にまで及んだとこ

ろもあるが，ここではそれらも含めて考察する。

　水稲直播栽培は省力性に特徴を有し分析結果から

もその点は明らかであるが，むしろ移植のみの体系

において生じる作業集中の解消，作業時期の分散の

効果が大きく現れるといえる。こうした作業集中の

解消は，機械装備台数の削減による機械償却費の低

減効果として働くし，また１日の必要出役者数の削

減は高齢化する農業労働力構成の中で，より少数の

出役者によって地域農業を維持することを可能にす

る。もちろん，直播導入の直接的な省力効果である

移植補助労働の削減が，組織コストにおける人件費

削減をもたらすことは，分析結果が示している。

　しかし，麦類との二毛作体系下においては別の影

響を生じさせる。麦類の収穫作業との同時期化に伴

う兼業オペレータの必要性の高まりである。新たな

米政策改革では特定農業団体からさらに集落型経営

体への展開が展望されているが，この分析結果から

すれば，少数の中核的オペレータのみで集落の水田

農業を維持・発展させることは困難であり，兼業農

家もまた担い手として位置づけることの重要性が指

摘できよう。面として水を利用し，繁閑の差が必然

的に生じる水田農業においては，必要な時にのみ機

械作業を担う，こうした担い手の確保が不可欠なの

である。

　いずれにしても，直播導入は組織の出役構造ある

いは機械装備も含めれば資源投入構造と言い換えて

もよいが，それを短期・多投入型から長期・重複・

少投入型へと変化させた。そのことがまた，単なる

協業編成から分業に基づく協業へと，組織における

労働編成にまで影響を与える契機となったのである。

　資源投入構造の変化は，しかし，全ての集落営農

組織に適合するわけではない。当然，構成員の存在

状況によって異なり，特に，前述の兼業ペレータの

確保の可能性に左右されるといえる。例えば，少数

の中核的なオペレータと多数の補助労働力の確保が

容易な組織においては組織コストは高くなるとはい

え，むしろ全移植体系のほうが適合的であろう。

　なお，ここまでの分析は水稲直播の播種適期を６

月上旬に限定している。移植に比べて直播の組織コ

ストが低いことを考えれば，直播面積の拡大（移植

面積の縮小）がより根本的なコスト低減に寄与する

ことになる。他章で示されているように，スクミリ

ンゴガイの被害回避の視点を考慮しても，大豆後は

全て直播とするところ（水稲面積の３分の２）まで

直播を拡大できれば，補助出役時間の削減やさらな

る機械償却費の削減を通じて，一層のコスト削減が

可能であるといえよう。

　ただし，その際に留意すべきことは，直播および

移植圃場の団地化と水利の改善である。これらが相

まってこそ，直播導入の効果はより明確に生じるの

である。

５．要　約

　集落営農組織への水稲直播栽培技術導入の影響と

組織運営改善効果について分析した。直播導入は集

落営農組織の資源投入構造を短期・多投入型から長

期・重複・少投入型に変え，これに伴って機械装備

台数の削減や，移植補助出役者の減少による補助労

働時間の削減をもたらした。しかし，麦類の収穫作

笹倉ら：水稲直播栽培技術導入と組織運営改善効果
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業と直播関連作業の同時期化に伴って新たな作業

ピークが発生することとなり，そのために兼業オペ

レータの重要性が高まった。

　また，直播導入を契機として組織内における協業

編成も変化し，単なる組作業編成から分業に基づく

協業編成へと進化した。

　組織として実施する水稲春作業の１０ａ当たり労働

時間は，移植補助労働の削減により直播は移植より

約２３％の減少が見込まれた。また，組織としての費

用も機械償却費の低減や労賃の削減により約４分の

１の低減が可能となる等，組織運営の改善効果が認

められた。
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１．背景と目的

　１）背　景

　米の生産調整施策への対応における北部九州の特

徴の一つに，集落を単位としたブロックローテー

ションの取り組みがある。２０００年農業センサスの結

果によれば，福岡，佐賀の田のある集落のうち集団

転作を実施した集落割合はそれぞれ１８％，３１％と，

都府県平均の１２％を上回る。そのうち集落全体を単

位としたものが福岡で５３％，佐賀で６５％を占める。

また，ブロックローテーションの実施割合は福岡

７６％，佐賀８９％と都府県平均の５９％を大きく上回っ

ている。ブロックローテーション方式は個別農家に

おける生産調整負担の平等性確保が主目的といわれ

ているが，転作団地の形成は転作作物生産における

作業効率向上や湿害回避など生産面におけるメリッ

トも大きい。また，集落を単位とすることで，集落

に生産調整実施を委ねるとともに，集落全体として

の生産調整達成が可能になる。

　こうした集落を単位としたブロックローテーショ

ンは，生産調整に対応した農地の有効利用にとって

長所を持っている。しかしながら，転作圃場の設定

などの転作計画を策定する際には，団地の形成を考

慮するとともに，集落や個人別に生産調整の達成率

を算出する必要があり，計画策定の効率化が求めら

れている。

　２）目　的

　「直播稲作型」は平成９年度から開始され１５年度

までの７年間実施された。当初４年間は代かき同時

湛水土壌中点播直播（通称ショットガン直播）を主

たる技術とし，その確立を図ってきたが，当該技術

開発の進捗を踏まえて平成１３年度から大幅な見直し

を行い，水稲直播に加えて早生小麦や早生大豆新品

種導入も含めた稲麦大豆輪作技術体系の確立に研究

の力点を移すことになった。これら新品種の導入や

直播導入は，輪作における作期変化を生じさせるこ

とが予想された。一方，生産調整施策は，平成８年

以降２年おきに対策名称の変更や生産調整割合の見

直しが行われ，現地実証試験の対象地域では，施策

変化のたびに新たな土地利用調整（転作団地設定）

を必要としていた。こうしたことから，開発技術の

現地実証試験の対象地域への定着を促進することを

目的として，生産調整割合の変更に対応しつつ，新

品種などの特性を活かし，前後作の対応関係も踏ま

えた作物別・品種別団地設定が簡易に行えるシステ

ムの開発に取り組んだ。

　福岡県夜須町では，生産調整対応を「ブロック」

と称する数集落を単位とした地域に委ねている。生

産調整では，まずブロック長および各集落から選出

された推進員などの担当者（以下「生産調整の担当

者」と略記）が，転作の計画素案を作成する。次に

該当集落農家による検討を経て，計画の修正・見直

しを行ったうえで決定するというプロセスが採られ

ている。その際，稲麦作や大豆作の主要な機械作業

が生産組織によって担われていることから，生産組

織の役員にも効率的な作業遂行からみた団地設定の

妥当性について相談している。こうしたことから，

圃場管理システムのユーザーには，生産調整の担当

者や生産組織のリーダーを想定し，彼らが操作可能

なシステムを開発目標とした。

　生産調整の計画策定では次のような作業を行って

いる。まず生産調整の担当者は白地図に団地予定場

所を設定し，そこに含まれる圃場１筆ごとの面積を

集計して集落としての達成率を算出している。一方，

個人別の達成率も計算し，単年度の転作率の高低だ

けでなく，複数年を単位とした平等性が確保されて
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いるかも確認しているため，極めて面倒な作業が毎

年行われている。

　また，生産組織の作業計画では，白地図に品種別

の作付圃場を色塗りするとともに，作業料金徴収の

ための個人別・作業種類別面積を集計することが必

要であった。

　以上のように，現地実証試験の対象地域では生産

調整実施にも，組織的活動にも面的な把握と集計を

簡便に行えるシステムが必要とされていた。

　これまでにも農地管理や生産調整の計画策定を目

的にした農地管理システムが開発され，市販されて

いる。こうしたシステムは農地台帳と地図を連携さ

せていることに特徴がある。また農地管理を目的と

したものは，主に税務的な利用を行うために農地利

用状況を管理することを目的としており，そのユー

ザーは市町村である。一部の農地管理システムには，

農地の利用計画支援や転作計画の支援の機能を持つ

ものもある。しかし，農地の利用計画支援という機

能は，十分に活用されていない農地を地図化するこ

とによって，その有効利用を推進することを目的と

しており，そのユーザーは農業委員会である。また，

転作計画の支援という機能も割当られた転作率を農

業者の耕作面積に応じて配分するという機能にとど

まっている。こうしたことから，既存の農地管理シ

ステムには，市町村や農業委員会などが活用するこ

とを主目的としており，生産調整の担当者が試行錯

誤しながら生産調整の計画を策定する機能を十分に

備えているとはいえない。そのため生産現場で利用

できる圃場管理システムが求められている。

２．圃場管理システムの概要と適用対象

　１）システムの概要

　圃場管理システムは市販のGISアプリケーション

であるArcView３．３１）をカスタマイズすることによ

り開発した。また本システムは，対象地域の地図情

報と，地図に結合された各種属性データで構成され

ている。さらに，属性データを効率的に管理するた

めの機能には，データベースアプリケーションであ

るAccess を利用している。

　圃場管理システムでは，ArcView を利用すること

により，市販されている農地管理システムに比べて

導入コストを抑えることができる。また，ArcView

が持つ基本機能を利用することもできるため，圃場

管理システムの機能だけでなく，さまざまな分析や

集計に応用することができる。

　圃場管理システムを導入する際には，地図情報の

整備が必要である。そのためには市町村が管理して

いる圃場図を利用し，その電子化を行う必要がある。

市町村でGISが導入されていれば，そのデータを活

用することができる。しかし，地図情報が電子化さ

れていない場合は，圃場図から圃場１筆ごとにト

レースする作業が必要になる。こうした作業を委託

することもできるが，そのためには多くの費用が必

要となる。

　圃場管理システムでは，圃場１筆ごとに，属性情

報が関連づけられている。属性情報には，地番や面

積などの農地情報や耕作者の情報，栽培履歴や転作

などの農地利用情報が必要である。栽培履歴は，耕

作台帳などを用いて対象圃場におけるデータベース

を作成する。

　圃場管理システムの基本的機能は，（１）圃場の

属性情報を地図上に表示すること，（２）地図およ

び属性データの管理画面から属性データの入力・修

正を行うこと，（３）地図を印刷すること，（４）属

性データを集計したり計算することなどがある。し

かし，こうした機能は，既存の農地管理システムで

も実現可能なものである。圃場管理システムでは，

これらの機能に追加して圃区を利用した転作計画や

作付計画を策定することが可能であることに特徴が

ある。一般的に，転作団地化に際しては，圃区を単

位として設定される場合が多い。圃区とは，道路と

水路（通常は排水路）によって囲まれた単位であり，

圃場１筆を示す耕区，道路で囲まれた単位である農

区の中間に位置する大きさの単位である。こうした

圃区の単位を圃場管理システムに導入することで転

作計画策定の効率化を図っている。

　２）システムの適用対象

　圃場管理システムの適用対象として夜須町の中で

水稲直播栽培に取り組んだＳ集落を選定した。Ｓ集

落は，ブロックローテーションへの取り組みに対し

て積極的であり，また生産組織の活動も活発である

ためである。

　Ｓ集落では，集落農家の稲麦作に関わる主要機械

作業を担うＳ機械利用組合（以下「Ｓ組合」と略

記）が活動していて，水稲直播に関わる作業も当該
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組合が実施しているが，活動範囲には集落構成員が

他集落へ出作している圃場も含まれる。Ｓ集落農家

は夜須町の中で最も出作が多いといわれており，Ｓ

集落界内の地図だけではＳ集落の営農活動を把握す

ることができない。

　また前述のように，夜須町では数集落をまとめた

地域ブロックを単位として生産調整を実施しており，

このことからも周辺集落を含めた適用を図ることが

必要と考えられた。そのため，Ｓ集落およびＳ集落

農家の耕作水田が含まれる周辺５集落を対象とした。

なお，対象地域では電子化された地図情報がなかっ

たため，１／１５００の夜須町土地利用管理基本図１７枚

をもとに，圃場１筆ごとにトレースし，１１８４４筆の

圃場を作成している。さらに生産調整の担当者への

調査により，対象地域において１５７か所の圃区を作

成した（第１図）。

３．システムの活用方法

　１）作業計画策定への活用

　Ｓ組合では，これまで作業計画の策定は，役員や

中核オペレータが，組合員からの作業申し込みを受

けて白地図に麦種・品種別の作付圃場を塗り分け，

特に収穫作業についてはカントリーエレベータの運

営委員による圃場巡回結果を踏まえながら，効率的

な作業進行を念頭に策定していた。

　ここで，作業計画を規定する要因には後作の作業

内容（作付計画）も関係する。例えば，麦の収穫に

ついては，後作が水稲の直播か，移植か，あるいは

大豆かによって作業期間の余裕に違いがある。この

ことを踏まえ，作業計画策定における地図表示では，

後作の情報も重ね合わせた表示ができるようにして

いる。

　これにより，役員や中核オペレータは，対象圃場

の塗り分け地図を見ながら，後作の関係も考慮した

作業計画を策定することができる。

　次に具体的な作業進行への活用である。上述の作

業計画の策定に基づいて出役表が作成され，オペ

レータや補助出役者は，それに従って出役する。作

業当日は，朝に打ち合わせを行い，彼らに当日の作

業対象圃場を指示するが，そこでは地図表示画面を

打ち出した地図を利用する。また，対象圃場の存在

状況によって画面を適当に拡大させて地図を打ち出

し，これをオペレータなど責任者に持参させて作業

を実施することで，圃場の間違いなどを防ぐことが

できる。これまでは，打ち合わせ場所に色分けした

地図を用意し，該当する領域部分を白黒コピーして

持参させていたが，本システムでは，より簡便に，

かつ適切な地図の切り出しを行える。

　２）生産調整計画策定への活用

　生産調整計画の策定は，基本的にはブロック長と

該当集落から選出された推進員が集まって一次案を

策定し，これを各集落におろして検討した後，再度

関係者が協議して調整・修正を行っている。なお，

各集落は独自の判断で自己の集落界内の転作団地を

設定する権限を持っている。したがって，その集落

に入作している他集落の農家は，当該圃場が転作団

地に組み入れられた際には，その判断に従わなけれ

ばならない。Ｓ集落の場合，町内で最も出作が多い

ため，周辺集落での転作団地設定を考慮しつつ，個

人および集落の達成率が満たされるように設定して

いる。

　例えば，出作圃場での転作が少なければＳ集落界

内の転作を多くしなければならないし，逆であれば

少なくする，といった調整が行われている。そこで，

前年の転作状況を主に考慮するが，前々年さらにそ

の前まで遡っても調整を加えている。

　本システムでは既に１９９６年から２００１年までの夏作
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作付実績が入力されており，それ以降のデータを追

加すれば，遡っての検索，転作実施状況確認も容易

に行える。これによって，複数年での平等性を確保

した生産調整計画の策定が可能となる。

　生産調整計画を策定する場合，団地化を図るため，

一定の圃場のまとまりで設定する。前述のように，

その最も基本的な単位が圃区である。しかし，対象

地域では水利の系統が極めて複雑であり，地図上で

はやや離れている圃場もひとまとまりとして認識さ

れている場合もある。そこで，本システムでは通常

の圃区（道路と水路によって囲まれた区域）設定と

同時に，こうした地域で認識されている区域による

まとまりでも設定している。したがって，ある圃場

を選択して転作団地を設定しようとすると，その圃

場が含まれる圃区あるいは区域が転作団地として設

定される。このとき，地図画面を見ながら設定する

ことが便利である。そこで，本システムでは，地図

画面と，転作設定にともなう個人別・集落別の生産

調整実施割合が同時に確認できるようにしている。

　こうした圃区に基づく転作計画や作付計画の策定

は，圃場管理システムが持つ特徴的な機能である。

そこで地図を用いて詳しく説明する。（１）転作計

画の策定では，圃区単位で，転作するか，転作しな

いかを地図上で選択する（第２図）。個人別・集落

別の集計結果を参考にして，転作計画を決定する。

この転作計画は作付計画の骨格部分となる。（２）

作物別の作付計画は，夏作と冬作に分けて設定する。

まず圃区単位で，作物ごとに地図を用いて作付作物

を選択する（第３図，第４図）。一つの圃区が複数

の作物から構成されている場合は，最も多い作物を

選択するか，作物の設定を行わない。（３）圃区単

位の作物登録により作成された作付計画を一筆単位

で修正することができる（第５図）。これは，圃区

単位ですでに作物が登録されている際に，その作物
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第３図　圃区単位による大豆圃場の設定



の一部を変更する場合や，圃区に作物が登録されて

いない場合に用いる。第５図では，施設園芸のハウ

スや，登録された作物データの抹消を行っている。

（４）一筆単位でのデータ入力を効率化するため，

圃区ですでに登録された作物を表示し，これを下絵

として参照しながら一筆単位の作物登録を実施する

ことができる（第６図）。（５）一筆単位の作物登録

が完了すれば，圃区と一筆単位のデータを統合した

地図を作成することができる（第７図）。以上のよ

うな作付計画の策定プロセスにおいても，個人別・

集落別の集計結果を参考にして，計画を修正し，確

定する。この際，集計は圃区単位のデータに対して

一筆単位のデータを優先させることにより，一筆単

位での修正が反映される仕様になっている。

　以上のように地図を活用して，圃区単位にまず大

枠での計画を作成し，次に一筆単位で詳細な計画を

確定することができる。

　このようなブロックローテーションに基づく転作

団地設定は，既に何年もの実績，経験があるため，

基本的には前年の実績を踏まえて圃区単位で行われ

る。そのため，従来の方式でもそれほどの面倒はな

い。しかし生産調整の達成率の算出は，手計算で試

行錯誤しつつ行われている。そのため，本システム

を利用すれば，即時にそれらが自動計算されるうえ，

その後の微調整などによる変化も容易に把握できる

ようになる。

　さて，これまでの生産調整では，水稲以外の作付

圃場の面積がわかれば転作率は算出可能であった。

しかし，今次の米政策改革では「ポジ配分」となり，

生産目標が示されて，これに対する実施率が必要と

なった。その場合，水稲の品種毎に異なる平均収量

に基づいて生産目標が達成されたか否を判断しなく

てはならない。ということは，水稲以外の作付面積

だけでなく，水稲についても品種別の作付面積が把
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第５図　一筆単位による圃場データの修正

第７図　圃区と一筆単位データの統合

第６図　圃区と一筆単位データの重ね合わせ



握できていなければならないことになり，より面倒

な事務的作業が必要となった。つまり，水田の利用

全体を把握し計算しなければならないのである。本

システムでは，構成員農家の当該年度の作付計画

データを個人別，圃場別に組み込んだことで，品種

別の収量を入力すれば，個人別の実施率を算出でき

る。つまり，生産調整計画策定場面だけでなく，そ

の実施確認場面においても，本システムの機能を活

用することができる。

４．今後の方向と課題

　圃場管理システムの営農現場における定着を図っ

ていくには，大きく２つの課題がある。１つは導入

コストの問題であり，２つは圃場管理システムを管

理する担い手の問題である。

　まず導入コストでは，地図作成が大きな制約にな

る。こうした地図データの作成を委託すれば多くの

費用がかかる。そのため圃場管理システムを導入す

ることだけを目的とした地図作成は現実的ではない。

しかし，平成１６年８月に農林水産省でまとめられた

新たな食料・農業・農村基本計画の策定に向けての

中間論点整理では，「農地に関し，各地域が直面し

ている課題に的確に対応するため，各地域において，

必要に応じて地図情報等を活用し，農地利用の実態

を高い精度で把握しておくことも重要な課題であ

る」という指摘があり，地図情報の電子化が政策的

に進められる可能性も高い。このような地図情報の

整備により，生産調整の担当者が利用できる圃場管

理システムの重要性はより高まると考えられる。

　次に圃場管理システムの担い手については，操作

上の問題と業務集中が課題になる。本システムでは

GIS アプリケーションのArcView を用いているが，

こうしたGISアプリケーションは地図データと属性

データを統一的に管理するため操作は容易とはいえ

ない。そのため本システムの担い手となる担当者は

アプリケーションの操作技術を習得する必要があり，

導入時の制約要因になる。さらに圃場の属性データ

は，毎年追加されるだけでなく，農地の所有権移動

や利用権の設定状況などを通じて耕作者などの変更

が必要になる。そのため担当者は，圃場管理システ

ムの活用だけでなく，地図情報の維持管理といった

業務も求められる。こうしたことから圃場管理シス

テムの活用には，地図情報の維持管理も含めた業務

の集中に対応できる担い手を育成することが求めら

れる。また，耕作者の把握などでは，農業委員会な

どとも連携した対応が必要であり，こうした関係機

関との連携も重要である。

　最後に，こうした担い手の問題に対応する方法の

一つとして，圃場管理システムの活用方法について

のマニュアル作成がある。今回対象地域となったＳ

集落には，圃場管理システムの活用について意欲的

な担当者がおり，研究成果の受け渡しを図る計画で

ある。今後，担当者からの要望などを反映した圃場

管理システムの改善とマニュアル作成に取り組み，

圃場管理システムの普及・定着に資することにした

い。

【注】

１）ArcView３．３の動作環境は，Pentium 以上の CPUを搭

載した IBM-PC/AT 互換機が必要である。OSには，

Windows XP，Windows ２０００，Windows NT ４．０，

Windows ９５／９８のいずれかが必要である。また定

価は２８８，０００円である。
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１．研究目的

　本稿では打込式代かき同時土中点播直播稲作技術

（以下，ショットガン直播，または直播）を核とし

た，暖地水田輪作技術体系（以下，新技術体系）の

経営的評価を行い，新技術体系の経営改善効果や導

入条件等を明らかにする。

　新技術体系とは，稲・麦・大豆作の新品種導入と

ショットガン直播技術の改良である。

　水稲の新品種「ふくいずみ」は既存の「ヒノヒカ

リ」より晩播適性と水稲直播適性が高く，直播導入

の効果を拡大することが期待される。

　小麦の新品種「イワイノダイチ」は収穫時期が早

進化することにより，後作水稲の適期作業を促すこ

とが期待される。

　大豆の新品種「サチユタカ」は既存の「フクユタ

カ」に比べ収穫時期が半旬（５日間）程度早い早生

品種であり，後作麦の適期播種を促すことが期待さ

れる。近年大豆収穫時期が以前より遅れる傾向にあ

る（第１表）。原因は転作率の増大に伴う大豆作付

面積の増大が影響していると考えられる。大豆の収

穫作業は後作の麦の播種作業と競合する関係にあり，

大豆の収穫時期の遅れに従って，後作の麦の播種時

期が遅れ，特に小麦が作付可能となる期間が減少す

る。さらに遅れると，単位面積あたりの農業所得が

より小さく，かつ不適な時期の大麦作付のみが行わ

れる。５日程度であっても早生大豆の導入効果は大

きいと期待されるからである。

　すなわち，これら新品種は稲・麦・大豆作の輪作

体系のもとでの作期競合を回避する目的で導入され

ている。一方，技術体系としてはショットガン直播

機を用いて稲・麦・大豆作全ての播種を行うととも

に，稲・麦作については播種同時施肥を行えるよう

に改良されている。他に，スクミリンゴガイ対策と

なる網の設置，大豆作後の麦作における施肥法の改

善が行われている。

　本稿では，経営的評価を行うために，個別大規模

経営（稲・麦・大豆作に係わる機械類をほぼ所有す

笹原：暖地水田輪作技術体系の経営的評価
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第１表　福岡県における大豆収穫日の年次変動

１２１１月
５４３２１３０２９２８２７２６２５２４２３２２２１２０１９１８１７１６１５１４１３１２１１１０９８７６日

終盛Ｈ３
終盛始Ｈ４

終盛始Ｈ５
終盛始Ｈ６

終盛始Ｈ７
終盛始Ｈ８

終盛始Ｈ９
盛H１０

終盛始H１１
終盛始H１２
終盛始H１３

注）始：福岡県の収穫開始日　盛：福岡県の収穫最盛期　終：福岡県の収穫終了日。引用：作物統計ほか

代かき同時土中点播直播稲作技術を核とした 
暖地水田輪作技術体系の経営的評価

笹原和哉

（２００４年１１月３0日　受理）

九州沖縄農業研究センター総合研究部経営管理研究室：〒８６１－１１９２　熊本県菊池郡西合志町須屋２４２１



る１０ha 以上の経営）を想定した営農モデルを策定

し，経営シミュレーション分析を用いる。あわせて，

暖地水田作経営において，これら新技術体系が普及，

定着するための条件を明らかにする。営農モデルは

北部九州における典型的な稲・麦・大豆作地域であ

る，福岡県朝倉郡夜須町の個別大規模経営の農作業

日誌データおよび，基幹農作業時間調査，販売実績

調査等から策定した。

２．研究方法

　１）営農技術体系評価システム

　営農モデルの策定にあたっては，南石晃明氏が開

発した「FAPS（営農技術体系評価・計画システム）」

を用いる。FAPS は主要作業に関して作業の限度を

超えた降水量の場合はその作業を行えないよう設定

することが可能で，降雨制約を考えた経営シミュ

レーションを行うには特に有効であるためである。

ただし，本稿の分析目的に即して，以下のようなシ

ステムの改変を行った。

　通常 FAPS を用いる場合には，１年単位で各営農

プロセスを設定する（第１図） が，稲・麦・大豆作

の輪作体系を評価する場合には，麦作の作付面積は

麦自体の制約だけではなく，前作の大豆収穫時期

（大豆成熟時期の年次変動と大豆収穫時期の降雨が

制約する）と後作の水稲を作付けする時期に影響さ

れる。大豆の収穫時期が遅れるような場合，その後

作への影響を明示的に表現しにくい。そこで，６年

間という長期間の営農モデルを作成できるように

FAPS のシステムを改変し，例えば大豆収穫日の変

化による麦品種選択への影響や，その後の水稲作付

け方式の選択への影響を表現できる営農モデルを策

定した（第２図）。

　また，通常 FAPS においては圃場占有期間や，各

作業を行う時期を旬単位で設定するが，「サチユタ

カ」は「フクユタカ」よりも半旬程度収穫時期が早

く，それに伴って，麦収穫時期とその後の水稲の作

付けについても半旬単位で細かく作業の競合を表現

する必要がある。そこで，２点目の改変として，半

旬単位で営農モデルを策定することとした。

　２）営農モデルの前提条件

　第２表に営農モデルを策定する前提条件となる各

作目や技術ごとの収穫時期と利益係数を示す。設定

する営農プロセスは水稲直播（「ヒノヒカリ」，「ふ

くいずみ」），水稲移植（「ヒノヒカリ」，「ニシホマ

レ」），大豆（「フクユタカ」，「サチユタカ」），小麦

（「ニシホナミ」，「イワイノダイチ」），大麦（「アサ

カゴールド」）である。在圃期間の設定にあたって

は現地の営農組合の作業日誌と現地の営農体系を参

照した。このうち，大豆の収穫時期は毎年変動させ，

「サチユタカ」は「フクユタカ」と播種時期は変わ

らず，収穫時期が半旬早まると設定している。水稲

と麦の収穫時期は固定している。小麦「ニシホナ

ミ」と大麦は１１月第３半旬から播種が行われる。大

麦は１２月第３半旬まで播種を行う。「ニシホナミ」

は大麦より在圃期間が長く，収穫時期が一部水稲の

作付けと重なる。「イワイノダイチ」の播種および

収穫時期は，現地試験の結果に基づき設定している。

　利益係数は福岡県夜須町の収量と，平成１４年福岡

県産についての生産者価格を参照した。水稲の単収
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第２図　本稿における営農モデルのイメージ

第１図　FAPS で作成する通常の営農モデルにおけ
る稲・麦・大豆輪作体系

「ふくいずみ」直播

「ヒノヒカリ」移植

「ヒノヒカリ」直播

「サチユタカ」

「フクユタカ」



は，現地において既に「ヒノヒカリ」の直播と移植

が同じであるため，直播と移植は同等とした。直播

はコーティングと除草剤のために若干１０aあたりの

コストが高く，利益係数が小さい。なお，「ふくい

ずみ」は単収は「ヒノヒカリ」と同等以上であるが，

実際の販売実績がないため，経営シミュレーション

では福岡県産「ヒノヒカリ」と同価格とする場合と，

９０％，８０％，７０％の場合について分析を行った。と

くに断らない限りは「ヒノヒカリ」と同価格と設定

する。

　大豆は最後の播種時期となる７月第５半旬播種に

限り，単収が下がると設定している。現地ＪＡにお

ける平成１４年産大豆の仮渡し金を参考に「サチユタ

カ」と「フクユタカ」の生産者価格は同額とする。

　「イワイノダイチ」の生産者価格は「ニシホナミ」

より２円／ kg 低価格と設定した。近年の価格動向

から，小麦は大麦より利益係数が大きい。大麦の１２

月播種は在圃期間が短いゆえに減収することがある

ため，晩播になるほど次第に収量が下がると設定し

ている。なお，営農モデル策定にあたっては現地の

状況を反映して，転作率は４０％，借地料は２３，０００円

／１０aとする。営農モデルの労働力は２名で，農地

の所有面積は１ ha，それ以上は全て借地とする。　

　３）営農モデルのパターンと経営シミュレーショ

ンの方法

　　営農モデルはさらに５種類に分ける。

　①　水稲移植体系のみ保有する。

　②　①に従来型ショットガン直播のみを導入する。

　③　②に新技術体系を導入する。全ての技術が導

入され，選択できる。

　④　新技術体系の下，直播を用い，移植体系を持

たない。

　⑤　①に麦・大豆の新品種のみを導入する。

　各営農モデルの農業用機械類を中心とした固定費

の設定を第３表に示す。

　策定した各営農モデルについて，農業所得を最大

にすることを目標に，経営面積を１０ha から５ ha き

ざみで経営面積を変化させながら，生産調整面積を

全て大豆でまかなう作付け可能上限規模となる経営

面積（以下，最大経営面積）や，そこでの効果を計

測する経営シミュレーションを行う。

　また，全品種，技術を導入する営農モデル③を用
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第２表　営農モデルの作付，収穫時期と利益係数の設定

使用モデル２）利益係数（万円／１０a）収穫期→作付け（播種）期

③④１１．７（９０％の場合は１０．２　８０％は８．８　７０％は７．３）１０／６～２０→６／１１～６／２５毎年水稲直播　「ふくいずみ」

②③④１１．７１０／６～２０→５／２６～６／１０〃　　〃　　　「ヒノヒカリ」

全モデル
１１．８１０／６～２０→６／６～２０〃水稲移植　「ヒノヒカリ」

　８．９１０／１６～３１→６／６～２０〃　　〃　　　「ニシホマレ」

③④⑤３．７（７／２１以降播種のみ３．１）

１１／６～１５→７／６～２５’９６大豆　「サチユタカ」

１１／１１～２０→〃’９７　　　〃

１１／６～１５→〃’９８　　　〃

１１／１１～２０→〃’９９　　　〃

１１／１１～２０→〃’００　　　〃

１１／１６～２５→〃’０１　　　〃

全モデル３．７（７／２１以降播種のみ３．１）

１１／１１～２０→７／６～２５’９６大豆　「フクユタカ」

１１／１６～２５→〃’９７　　　〃

１１／１１～２０→〃’９８　　　〃

１１／１６～２５→〃’９９　　　〃

１１／１６～２５→〃’００　　　〃

１１／２１～３０→〃’０１　　　〃

③④⑤１．３２・１．７３１）５／２６～３１・６／１～５→１１／６～１０・１２／１～５毎年小麦　「イワイノダイチ」

全モデル２．２１）６／１～２０→１１／１１～３０〃　〃　　「ニシホナミ」

全モデル１．６７１）５／２１～６／１０→１１／１１～３０〃大麦　「アサカゴールド」１１月播種

全モデル播種日が５日遅れるごとに１．５，１．４，１．３と漸減１）６／６～１０→１２／１～１５〃　〃　　「アサカゴールド」１２月播種

注）１）大豆後の麦作は施肥量を減らせることから，表示より０．２３万円利益係数が増大する。
　　２）各営農プロセスについて，２－３）にて設定するモデル①～⑤のうちどれで用いるかを示す。



いて，対象とする１作目だけを作付けしない場合と

の比較を行うことで，各新品種の導入効果を解明す

る。

３．結　果

１）新技術体系全体の導入効果

　まず新技術体系の導入によって最大限どれだけの

効果が経営にもたらされるかを評価する。第３図に

示すように，まずショットガン直播を導入する（①

から②に至る）ことによって規模が拡大し，作付け

の構成が変化する。

　さらに，新技術体系を導入する（②から③に至

る）ことにより最大経営面積は拡大し，主に晩播水

稲「ふくいずみ」の効果から，直播が水稲の作付面

積全体の７割以上を占める作付けの構成となる。そ

して最大経営面積は，大豆と小麦の作付面積が増加

することにより，②の段階の２４．９ha から③の

２７．３ha へ拡大する。大豆は作付面積が若干増大し，

大半が「サチユタカ」に変化する。ただし，「イワ

イノダイチ」の導入面積は小さい。ショットガン直

播のみの導入時に比較して，新技術体系の導入は農

業所得が最大約２７０万円増大する（第３図１，３２５万円

と１，５９８万円との差）。

　２）新技術体系導入時における直播と移植の併用

と直播のみの比較

　２０ha 以下の経営においては，③と④を比較する

と，④が固定費が少ないために所得が大きい（第４

表）。しかし，冬作である小麦の導入面積が広がる

につれて，作期分散により水稲移植体系との併用効

果が表れ始め，２０ha を超えたところで，固定費の

差を超えて直播と移植を併用する効果が現れる。そ

の結果，２０ha を超えた経営規模においては③は④

よりも農業所得が高く，ショットガン直播だけより

も水稲移植との併用が優位性を持つ。

　また，新技術体系のもと，④直播のみを保有する

経営と⑤水稲移植体系のみを保有する経営との比較

を行うと，④の方が農業所得が大きい結果となる。

１０ha ではわずかな差であるが，規模拡大につれて

差が広がることがわかる。最大経営面積においては

６００万円近い所得差が現れる。新技術体系の下では，

直播のみを保有することが水稲移植体系のみを保有

する経営よりも所得が大きく，規模拡大の効果が大

きい。

　３）新品種の導入効果

　新技術体系を構成する新品種を導入する場合と導
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第３表　各営農モデルの固定費の内訳 （単位：万円／年）　

各固定費④③②①および⑤施設・機械名
４４．１○○○田植機
２．３○○○苗箱播種機
３０．６○○○ショットガン直播稲作機
４．０○○〃同時施肥，汎用播種装置
３．０○○○コーティングマシン
２．９○○○○大豆播種機
７．１○○○○麦施肥播種機
７９．１○○○○トラクタ　２台
１２．８○○○○ロータリー
１６２．０○○○○自脱コンバイン
１３．５○○○○マニュアスプレッダ
７７．６○○○○大豆専用コンバイン
６７．５○○○○倉庫
２３．６○○○○パワーショベル
２７．０○○○○フォークリフト
２２．２○○○○軽トラック
４７．１○○○○その他小農具
１７．０○○○○土地改良・水利費

５９７６４３６３９６０６固定費合計
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第３図　最大経営面積における，技術導入段階毎の作付構成と農業所得

第４表　新技術体系導入の農業所得への効果 （単位：万円）　

最大経営面積時
（その経営面積）

２５ha２０ha１５ha１０ha
経営面積　

１３２５（２４．９ha）１３２５１００６６３０２２２
②ショットガン直播導入（従来型直播採用
段階）

１５９８（２７．３ha）１４３０１０６３６５６２３２③新技術体系導入

１５５５（２６．７ha）１３７７１０６８６９０２７１④新技術体系導入，水稲直播体系のみ保有

９６４（２４．４ha）９６４９１０６６８２７０
⑤「サチユタカ」，「イワイノダイチ」を導
入するが水稲移植体系のみ保有

＋６３４＋４６６＋１５３－１３－３８
（③－⑤）　新技術体系の下，移植に直播を
加える場合の所得への影響

＋５９１＋４１４＋１５８＋２１＋１
（④－⑤）　新技術体系の下，移植から直播
に置き換える場合の所得への影響

第５表　新技術体系に含まれる個別技術の導入効果 （単位：万円，ha）　

最大経営
面 積 時

２５ha２０ha１５ha１０ha
経営面積　

１２５６８２９１１３「サチユタカ」導入による，所得増大効果
７．０６．７４．８２．３０．８「サチユタカ」作付面積
３．２３．２３．２３．７３．２「フクユタカ」作付面積
１．７１．１０．５０．２０．０「サチユタカ」導入による，大豆作付面積の増加
０．３１．４０．５０．００．０　〃　　，１２月播種の大麦が小麦に移行する面積
１．００．００．００．００．０　〃　　，水稲作付面積の増加（注）
９０２７８１０「ふくいずみ」（「ヒノヒカリ」と同価格）導入による所得増大効果
２．９２．２０．６０．００．０「ふくいずみ」（〃）導入による水稲直播面積の増加
５５４２００「ふくいずみ」導入（価格「ヒノヒカリ」の９０％）による所得増大効果
４７００００　　　〃　　　（　　　〃　　　　８０％）　　　　〃
２００００　　　〃　　　（　　　〃　　　　７０％）　　　　〃
２２１００「イワイノダイチ」導入の農業所得への効果
０．８１．００．４０．１０．０「イワイノダイチ」導入による小麦作付面積の増加
２８２７２１１４９大豆後の麦への肥料費減少による所得増大効果

注）転作大豆の作付可能面積が増加すると，輪作体系維持可能な経営面積の最大値が増大し，水稲作付面積も増大する。



入しない場合の差を示す（第４表）。

　「サチユタカ」の導入は最大経営面積において１

ha 以上の水稲，大豆の規模拡大をもたらし，１２月

の大麦播種を減らし，小麦の作付面積を増加させる

ため，所得は約１２０万円増大する。

　また，「ふくいずみ」の導入は水稲直播面積を

２．９ha 拡大させるなど，最大で９０万円所得が増大す

る。「ふくいずみ」は最大経営面積の場合のみ，価

格を１０％ずつ低下させても８０％程度までは導入効果

がある。

　「イワイノダイチ」導入による所得の増大は小さ

く，収穫時期早進化の特性が活かされていない。

「ニシホナミ」より低価格であることや「ふくいず

み」を利用できること，が影響している。

　４）その他の新技術体系の導入効果

　輪作圃場の小麦生育に関して，大豆後の麦作に対

する必要な窒素施肥量が減少することが示された。

そこで，大豆後の麦作の施肥量がチッソ分４ gm－２

減少すると設定して農業所得への影響を分析すると，

③の経営シミュレーション条件において，最大２８万

円の所得が増大する効果がある。なお，スクミリン

ゴガイ対策について，水稲直播圃場の入水口に網を

設置することが有効であることが示されている。③

の条件の下，全水稲直播圃場に５００円／１０aの費用

を投じて網を設置する場合，最大約５万円の所得の

低下でスクミリンゴガイを防止できる。

４．考　察

　経営シミュレーションの結果からショットガン直

播の移植に対する優位性が導き出された。ショット

ガン直播と水稲移植の技術体系を保有する営農モデ

ルはショットガン直播が移植に比較して除草剤使用

回数の多さ，カルパーコーティングの資材のために

１０aあたりの利益係数が小さくなる。このため，既

存の分析１）においても経営規模が１０ha 程度の段階

では移植のみを選択し，２０ha 前後のより大規模経

営に至った際に直播と移植を併用することが有利と

なる結果を導き出す傾向が見られる。しかし，第３

表に示した新技術体系のもと移植のみを用いる経営

と，直播のみを用いる経営を比較した際，１０ha 段

階においてもわずかに直播のみが有利となる結果を

得た。

　以下の分析結果から新技術体系を含めたショット

ガン直播の普及可能性は大きいと考えられるが，現

実には容易に直播の普及が進むと考えることはでき

ない。

　新技術導入は移植機を保有している経営にとって，

直播機を新たに取り入れる際直播と移植を併用する

ことが多いと想定される。導入を検討する際，新品

種の導入を含めるならば，第３表の③の場合と⑤の

場合との比較となる。移植体系に直播を加える，す

なわち⑤から③へ移行するには，年間固定費の増大

が壁となり，１５ha 以下ならば直播導入のメリット

を経営者は感じられない。

　一方，新技術体系のもと移植体系か直播体系のど

ちらかを選択するならば，１０～２０ha の経営面積に

おいて⑤より④が農業所得が大きく，規模拡大効果

も高いことから，農業経営が直播導入へ踏み切る可

能性がある。２０ha 以下の経営に対し，田植機の買

い換えとしてショットガン直播を勧めてゆくことが

考えられる。ただし，移植体系の不保持は移植へ戻

る退路を断って直播を導入するため，実現は容易で

はない。例えばショットガン直播の現実の普及例に

おいて，初年度は倒伏が起こりやすい。減収，刈り

にくさの影響を耕作者が被るが，圃場に応じた施肥

管理法の習熟が必要になる。また，現地の営農組合

長は水稲直播未経験の農業経営にとって，ジャンボ

タニシの食害に対する懸念が根強いと指摘する。す

なわち，直播導入に伴う栽培技術上の支援が普及を

はかる場合の課題である。

　なお，直播導入が効果的となる前提として，「サ

チユタカ」，「ふくいずみ」の産地作り戦略が必要と

なる。例えば，「サチユタカ」導入経営の意向を受

けて，現地では米政策改革に伴うビジョン作りに際

し，「サチユタカ」の作付けに対する助成金が検討

されている。このような施策の上に，「ふくいずみ」

や「サチユタカ」が「ヒノヒカリ」や「フクユタ

カ」と匹敵する商品として定着することで，農業経

営は直播を核とした新技術体系の導入効果を実感す

ることができる。

５．要　約

　ショットガン直播を核とした新技術体系の導入は

ショットガン直播のみを導入する場合よりも最大
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２７０万円所得が増大する。その効果は多くは早生大

豆品種「サチユタカ」，「ふくいずみ」の導入によっ

てもたらされる。

　新技術体系のもと，直播のみを保有する経営と水

稲移植体系のみを保有する経営との比較を行うと，

直播のみの経営が農業所得が大きく，最大６００万円

近い差が現れる。ショットガン直播を核とした新技

術体系の導入は，２０ha 以下の場合は水稲移植体系

を置き換えて導入することに優位性がある。２０ha

以上の大規模経営においては，水稲移植との併用に

よって導入することに優位性がある。
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